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要 約 

１．国の概要 

ハイチ共和国（以下、「ハイチ」という）の総人口は、1026.1 万人（国連ラテンアメ

リカ・カリブ経済委員会 2013）であり、総面積 2.78 万 km2である。気候は熱帯海洋性

気候で、雨期と乾期があり、雨期は 4 月から 10 月、乾期は 11 月から 3 月となっている。
6月から 11 月はハリケーン到来時期となっており、大きな被害をもたらしている。一方

で山岳部は北東貿易風の影響で降雨が少なく乾燥している。ハイチの年間平均降雨量は、

1,346mm、年平均気温は摂氏 26.3 度で年間を通じた気温の変動は小さい（国際協力機構 

復興支援緊急プロジェクト 2011）。 

ハイチは、農業依存型の脆弱な経済基盤に加え、長年の政情不安や軍事クーデターに

対する国際的な経済制裁、基礎的な社会経済インフラの未整備などにより国民生活は困

窮している。さらに自然災害の影響も大きく、2010 年の大規模な地震によってハイチの

前年度 GDP の 120％に相当する損失を被り、2012 年には熱帯暴風雨アイザック及びハリ
ケーン・サンディによる複合的な被害を受けている。2010 年の震災以降、世界各国およ

び国際機関からの支援を受けて復興に向けた活動が行われている。 

ハイチの 2012 年の GDP は 131.5 億ドル、GDP 成長率は 1.3%、一人当たりの GDP は

1,300 ドルとなっている。産業別内訳は第 1 次産業が GDP の 24.7%、第 2 次産業が 19.4%、

第 3次産業が 55.9%である（米国 The World Factbook 2012）。主要な産業は、農業、

軽工業であり、主要農産物は、米、コーヒー、砂糖等である。 

 

２．要請プロジェクトの背景、経緯及び概要 

プロジェクト対象地域であるレオガン市は、2010 年の大地震により、建物の 90％以

上が倒壊するなど甚大な被害を受けた。我が国は 2010 年 5月より開始した開発計画調
査型技術協力「ハイチ復興支援緊急プロジェクト」において「レオガン市復興のための

市街地給水事業リハビリ事業」（以下、パイロット事業）を実施し、市街地中心部にて

配水管路整備や 12箇所の共同水栓設置などを行ったが、2013 年現在のプロジェクト対

象地域内（人口 25,500 人）の給水普及率は約 2.8%にとどまっており、市民のニーズを

満たすには至ってない。かかる背景の下、ハイチ政府は我が国に対し、「ハイチ復旧支

援緊急プロジェクト」によって形成された「レオガン市復興のための給水システム復旧

整備計画」の実施について、無償資金協力を要請した。 

 

３．調査結果の概要とプロジェクトの内容 

日本国政府は、ハイチの要請に応えて、本プロジェクトの協力準備調査の実施を決定

し、独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」）は 2012 年 1月から 2013 年 7月まで



数度にわたり「レオガン市復興のための給水システム復旧整備計画準備調査」のための

調査団を派遣した。調査団はハイチ側関係者と協議を重ね、同調査の結果、本プロジェ

クトの実施に当たっては、レオガン市街地を対象とした給水施設を建設することが適切

であると判断された。 

そのうえで、2013 年 8月 26 日から 9月 18 日にかけて、JICA は概略設計概要説明の

ために調査団を派遣し、ハイチ側と協議を行った。そして JICA は、2014 年 1月 18 日か

ら 1 月 26 日にかけて、入札図書作成参考資料(案)の説明を行うために調査団を派遣し、
ハイチ側と協議を行った。 

本プロジェクトでは、本準備調査での井戸試掘調査で確認した試掘井戸を取水井とし

て給水システムを構築する。DINEPA はこの取水井を含む用地を取得し、同用地内にて高

架水槽を建設し、前述の取水井から地下水を高架水槽内へ揚水し、重力にてレオガン市

街地に給水する。 

配水管は、本プロジェクトでレオガン市街地内に建設し、JICA が建設した既存の配水

管（パイロットシステム）に接続する。 

住民は、各戸給水栓によって給水を受けるものとし、配水管から各戸までの給水装置

（サドル分水栓、給水管、水道メーター、蛇口等）を設置する。配水管までを日本側が

建設し、配水管から各戸給水栓まではハイチ側の負担で設置する。 

加えて、本プロジェクトの給水システムでは、これまでレオガン市街地で運用されて
いた定額制水道料金制度から従量制水道料金制度に移行する計画である。本プロジェク

トで建設する給水システムを運用するために、①従量制水道料金システムの導入、②施

設運転維持管理能力の向上、の 2点に主眼を置いたソフトコンポーネントを計画する。 

本プロジェクトで建設する施設の概要を表‐1に示す。 

 

表-1施設概要 
施設名 内容 

取水施設 深井戸 Q=1,900m3/日、水中モーターポンプ 1基、 

ポンプ室 1棟、発電機 1式 

消毒設備 次亜塩素酸カルシウム、圧力式注入 1式 

高架水槽 水槽容量 340m3、20m 高、円筒形鉄筋コンクリート構造 １基 

配水管 配水管 L=36km、高密度ポリエチレン管 φ63～450mm 

機材 水道メーター 900 個、サドル分水栓 900 個、 

給水管φ20mm 5,400m 

 



 

４．プロジェクトの工期及び概算事業費 

 本プロジェクトを我が国の紛争予防・平和構築無償資金協力により実施する場合、

入札関連業務に約 6ヶ月、そして建設工事で 11か月、ソフトコンポーネントは給水シ

ステム完成前から開始して計 6か月とする。建設工事およびソフトコンポーネントの実

施に関わる全体工期は 12か月間である。 

本プロジェクトを実施する場合に必要な事業費総額は、6.76 億円となる。日本側およ

びハイチ側の負担経費を、下記の 4.1 および 4.2 に示す。なお、積算に適用した条件は、

下記の 4.3 に示すとおりである。本事業概算費は交換公文上の供与限度額を示すもので

はない。 

 

4.1 日本側負担経費 

「施工・調達業者契約認証まで非公開」 

 

4.2 ハイチ側負担経費 

概略事業費 : 2.83 百万グールド（約 642 万円） 

負担事項 内 容 
金額 

（百万グールド） 

用地取得 高架水槽及び付帯施設建設用地取得費用 2.36 

用地整地 上記建設用地の整地と柵設置 0.32 

銀行手数料 概略事業費の 0.05% 0.15 

合 計 2.83 

 

4.3 積算条件 

（１）積算時点   ：平成 25年 9月 

（２）為替交換レート ：米貨対日本円 1 USD =  99.35 円 

：グールド（HTG）対日本円 1 HTG  =  2.271 円 

（３）施工期間   ：12 ヶ月 

（４）その他  ：調達代理方式による紛争予防・平和構築無償資金協力を前

提とする。 

 



５．プロジェクトの評価 

本プロジェクトを実施することにより、以下に示す効果が期待できる。 

 

5.1 定量的効果 

表-2 定量的な効果指標 
指標名 基準値（2013 年） 目標値（2020 年） 

【事業完成５年後】 

給水人口 715 14,420 

給水率（％） 2.8 43 

給水量（m3/日） 86 1,742 

 

5.2 定性的効果  

本プロジェクトの実施により、安全な水が安定して供給されること、各戸給水が普及

することにより、以下の定性的効果が期待される。 

①安全で安定的な水の供給により、住民の衛生状況が改善される。 

②女性及び子どもに負担となっている水運搬労働が軽減される。 
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写真 

 
写真-1：国家給水衛生局（DINEPA）が取得手続
き中である高架水槽、ポンプ施設の建設予定サ
イト。井戸は本調査によって試掘済み。 

 
写真-2：高架水槽の築造予定箇所（写真-1
の左奥部分）。平地であり、特に大規模な整
地は必要ない。 

 
写真-3：市街地へ配水するための大口径配水
管を敷設する予定の区間。道路は未舗装であ
る。 

 
写真-4：市街地へ配水するための大口径配水
管を敷設する予定の区間（旧国道 2 号）。車
道部はアスファルト舗装、歩道部は未舗装。 

 

写真-5：JICA 道路プロジェクトにより 2012

年度に施工されたｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ道路（左）

および排水路暗渠（右）の状況。 

 

写真-6：既設ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ道路の状況。 



 
 

 

 
写真-7：レオガン市街地における道路の状況
（未舗装）。 

 
写真-8：新興住宅地であるシャチュレー地区
における道路状況（未舗装）。 

 
写真-9：震災後に NGO が設置したハンドポン
プを利用し、水汲みをする住民（飲料用）。 

 
写真-10：レオガン周辺に多く点在する浅井
戸と、水汲みをする住民（生活用水）。 

 
写真-11：高架水槽建設予定地での土質調査
状況。 

 

写真-12：試掘井戸掘削後の洗浄。 
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略語表（1 / 3 ）

仏略語 仏語 英略語 英語 和訳

ARI Allied Recovery International エーアールアイ
（NGO）

ASTM
 American Society for Testing 
and Materials 

米国材料試験協会

Acted
Agence d'Aide à la Coopération 
Technique Et au Développement

Acted
Agency for Technical 
Cooperation and Development

アクテッド
（NGO）

ACDI 
Agence Canadienne de 
Développement International

CIDA 
Canadian International 
Development Agency 

カナダ国際開発局

AECID
(西)Agencia Española de 
Cooperación Internacional para 
el Desarrollo

Spanish Agency for International 
Development Cooperation

スペイン国際開発協力機
構

AEP Alimentation en eau potable Water Supply 水の供給

AEPA 
Approvisionnement en Eau 
Potable et Assainssement

Water Supply and Sanitation 給水衛生

AFD 
Agence Française de 
Développement 

French Development Agency フランス開発庁

ASSODLO
Association Haïtienne pour la 
Maîtrise des Eaux et des Sols

アッソドロ（（ハ）国のN
GO）

BEI
Banque eurpéenne 
d'investissement

EIB European Investment Bank 欧州投資銀行

BID 
Banque Interaméricaine de 
Développement 

IDB (IADB) 
Inter-American Development 
Bank 

米州開発銀行

BM Banque Mondiale WB World Bank 世界銀行

BRH Banque de la République d'Haiti Bank of Republic of Haiti ハイチ銀行

CAEPA 
Comité d’Approvisionnement en 
Eau Potable et Assainissement

Water Supply and Sanitation 
Committee 

給水衛生委員会
（※小都市管路）

CARE
The Cooperative for Assistance 
and Relief Everywhere

地球規模の支援及び救援
組合

CMMP
Commision Ministérielle des 
Marchés Publics

Ministerial Commission for 
Public Procurement

公共入札省内委員会

CPE Comité de Point d'Eau Committee of Water Point 
給水委員会
(※ポイントソース型給水
)

CTE Centres Technique d'Exploitation Operating Technical Center 給水運営技術センター

DINEPA
Direction Nationale de l'Eau 
Potable et de l'Assainissement

National Directorate of Water 
and Sanitation

国家給水衛生局

EPA Eau Potable et Assainissement WATSAN Water and Sanitation 水衛生
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仏略語 仏語 英略語 英語 和訳

GTZ
(独)Deutsche Gesellschaft fur 
Technische Zusammenarbeit

German Technical Assistance 
Agency

ドイツ国技術協力公社

Déplacés Internes IDP Internally Displaced Persons 国内避難民

IFRC
Fédération internationale des 
Sociétés de la Croix-Rouge et du 
Croissant-Rouge

IFRC
International Federation of Red 
Cross and Red Crescent Societies

国際赤十字・赤新月社連
盟

IHSI
Institut Haïtien de Statistiques et 
d'Informatique 

Haitian Institute of Statistics  and 
Informatics

ハイチ統計情報研究所

JEN Japan Emergency NGO ジェン（NGO）

JICA
Agence Japonaise de 
Coopération Internationale

JICA 
Japan International Cooperation 
Agency

国際協力機構

JICS
Japan International Cooperation 
System

日本国際協力システム

JPF Japan PlatForm ジャパンプラットフォー
ム（NGO）

MDE Ministère de l'Environnement Ministry of Environment 環境省

MEF
Ministère de l'Economie et des 
Finances 

Ministry of Economy and 
Finance

経済財務省

MINUSTAH
Mission des Nations Unies pour 
la stabilisation en Haïti

United Nations Stabilization 
Mission in Haiti

国際連合ハイチ安定化ミ
ッション

MPCE
Ministère de la Planification et 
de la Coopération Externe

Ministry of Planning and 
External Cooperation

計画対外協力省

MSF Médecins Sans Frontières MSF Medecins Sans Frontiers 国境なき医師団

MTPTC
Ministère des Travaux Publics, 
Transports et Communications

Ministry of Public Works, 
Transport and Communication

公共事業運輸通信省

   Association à but non Lucratif NPO Non-profit Organization 非営利団体

OIM
Organisation Internationale pour 
les Migrations 

IOM 
International Organization for 
Migration

国際移住機関

OMS
Organisation Mondiale de la 
Santé 

WHO World Health Organization 世界保健機構

ONG
Organisation Non 
Gouvernementale

NGO
Non-Governmental 
Organizations 

非政府組織

OREPA
Offices Régionaux de l’Eau 
Potable et de l’Assainissement 

Regional Offices for Water and 
Sanitation

水衛生局

Oxfam
Oxford Committee for Famine 
Relief

オックスファム
（NGO）

PAP (PaP) Port-au-Prince Port-au-Prince ポルトープランス

PEHD Polyéthylène Haute Densité HDPE High Density Polyethylene 高密度ポリエチレン



略語表（3 / 3 ）

仏略語 仏語 英略語 英語 和訳

PNUD
Programme des Nations Unies 
pour le Développement

UNDP
United Nations Development 
Programme

国際連合開発計画

PVC chlorure de polyvinyle PVC polyvinyl chloride ポリ塩化ビニル

PWW Pure Water for the World ピュアウォーター・フォ
ー・ザ・ワールド（NGO）

SAEP
Système d’ Approvisionnement 
en Eau

Potable Water Supply System 給水システム

SESAM Soiete des Eaux de Saint-Marc セサム社

SNEP
Service de niveau National Pour 
l'approvisionnement en Eau 
Potable

Potable National Water Service 全国給水サービス公社（
※地方都市・村落給水）

StC Save the Children StC Save the Children セーブ・ザ・チルドレン
（NGO）

TVA Taxe sur la valeur ajoutee VAT Value Add Tax 付加価値税

UE Union Européenne EU European Union 欧州連合

UNICEF
Fonds des Nations Unies pour 
l'Enfance

UNICEF United Nations Children's Fund 国際連合児童基金

URD Unité Rurale Départmentale Departmental Rural Unit
県地方給水ユニット
（※小都市管路、村落給
水）

USAID
Agence des États-Unis pour le 
Développement International

USAID
United States Agency for 
International Development

米国国際開発庁

WASH Water, Sanitation an Hygiene ウォッシュ（クラスター
）



第 1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

ハイチでの安全な水の普及率は、2011 年で都市部では 77%、農村部では 48%となって

いる（UNICEF/WHO Joint Monitoring Programme, 2013）。震災後の 2010 年 10 月にコ

レラの流行が始まり、2013 年 10 月までに全国で 68 万人以上のコレラ患者が発生し、

8,000 人以上の死者が出ている（OCHA, 2013）。また、乳幼児死亡率の 60％は不衛生な

水を飲用していることに起因する（UNICEF, 2010）とされており、給水施設の復旧が、

安定した水の確保と衛生的な生活を送るための緊急の課題となっている。 

 

1-1-2 開発計画 

ハイチは「ハイチ国家開発戦略計画」を 2012 年に策定し、2033 年までの国家再建の

ための開発政策を掲げている。本案件は同計画の下、国家再建の 4本柱の一つである

「国土開発」において「給水及び衛生施設の普及・拡充プログラム」に沿ったものであ

り、地方都市での給水網の復旧と拡充に資する計画の一環として位置づけられている。 

 

1-1-3 社会経済状況 

ハイチは、農業依存型の脆弱な経済基盤に加え、長年の政情不安や軍事クーデターに

対する国際的な経済制裁、基礎的な社会経済インフラの未整備などにより国民生活は困

窮している。さらに自然災害の影響も大きく、2010 年の大規模な地震によってハイチの

前年度 GDP の 120％に相当する損失を被り、2012 年には熱帯暴風雨アイザック及びハリ

ケーン・サンディによる複合的な被害を受けている。2010 年の震災以降、世界各国およ

び国際機関からの支援を受けて復興に向けた活動が行われている。 

2012 年の GDP は 131.5 億ドル、GDP成長率は 1.3%、一人当たりの GDP は 1,300 ドルと

なっている。産業別内訳は第 1次産業が GDP の 24.7%、第 2次産業が 19.4%、第 3次産
業が 55.9%である（米国 The World Factbook 2012）。主要な産業は、農業、軽工業で

あり、主要農産物は、米、コーヒー、砂糖等である。 

 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

プロジェクト対象地域であるレオガン市は、2010 年の大地震により、建物の 90％以

上が倒壊するなど甚大な被害を受けた。我が国は 2010 年 5月より開始した開発計画調

査型技術協力「ハイチ復興支援緊急プロジェクト」において「レオガン市復興のための
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市街地給水事業リハビリ事業」（以下、パイロット事業）を実施し、市街地中心部にて

配水管路整備や 12箇所の共同水栓設置などを行ったが、2013 年現在のプロジェクト対

象地域内（人口 25,500 人）の給水普及率は約 2.8%にとどまっており、市民のニーズを

満たすには至ってない。かかる背景の下、ハイチ政府は我が国に対し、「ハイチ復旧支

援緊急プロジェクト」によって形成された「レオガン市復興のための給水システム復旧

整備計画」の実施について、無償資金協力を要請した。 

上記の要請に応えて JICA は、2012 年 1月に「レオガン市復興のための給水システム
復旧整備計画準備調査」のための調査団を派遣した。同調査の結果、本プロジェクトの

実施に当たっては、レオガン市街地を対象とした給水施設を建設することが適切である

と判断された。 

 

1-3 我が国の援助動向 

（１）技術協力 

ハイチの給水分野に対する我が国の技術協力の実績は下表のとおりである。 

 

表 1-3-1 我が国の技術協力の実績（給水分野） 
協力内容 実施年度 案件名/その他 概 要 

開発計画調査型
技術協力プロジ
ェクト 

2010 年度 ハイチ復興支援緊急
プロジェクト 

レオガン市における給水緊急リ
ハビリ事業の実施と地域分散型
復興計画を策定 

 

（２）無償資金協力  

本案件と同様にレオガン市街地を対象とした我が国の無償資金協力の実績は下表のと

おりである。下記案件は、紛争予防・平和構築無償資金協力のスキームで実施されてい

る。 

 

表 1-3-2 我が国の無償資金協力実績 
協力内容 実施年度 案件名 概要 

紛争予防・平和
構築無償資金協
力 

2010 年度 レオガン市復興のための市街
地道路整備計画 

本案件と同様にレオガン市街地
を対象とし、道路舗装及び側溝
の整備を実施 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

ハイチ国の給水分野における他ドナーの援助実績は下表のとおりである。 
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表 1-4-1 他ドナー国・国際機関の援助実績（給水分野） 

（単位：千 US$） 

実施年度 機関名 案件名 金額 
援助 

形態 
概 要 

2010～2015 年 米州開発銀行 6 都市給水衛生プログラ
ム 

19,000 無償 給水システム復
旧と水セクター
体制の再構築 

2010～2015 年 米州開発銀行 ポルトープランス市水
衛生プロジェクト 

15,000 無償 ポルトープラン
ス市給水事業運
営管理支援 

2010～2015 年 米州開発銀
行・スペイン
国際開発協力
機構 

ポルトープランス市水
衛生プロジェクト 

35,000 無償 ポルトープラン
ス市給水事業運
営管理支援 

2010～2012 年 スペイン国際
開発協力機
構・米州開発
銀行 

コレラ抑制のための緊
急対応 

5,000 無償 コレラ対策にか
かる支援 
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第 2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

（１）国家給水衛生局（DINEPA） 

本プロジェクトにおけるハイチ側実施機関は、ハイチの都市および村落の給水事業を

管理している国家給水衛生局（DINEPA）であり、その組織図は図 2-1-1 のとおりである。

DINEPA の総職員数は 147名（2012 年）であり、プロジェクトの実施にあたっては、技

術局の指示に沿って作業が実施される。また、地方においては各県を管理する水衛生局
（OREPA）が置かれ、その管理のもと各地方都市の給水システム及び村落給水システム

ごとに職員が配置されている。本プロジェクト対象地域であるレオガン市においても水

道事業運営を担当する給水運営技術センター（CTE）が置かれており、現在、7名の職員

で、取水及び配水ポンプの運転、消毒設備の管理、管路の補修、水道料金徴収などパイ

ロットシステムでの水道事業運営を行っている。 

 

図 2-1-1 国家給水衛生局（DINEPA）組織図 

 

2-1-2 財政・予算  

実施機関である DINEPA 全体および総局と西県 OREPA の 2011 年から 2013 年にかけての

予算は、表 2-1-1 に示すとおりである。 

DINEPA は米州開発銀行やスペイン等の支援によって財政および体制の再構築を行ってき

た。スペインは 2016 年までの援助を計画しており、こうした支援の終了後を見据えて、

今後は国庫による運営を図るため、表 2-1-1 に示すように予算の拡充を図っている。 
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表 2-1-1 DINEPA の予算 

（単位：百万グールド）      

 項 目 2011-2012 年 2012-2013 年 

DINEPA 

全体 

予算の伸び率 - 233% 

給与等 13.34 43.42 

事務所費 30.93 43.59 

消耗品費 11.05 24.81 

固定資産 4.68 28.19 

合  計 60.00 140.01 

DINEPA 

総局 

予算の伸び率 - 351% 

給与等 7.54 26.28 

事務所費 4.60 5.90 

消耗品費 2.75 11.22 

固定資産 0.50 10.59 

合  計 15.39 53.99 

西県 OREPA 

予算の伸び率 - 167% 

給与等 3.72 5.21 

事務所費 7.56 11.12 

消耗品費 2.05 4.43 

固定資産 1.50 3.95 

合  計 14.83 24.71 

注）予算執行期間は、10月から翌年 9月まで（出典：DINEPA 総務・財務局） 

 

現在のレオガン給水運営技術センター（レオガン CTE）では、職員人件費は他ドナーか
らの支援および国庫から支出し、取水用及び配水用エンジンポンプの燃料代は水道料金収

入から支出している。2013 年 8月時点では 130 戸の契約者数とのことから、水道料金

（220 グールド/戸/月）による収入は 28,600 グールド/月と見込まれている。 

 

2-1-3 技術水準 

DINEPA は、給水システムの運営維持管理については、各県の OREPA と水道事業を運営

する CTE が行うという方針を掲げている。 

本プロジェクトにおいてもレオガン CTE が水道契約者から徴収する水道料金にて施設

の維持管理を行う計画である。 

レオガン CTE は、我が国が 2011 年に「ハイチ復興支援緊急プロジェクト」にてレオ
ガン市街地内に建設した給水システム（以下、パイロットシステム）の維持管理をすで
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に行っている。そのため、配管の補修等の基本的な維持管理にかかる技術レベルは有し

ている。本プロジェクトの施設完成後には職員数を拡充し維持管理体制を強化する方針

である。 

 

2-1-4 既存施設・機材 

水供給に関しては、かつてはレオガン市南東約 7ｋｍに位置するモマンス川右岸のマ

ダムベルジュ湧水を水源とした給水システムが存在していたが、2008 年のハリケーン被

害により送水管が破損して機能しなくなった。 

2010 年 5月に開始された開発計画調査型技術協力「ハイチ国復興支援緊急プロジェク

ト」では、｢レオガン市復興のための市街地給水緊急リハビリ事業｣を実施し、配水管路
整備や 12ヶ所の学校給水栓の設置などを行っている。しかしながら、水道料金徴収に

よる事業運営収支が安定していないため給水時間が制限されており、市民のニーズを満

たすに至っていない。 

 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

（１）道路・アクセス 

ハイチの国道は、首都ポルトープランスを中心に北上する国道 1号線、西に向かう国

道 2号線、および南に向かう国道 3号線等がある。これらの道路では大型車を始め、小

型車の交通量が多い幹線道路である。 

本工事の資機材の大半は、ポルトープランスから国道 2号線を通り、レオガン市内

（約 29km）への搬入となる。この道路は、ほとんどがアスファルト舗装となっており、

比較的道路状況はよい。しかしながら、交通渋滞等により概ね 1～2時間かかる。 

 

（２）電力・通信 

ハイチの電源電圧は家庭用の場合 110V、周波数 60Hz である。レオガン地域への電力
供給は、リビエールフロワ変電所から中圧配電線を通して行われるが、１回線のみであ

り、代替電源を備えていない。震災後、レオガン市内の配電網は約 90%が倒壊で使用で

きない状況となった。現在、国際支援により復旧中とのことであるが、安定した電力供

給は行われていない。停電の発生や工事規模と工期を考えた場合、工事用電源は発電機

を利用するのが妥当である。 

ハイチでは携帯電話が普及しており、本プロジェクトの対象地域であるレオガン市街

地でも利用ができる。携帯電話回線を利用したインターネットも利用可能である。 
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2-2-2 自然条件 

（１）気象条件 

ハイチの気候は熱帯海洋性気候で、雨期と乾期があり、雨期は 4月から 10月、乾期

は 11月から 3月となっている。6月から 11月はハリケーン到来時期となっており、大

きな被害をもたらしている。一方で山岳部は北東貿易風の影響で降雨が少なく乾燥して

いる。 

ハイチの年間平均降雨量は、1,346mm、年平均気温は摂氏 26.3 度で年間を通じた気温

の変動は小さい（国際協力機構 復興支援緊急プロジェクト 2011）。 

レオガン市は河川による洪水頻発地域ではないが、雨季には短時間の激しいスコール

と、最大風速 30m/秒を超えるハリケーンによる集中豪雨が発生することがある。 

 

（２）地質条件 

レオガン周辺の山地基盤岩は、ジュラ紀後期（1億 4000 万年）に形成された堆積岩類

と火成岩類と中生代から第三紀の凝灰岩類など火山性堆積岩からなる。レオガン市域は

主に沖積平野からなり、山地の浸食を反映して川を広げて、扇状地性の堆積物で構成さ

れている。 

高架水槽の施設計画・設計に必要な地盤情報を得ることを目的に、レオガン市街地近

傍で DINEPA が施設建設の候補地とした用地にて土地所有者の同意のもとに、地盤調査

（地質調査ボーリング、標準貫入試験、室内土質試験）を実施した。これらの調査結果

は、本報告書の【資料】７．その他の資料・情報 に掲載する。 

地質調査ボーリング、室内土質試験結果をもとに、液状化簡易判定を行った。なお、

液状化判定は建築基礎構造設計指針（2001）に基づいて算出した。 

高架水槽建設の候補地点は、調査および試験の結果、想定される地震動に対する液状

化現象が懸念されるため、対策を考慮した工法を検討する。 

 

（３）水理地質条件 

 １）井戸試掘調査 

2009 年に UNICEF の支援で建設されたマプー既存井を本計画での水源の候補地点とし

た場合、その妥当性や開発可能水量を確認するための揚水試験を実施するとともに、レ

オガンおよびサブースにおいて井戸試掘調査及び揚水試験を実施した。その調査結果の

概要は【資料】７．その他の資料・情報 に示す。 

・レオガン試掘井 
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レオガン試掘井戸は、DINEPA が高架水槽候補地点として提示した用地にて実施した。

レオガン試掘井戸は深度 48m まで掘削した。井戸の自然水位は G.L.-8.2m であった。

26.8 /秒（=2,326m3/日）で 72時間の連続揚水を行ったところ、自然水位から 5.0m 下の

G.L.-13.2m で水位が安定した。この結果から導き出した透水係数は 2.64×10-4（m/s）

である。 

 

２）水質調査 

本調査では、レオガン市街地およびサブース地区にある既存井戸（21 か所）、マダ

ム・ベルジェ湧水地点、公共井戸等の既存施設でサンプルを採取し現場水質試験を行う

とともに、高架水槽、配水池予定地点における地盤調査時に採取したサンプルおよび試

掘井（レオガン、サブース）のサンプルについて日本の分析機関で水質分析を実施した。

ハイチでは WHO ガイドライン値に準拠しているため、本調査においては WHO ガイドライ

ン値を採用する。 

a) 地盤調査地点および試掘井の水質 

以下の 3地点において、地下水サンプルを採取し水質分析を行った。 

①レオガン地盤調査（ボーリング孔） 

②レオガン試掘井 

③サブース試掘井 

その分析結果は【資料】７．その他の資料・情報 に示す。両試掘井の水質は WHO ガ

イドライン値を満足すると判明した。 
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2-2-3 環境社会配慮 

本プロジェクトは、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月）に掲

げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境へ

の望ましくない影響は重大ではないと判断されるため、同ガイドラインに基づくカテゴ

リ分類を Bとしている。 

ハイチ政府の定める環境社会配慮に係る許認可手続きについて調査し、先方政府によ

る必要な手続きを支援するとともに、自然環境・社会環境への影響の予測と評価、代替

案・回避策・緩和策の検討、環境管理・モニタリング計画の提案を行った。 

 

（１） 環境社会配慮 

 １） 環境社会影響を与える事業コンポーネントの概要 

環境社会配慮調査の対象とした本プロジェクトの計画概要を表 2-2-1 に示す。また、

プロジェクトの全体計画図を第 3章の図 3-2-11 に示す。 

表 2-2-1 環境社会配慮調査を対象とした本プロジェクトの計画概要 
項目 レオガン市街地 
計画目標年 2020 年 
計画給水人口 14,420 人 

給水原単位 
住宅密度に応じて各々 
100(低) ,70（中）,50（高）リットル/人/日 

計画給水量 1,740m3/日 
水源 地下水（試掘調査済み） 
配水システム 高架水槽を用いた自然流下方式 
浄水システム 次亜塩素酸カルシウムによる消毒 

配水管網 
1 箇所の水源より高架水槽を用いて市街地全域
に流下させる方式 

配水管延長 新設管 36km、既設管 5.6km 

日本側負担 
給水管、水道メータ、サドル分水栓を各 900
個供与 

「ハ」国側負担 サドル分水栓から先の蛇口までの工事 
 

 ２） ベースとなる環境及び社会の状況 

本プロジェクトの環境および社会の状況は、表 2-2-2 に示す。 

 

表 2-2-2 本プロジェクトの対象サイトの環境及び社会の状況 
項目 内容 

汚染対策 
大気質 

レオガン市街地に工場等の発生源が少ないことから、現況の大
気質は比較的良好であると考えられる。 

水質 JICA 道路プロジェクトで排水路が整備され、以前に比べて水質
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項目 内容 
は改善している。 

廃棄物 
周辺に廃棄物の処分場はない。2011 年よりレオガン市及び周辺
市街地の廃棄物の収集、運搬、最終処分に係る廃棄物管理計画
の策定、処分場整備が進められている。 

騒音・振動 
本プロジェクトの対象サイトでは工場等の発生源が少ないこと
から、現況の騒音・振動レベルは比較的良好な状態にあると考
えられる。 

地盤沈下 
浅井戸等は多く存在するが、地下水を大量に汲み上げる工場等
はない。地下水の賦存量は多く、地盤沈下はないと考えられ
る。 

自然環境 

自然保護区 当サイトに自然保護区はない。 
生態系 生態系に影響を与える重要な生息地はない。 

気象 
ハイチの気候は熱帯海洋性気候で、気候の季節変化はあまりな
く年間を通して蒸し暑い。レオガン近傍のポルトープランスの
平均気温は 26.5°である。 

水象 

雨季は 4～5月と 8～10月の 2回で年間降水量は平均 1,300mm 前
後である。また、6～11月はハリケーンシーズンとなってお
り、洪水がしばしば発生している。 
地下水は豊富である。レオガン市街地で GL-1～2m と非常に浅
い。高架水槽計画箇所で試掘調査を実施した結果、地地下水位
は GL-7～8m 付近で確認された。 

地形・地質 

レオガン周辺は、海岸平野とモマンス川などで形成された扇状
地からなる。表層には扇状地性堆積物が堆積している。ボーリ
ングの結果、沖積層が約 13m、その下には洪積層が分布してい
る。 

社会環境 

土地利用 

2010 年の地震により、市街地の 90%近い建物が崩壊した。建物
等の復旧はあまり進んでいない。震災前の市街地は住宅、病
院、市場、公共機関等が建てられおり、その周辺はサトウキ
ビ、バナナ、マンゴー等の栽培が盛んな農業地帯となってい
た。 

水利用 
レオガン市街地の多くの人は浅井戸やハンドポンプを利用して
いる。市街地の一部ではパイロット事業の敷設した配管より給
水している。 

下水道 
市内に下水道は整備されておらず、水洗式の場合は浄化槽を併
設もしくは排水路へ排泄物を放流していると思われる。 

産業 
農業等の第一次産業中心である。レオガン郊外に製糖工場があ
る。また、震災前には大学、看護学校、その他学校等があっ
た。 

文化遺産 レオガン市周辺に文化遺産はない。 

景観 
施設計画箇所は主要幹線道路近傍であり、特質する景観はな
い。 

 

 ３） 相手国の環境社会配慮制度・組織 

調査開始当時、DINEPA には環境社会配慮を担当する部署は無かったが、第二回調査時

に DINEPA に再度問い合わせたところ、環境社会配慮を担当する部署ができたとの報告

を受けた。 

DINEPA の環境社会配慮制度では、米州開発銀行の手法を採用しており、その検討の結

果、環境への影響は小さいもの（ハイチの分類法ではカテゴリＣ）と判断されている。

調査団は JICA 環境社会配慮ガイドラインに基づいた環境チェックリスト、緩和策、モ
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ニタリング項目を DINEPA へ提出した。調査団が作成した環境社会配慮書類と DINEPA の

書類を比較した結果、カテゴリ分類は違うものの内容に差異はないと判断され、DINEPA

は、環境社会配慮に関するモニタリングの実施に合意した。 

 

 ４） 代替案（ゼロオプションを含む）の比較検討 

本プロジェクトでは施設計画を下記の４つのオプションで検討を行った。 

オプション-1A：市街地近傍に地下水を開発し高架水槽と配水池を用いて配水す

る計画 

オプション-1B：市街地近傍に地下水を開発し高架水槽を用いて配水する計画 

オプション-2：既存のマプー井戸の活用及びその周辺における新規井戸の建設を

行い、重力により配水する計画 

オプション-3：2008 年以前に使用されていたマダム・ヴェルジェ湧水を利用し、

重力により配水する計画 

検討の結果、費用面（最も安価）、用地取得面（最も少ない）、環境社会配慮面（工

事規模が最も小さく、騒音・振動が少ない）で優位となるオプション-1B 案を採用して

いる。また、仮にこのプロジェクトが実施されないオプションを選択した場合には、安

全な水が安定的に供給されないこととなるため、本プロジェクトの実施は妥当であると

考えられる。 

 

 ５） スコーピング 

本プロジェクトのスコーピング結果を表 2-2-3 に示す。スコーピング時の評価は、工

事中、供用時である。 

 

表 2-2-3 スコーピング結果 

分類 No 影響項目 
評価 

評価理由 
工事中 供用時 

汚染
対策 

1 大気汚染 B- N 

工事期間中は、建設機械を用
いるため、粉じん等が発生す
る可能性はある。しかしなが
ら、深刻な大気汚染は予想さ
れない。 

2 水質汚濁 B- N 

工事期間中（高架水槽建設
時、管路設置、弁類設置時
等）に少なからず濁水が発生
する。 

3 廃棄物 N N 
新設工事のため、深刻な廃棄
物処理は予想されていない。 
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分類 No 影響項目 
評価 

評価理由 
工事中 供用時 

4 騒音・振動 B- N 

工事中にダンプトラックやバ
ックホウ、杭打機を使用する
ため、少なからず騒音・振動
が発生するが、住宅は隣接し
ておらず影響は小さいと考え
られる。 

5 地盤沈下 N N 

地盤沈下を引き起こすような
工事は想定されない。 

供用時においても、厚い沖積
粘性土が堆積していないため
地盤沈下は生じにくいと考え
られる。 

6 悪臭 N N 悪臭の発生は予想されていな
い。 

7 底質 N N 底質へ影響を及ぼすような工
事は想定されない。 

8 保護区 N N 
プロジェクト対象地内に国立
公園や保護区等は存在してい
ない。 

自然
環境 

9 生態系 N N 

プロジェクト対象地は草地、
既存道路であり、希少な動植
物は存在しないことから、生
態系への影響は生じないと考
えられる。 

10 水象 N N 

工事中の影響は予想されな
い。供用時に地下水の揚水に
伴う地下水位の変化は若干あ
るが、本プロジェクトの水源
は１箇所であり周辺地下水に
影響するレベルではないと考
えられる。 

11 地形・地質 N N 

大規模な切土や盛土は計画さ
れていないことから、地形・
地質への影響はほとんどない
と想定される。 

12 
住民移転（土
地収用） N N 土地は購入するが、住民移転

は発生しない。 

13 生活・生計 B+ N 
地元の人々がプロジェクトに
雇用される。 

社会
環境 

14 文化遺産 N N 重要な文化遺産はない。 

15 景観 N N 
配慮すべき景観資源や眺望点
は存在しないことから、影響
は想定されない。 

16 
HIV/AIDS/コ
レラ等の感染
症 

N B+ 

供用後、近隣住民の感染疾患
のリスクは、給水システムを
整備し、良質な水質になるこ
とにより改善される 
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分類 No 影響項目 
評価 

評価理由 
工事中 供用時 

17 事故 N N 深刻な事故は想定されていな
い。 

（凡例） 

A : 深刻な影響が予想される 

B : 何らかの影響が予想される 

C : 影響の大きさは不明である 

N : 負の影響は予想されない 

+ ： 正の影響  

- ： 負の影響 

 

 ６） 環境社会配慮調査の TOR 

スコーピング結果に基づく環境社会配慮調査の TOR を表 2-2-4 に示す。 

 

表 2-2-4 環境社会配慮調査の TOR 

分類 No 環境項目 調査項目 調査手法 

汚染
対策 

1 大気質 

(1) 気象条件の確認 

(2) プロジェクト対象地域の
周辺状況の確認 

(3) 影響要因 

(1) 気象資料調査 

(2) 現地調査 

(3) 事業計画内容の確認 

2 水質 

(1) 地下水の水質 

(2) 水利用の状況 

(3) 影響要因 

(1) 既存資料調査、現地調査 

(2) 現地調査 

(3) 事業計画内容の確認 

3 廃棄物 
(1) 廃棄物の処理方法 

(2) 影響要因 

(1) 既存資料調査、現地調査 

(2) 事業計画内容の確認 

4 騒音・振動 

(1) 工事中の騒音・振動規制
基準の確認 

(2) プロジェクト対象地域の
周辺状況の確認 

(3) 影響要因 

(1) 関係機関への質問、ヒアリ
ング 

(2) 現地調査 

(3) 事業計画内容の確認 

5 地盤沈下 

(1) 地下水位および地質状況
の確認 

(2) 供用時の影響要因 

(1) 既存資料調査、現地調査 

(2) 事業計画内容の確認 

6 悪臭 (1) 影響要因 (1) 事業計画内容の確認 

7 底質 (1) 影響要因 (1) 事業計画内容の確認 

自然 8 保護区 (1) 保護区の範囲 (1) 既存資料調査、関係機関へ
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分類 No 環境項目 調査項目 調査手法 

環境 のヒアリング 

9 生態系 (1) 希少な動植物の分布状況 
(1) 既存資料調査、関係機関へ
のヒアリング、現地調査 

10 水象 
(1) 降雨等の状況 

(2) 地下水位の状況 

(1) 既存資料調査、関係機関へ
のヒアリング 

(2) 既存資料調査、現地調査 

11 地形・地質 
(1) 地形・地質の状況 

(2) 影響要因 

(1) 既往資料調査 

(2) 事業計画内容の確認 

12 
住民移転（土地
収用） 

(1) 用地取得手続きの状況 (1) 関係機関へのヒアリング 

社会
環境 

13 生活・生計 (1) 生活・生計の状況 (1) 既往資料調査、現地調査 

14 文化遺産 (1) 文化遺産の有無の確認 
(1) 関係機関へのヒアリング、
現地調査 

15 景観 
(1) 景観資源および眺望点の
有無の確認 

(1) 関係機関へのヒアリング、
現地調査 

16 
HIV/AIDS/コレ
ラ等の感染症 

(1) 感染症の確認 
(1) 既往資料調査、関係機関へ
のヒアリング 

17 事故防止策 
(1) 周辺状況の確認 

(2) 影響要因 

(1) 現地調査 

(2) 事業計画内容の確認 

 

 ７） 環境社会配慮調査結果（予測結果を含む） 

環境項目ごとの環境社会配慮調査結果（予測結果を含む）を表 2-2-5 に示す。 

 

表 2-2-5 環境社会配慮調査結果 

分類 No 環境項目 時期 調査結果 

汚染
対策 

1 大気質 
工事中 

現地調査の結果、配水管網の敷設工事箇所沿いに家屋が
点在している。12～3月の乾季には、工事に伴う粉じん
の影響が生じやすいと予測される。また、工事中の建設
機械が比較的小さく、期間も限定することから、排ガス
（NO2、SO2 など）による影響は小さいと考えられる。 

供用時 
塩素消毒設備は新設のため、施設稼働に伴う塩素による
大気汚染が生じる恐れは少ないと考えられる。 

2 水質 

工事中 
工事実施に伴う濁水の発生が懸念されるため、配慮が必
要である。 

供用時 
現地調査の結果、水源として使用する地下水の水質は、
「ハ」国の水質基準を達成している。 

3 廃棄物 

工事中 
新設工事のため、工事実施に伴う廃棄物はほとんど発生
しない。供用中の廃棄物もない。 

供用時 
本プロジェクトでは、工事中に土壌汚染を引き起こすよ
うな作業は計画されておらず、影響は生じないと考えら
れる。 
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分類 No 環境項目 時期 調査結果 

4 騒音・振動 

工事中 

本プロジェクトの高架水槽の基礎は杭である。杭基礎工
事では杭打機による騒音、振動が発生する。杭打設周辺
に近接する家屋はないこと、杭打設期間は数週間と限ら
れること、打設時しか発生しないことから、影響は限定
的である。また、配水管の敷設工事に際し、既設道路を
掘削し、埋め戻す計画である。住宅地の近傍では、バッ
クホウ、ダンプトラック等による騒音・振動が少なから
ず発生する。 

供用時 
本プロジェクトでは、騒音・振動の発生源となる発電機
等を建屋内に設置するため、影響は生じないと考えられ
る。 

5 地盤沈下 

工事中 
本プロジェクトでは、地盤沈下を起こすような工事は計
画されておらず、影響は生じないと考えられる。 

供用時 
ボーリング調査の結果、地盤沈下を起こしやすい沖積粘
性土層はほとんどなく、砂礫層が主体であるため、地下
水の揚水に伴う地盤沈下は生じないと考えられる。 

6 悪臭 
工事
中、供
用時 

悪臭を引き起こす作業は計画されておらず、影響は生じ
ないと考えられる。JICA 道路整備プロジェクトの中で
排水路が整備されたため、悪臭の発生は以前より抑えら
れている。 

7 底質 
工事
中、供
用時 

底質の悪化を引き起こす作業は計画されておらず、影響
は生じないと考えられる。JICA 道路整備プロジェクト
の中で排水路が整備されたため、底質は改善の方向に向
かっている。 

8 保護区 
工事
中、供
用時 

関係機関へのヒアリングの結果、プロジェクト対象地区
に保護区は存在しないため、影響は生じないと考えられ
る。 

自然
環境 

9 生態系 
工事
中、供
用時 

プロジェクト対象範囲は、人的改変があった範囲であ
り、生態系への影響は生じないと考えられる。 

10 水象 
工事中 

工事中に、河川水、地下水等への影響は生じないと考え
られる。 

供用時 
地下水源は１箇所であり、揚水による変化は小さいもの
と考えられる。 

11 地形・地質 
工事
中、供
用時 

本プロジェクトでは、大規模な土工作業は計画されてい
ないことから、地形・地質への影響は生じないと考えら
れる。 

12 
住民移転（土地
収用） 

工事
中、供
用時 

本プロジェクトでは、土地確保は実施するが、住民移転
は伴わない。 

社会
環境 

13 生活・生計 
工事中 工事に際して住民の雇用が期待される。 

供用時 
供用時には、安全な水が安定的に供用されることで、本
プロジェクトサイトの住民の生活は改善される。 

14 文化遺産 
工事
中、供
用時 

現地調査の結果、文化遺産はみられず、本事業による影
響は生じないと考えられる。 

15 景観 
工事
中、供
用時 

配慮すべき景観資源や眺望点は存在しないことから、本
事業による影響は生じないと考える。コンクリートの高
架水槽を築造することにより、景観資源となり得る。 

16 
HIV/AIDS/コレ
ラ等の感染症 

工事中 
震災後、コレラ等発生したことがあるため、工事中に従
事者の健康管理を十分に注意する必要がある。 
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分類 No 環境項目 時期 調査結果 

供用時 
供用後、近隣住民の感染疾患のリスクは、給水システム
を整備し、良質な水質になることにより改善される。 

17 事故 
工事中 工事中に深刻な事故は想定されない。 

供用時 給水施設の稼働に伴う事故は想定されない。 

 

 ８） 影響評価 

環境社会配慮結果を踏まえた影響評価結果を表 2-2-6 に示す。これは、スコーピング

時（工事時、供用時）の評価を基に、調査後、新たな知見が得られたかを示したもので

ある。工事中の感染症、事故に若干の影響が生じるものと判断される。また、供用時の

景観で正の影響があると判断される。 

 

表 2-2-6 影響評価結果 

分類 No 影響項目 
スコーピング時 
の評価 

調査結果に基づく 
影響評価 評価理由 

工事中 供用時 工事中 供用時 

汚染
対策 

1 大気汚染 B- N B- N 
スコーピング段階
と同様である。 

2 水質汚濁 B- N B- N スコーピング段階
と同様である。 

3 廃棄物 N N N N スコーピング段階
と同様である。 

4 騒音・振動 B- N B- N 
スコーピング段階
と同様である。 

5 地盤沈下 N N N N スコーピング段階
と同様である。 

6 悪臭 N N N N スコーピング段階
と同様である。 

7 底質 N N N N スコーピング段階
と同様である。 

8 保護区 N N N N スコーピング段階
と同様である。 

自然
環境 

9 生態系 N N N N スコーピング段階
と同様である。 

10 水象 N N N N スコーピング段階
と同様である。 

11 地形・地質 N N N N 
スコーピング段階
と同様である。 

12 
住民移転（土
地収用） N N N N スコーピング段階

と同様である。 

13 生活・生計 B+ N B+ N スコーピング段階
と同様である。 
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分類 No 影響項目 
スコーピング時 
の評価 

調査結果に基づく 
影響評価 評価理由 

工事中 供用時 工事中 供用時 

社会
環境 

14 文化遺産 N N N N 
スコーピング段階
と同様である。 

15 景観 N N N B+ 

工事中：スコーピ
ング段階と同様で
ある。 

供用時：コンクリ
ートの高架水槽を
築造することで、
景観資源となり得
る。 

16 
HIV/AIDS/コ
レラ等の感染
症 

N B+ B- B+ 

工事中：コレラ等
の発生に十分注意
する必要がある。 

供用時：スコーピ
ング段階と同様で
ある。 

17 事故 N N N N 
スコーピング段階
と同様である。 

（凡例） 

A : 深刻な影響が予想される 

B : 何らかの影響が予想される 

C : 影響の大きさは不明である 

N : 負の影響は予想されない 

+ ： 正の影響  

- ： 負の影響 

 

 ９） 緩和策および緩和策実施のための費用 

影響評価の結果、負の影響が生じると考えられる項目に対し、本プロジェクトの実施

段階において推奨される影響の緩和策を表 2-2-7 に示す。 

 

表 2-2-7 推奨される影響の緩和策 

No 影響項目 推奨される緩和策 実施機関 責任機関 費用（USD） 

工事中 

1 大気汚染 
掘削工事箇所では、散水により
粉じんの発生を防止する。 

工事請負業者 DINEPA 建設費に含む 
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2 水質汚濁 

高架水槽建設のコンクリート打
設時には、泥水が発生する。必
要に応じ敷地内に仮設沈砂池を
設ける。 

工事請負業者 DINEPA 建設費に含む 

3 騒音・振動 

杭基礎工、宅地内での施工計画
において工事時間帯を遵守す
る。また、周辺住民から苦情が
あった場合、対応策について協
議を行う。 

工事請負業者 DINEPA 建設費に含む 

4 
HIV/AIDS/
コレラ等の
感染症 

建設工事従事者はコレラ等の感
染症に十分注意するよう、健康
管理を行う。 

工事請負業者 DINEPA 建設費に含む 

 

 １０） 環境管理計画・モニタリング計画（実施体制、方法、費用など） 

工事前・工事中、供用中のモニタリング計画を、それぞれ表 2-2-8、表 2-2-9 に示す。 

 

表 2-2-8 モニタリング計画案（工事前・工事中） 
環境項目 項目 手法 地点 頻度 責任/実施機関 

（工事前） 

住民移転（土地収用） 

土地確保のための法的書類の発行、測
量による建設予定地の確認 

関係機関への
ヒアリング 

施設の敷地
内 

- DINEPA / DINEPA 

（工事中） 

大気汚染 粉じんの状況 目視による確
認、必要に応
じて地元住民
へのヒアリン
グ 

施設内およ
び住宅地内
の工事箇所 

毎月 1
回 

DINEPA/工事請負業
者 

水質汚濁 施設建設予定地に
おける濁水の監
視、管路設置にお
ける濁水の監視 

目視確認 工事箇所 毎月 1
回 

DINEPA/工事請負業
者 

騒音・振動 騒音・振動の状況 実施工程表で
確認 

住宅地の工
事箇所 

毎月 1
回 

DINEPA/工事請負業
者 

HIV/AIDS/コレラ
等の感染症 

感染症（コレラ）
の拡大 

工事関係者へ
の環境・衛生
教育、定期的
な健康管理ヒ
アリング 

－ 

毎月 1
回 

DINEPA/工事請負業
者 

事故 工事現場における
交通管理担当の配
置 

事故数の記録 
－ 

毎月 1
回 

DINEPA/工事請負業
者 

 

表 2-2-9 モニタリング計画案（供用中） 
環境項目 項目 手法 地点 基準値 責任/実施機関 
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（供用中） 

水質 濁度 水質分析
による方
法（世界
保健機
構） 

水源地の
井戸 

＜25（NTU） DINEPA /DINEPA 

pH <8 

残留塩素 0.5-2 mg/l 

硫酸塩 400 mg/l 

硝酸塩 50 mg/l 

亜硝酸塩 3mig/l 

ヒ素 0.01 mg/l 

フッ素 1.5 mg/l 

マンガン 0.4 mg/l 

鉛 0.01 mg/l 

大腸菌群 0 mg/l 

大腸菌 0 mg/l 

注）頻度は、供用開始後 1年間（年 4回）を想定している。 

 

（２） 用地取得・住民移転 

本プロジェクトは、土地取得を行い、その敷地内に高架水槽、ポンプ室、井戸仕上げ

等を建設する計画であるが、住民移転を伴わない土地取得となっている。また、配水管

敷設は、道路等の官地に埋設するため土地取得は行わない。 

 

（３） その他 

モニタリングフォーム（案）、環境チェックリストは、【資料】７．その他の資料・

情報 に示す。 
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第 3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

（１）上位目標とプロジェクト目標 

ハイチ政府は震災復興の枠組みとして「国家復興開発行動計画」を 2010 年 3 月に策

定し、59か国および国際機関から 59 億ドルの支援表明が行われた。同計画では「首都

一極集中緩和」と「被災地域の基礎的インフラの整備」を重要課題として掲げており、

保健、教育、食糧と水の確保に焦点を当てている。 

その後、ハイチ政府は「ハイチ国家開発戦略計画」を 2012 年に策定し、2033 年まで
の国家再建のための開発政策を掲げている。本案件は同計画の下、国家再建の 4本柱の

一つである「国土開発」において「給水及び衛生施設の普及・拡充プログラム」に沿っ

たものであり、地方都市での給水網の復旧と拡充に資する計画の一環として位置づけら

れている。 

本プロジェクトの対象地域であるレオガン市街地は、首都ポルトープランスの西約

29km に位置する地方都市部に該当する。本プロジェクトは、レオガン市街地において水

源、水道管網を含む水道施設の復旧整備を行うことにより、給水量と給水人口の増加を

図り、もって住民の安全な水へのアクセス改善に寄与することを目的とする。 

 

（２）プロジェクトの概要 

 １）投入  

＜日本側＞ 

【施設建設】 

a) 水源施設 

・深井戸用上部構造 1 式（取水井は準備調査にて掘削済） 

・深井戸用水中ポンプ 1 台 

  b) 消毒設備 

    ・塩素剤注入施設  1 式 

c) 給配水施設 

・高架水槽   340m3 x 1 基（高さ 20m） 

・配水管   高密度ポリエチレン管 φ63～450mm x 36km 

【資機材調達】 

・サドル分水栓  900 個 
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・給水管   φ20mm 5,400m  

   ・水道メーター  900 個 

【人材】 

・調達代理機関 

・設計監理コンサルタント 

・建設業者（現地施工業者） 

【資金】 

・紛争・予防平和構築無償資金協力 

 

＜ハイチ側＞ 

【施設建設】 

・給水施設建設用地の確保 

・給水装置の設置 

【人材】 

・実施機関要員の配置 

【ローカルコスト】 

・施設の運営維持管理に係る経費 

 

 ２）活動 

【給水施設の建設】 

・給水施設を施工する。 

【ソフトコンポーネントの実施】 

・従量制水道料金システムの導入に係る研修を行う。 

・施設運転維持管理能力の向上に係る研修を行う。 

 

 ３）成果 

・レオガン市街地において水道施設が復旧整備される。 

・住民の安全な水へのアクセスが改善される。 
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3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針  

（１）基本方針 

 本無償資金協力は、2010 年 1月にハイチで発生した震災後の復興を目的とするハイ

チ側の国家復興開発行動計画の実施に資するため、レオガン市において、給水システム

の復旧整備にかかる深井戸、高架水槽及び配水管網の建設と水道メーター等の調達及び、

これらの円滑な運営・維持管理に資する従量制水道料金システムの導入と施設運転維持

管理能力の向上にかかるソフトコンポーネントを行うために、ハイチ政府の要請と現地

調査及び協議の結果を踏まえて、以下の方針に基づき計画することとした。 

本プロジェクトでは、紛争予防・平和構築無償資金協力の導入を前提とした設計方針

とする。 

協力準備調査でレオガン市街地近傍に試掘した井戸を生産井として活用し、井戸と同

敷地内に建設する高架水槽を経て、レオガン市街地に配水するシステムとする。取水施

設、高架水槽等を建設するサイトはハイチ側が提供する用地とする。 

高架水槽の形式は、ハイチの施工業者の能力と実績を考慮して鉄筋コンクリート構造

を採用し、その設計にあたっては十分な耐震性を有する構造とした。また、地盤調査の

結果から地震時の地盤の液状化が想定されたため、杭基礎を採用し、堅固な支持地盤ま

で杭を打設することとした。一方で、送配水管路等は将来の水需要増加に伴う拡張にも

配慮した設計とした。 

配水管路を敷設する範囲は優先順位に基づき設定する。また、「ハイチ復興支援緊急

プロジェクト」のパイロット事業によって市街地中心部に建設された管網へは接続する

が、2008 年まで使用されていた既設管へは接続しない。 

事業効果を確実に発現させるため、配水管に関しては配水支管の布設まで無償資金協

力でカバーし、ハイチ側負担事項を極力少なくする。 

各戸給水栓の接続はハイチ側の負担事項とするが、事業効果を確実に実現させるため、

サドル分水栓、給水管、水道メーター等の調達を無償資金協力の対象に含めることとす

る。 

水道普及率は徐々に向上していくことから、施設工事完工後 5年程度となる 2020 年

を目標年次とし、送配水管路等は将来の水需要増加に伴う拡張にも配慮した設計とする。 

設計基準については、我が国の水道施設設計指針に準ずるほか、DINEPA 側と協議し、

ハイチで採用されている設計条件に準拠する。 
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（２）自然環境条件に対する方針 

ハイチの総面積 2.78 万 km2である。気候は熱帯海洋性気候で、雨期と乾期があり、雨

期は 4月から 10 月、乾期は 11月から 3月となっている。6月から 11月はハリケーン到

来時期となっており、大きな被害をもたらしている。一方で山岳部は北東貿易風の影響

で降雨が少なく乾燥している。 

ハイチの年間平均降雨量は、1,346mm、年平均気温は摂氏 26.3 度で年間を通じた気温

の変動は小さい（国際協力機構 復興支援緊急プロジェクト 2011）。 

レオガン市は河川による洪水頻発地域ではないが、雨季には短時間の激しいスコール

と、最大風速 30m/秒を超えるハリケーンによる集中豪雨が発生することがあるため、施

設計画・設計において影響を受けないよう配慮し、また、雨季期間中の施工において技

術面、安全面で十分に配慮する必要がある。 

高架水槽建設の候補地点での地盤調査の結果から、想定される地震動に対する液状化

現象が懸念されるため、対策を考慮した工法を検討する。 

 

（３）社会経済条件に対する方針 

施工現場における休日、祝祭日はハイチの慣行に従うこととし、生活習慣、労働習慣、

文化的伝統などには十分配慮する。 

震災復興過程にある被災地が対象地域であるため、復興需要による物価や労賃の上昇

等に対応できるよう優先順位を付した計画を立案する。 

また被災地の住民の生活状況に配慮し、なるべく多くの人々が安全な水を利用できる

よう使用水量が少ない場合には水道料金設定を低く抑える等の対策を検討する。 

 

（４）建設事情／調達事情に対する方針 

建設資材については、砕石や砂などは国内調達が可能である。管材や鉄筋等は輸入製

品となるが、恒常的に市場に出回っている製品が多い。ただし製品によっては（ダクタ

イル鋳鉄管等）輸入にかかる日数は数週間を要するため、施設建設工事で用いる工法お

よび調達にかかる方法を検討し、適切な計画を立案するものとする。 

施設建設工事にかかる住民雇用については、ハイチ側から要望が出ていないことおよ

び工事の迅速化に鑑みて、本プロジェクトでは住民雇用を工事入札の条件とはしない。 
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（５）現地業者の活用に係る方針 

本邦コンサルタントによる品質管理・工程管理のもとに現地業者を活用することを基

本とする。 

DINEPA の水道施設工事において、現地業者による施工がなされており、大容量

（800m3）の高架水槽といった大型コンクリート構造物建設の実績を有する現地業者もあ

り、能力的には現地業者にて対応が可能である。しかし、工程管理、品質管理、調達管

理、安全管理などの能力は低く、本邦コンサルタントによる工程・品質・安全管理及び

技術指導を十分に行えるように考慮するとともに、確実な施工が期待できる現地業者を

選定できるよう留意する。 

 

（６）運営・維持管理に対する対応方針 

本プロジェクト完成後の施設を運営・維持管理するのはレオガン CTE である。レオガ

ン CTE は、現在７名（実質は５名）のスタッフで、「ハイチ復興支援緊急プロジェクト」

のパイロット事業によって建設された施設の運営を行っている。本プロジェクトの完成

後は、施設能力の増加に伴い、運営・維持管理体制の強化、また料金徴収や財務管理等

の水道事業運営能力の強化が必要である。 

本プロジェクトの水道施設の供用開始直後においては、水道料金収入だけでは運営・

維持管理費を賄うことはできない。水道料金収入により安定した水道事業運営ができる

ようになるまでの期間について、事業費の補填が必要である。ハイチ側は、水道事業が

軌道に乗るまでの間、国庫からの支援を行う方針である。 

 

（７）施設・機材等のグレードの設定に係る方針 

施設は今後長期間利用されるものであるため、運転及び維持管理が容易な設計内容と

し、設備についても最新機器の利用はできるだけ控え、維持管理しやすい機材を選定す

る。 

 

（８）工法／調達方法、工期に係る方針 

現地での水道施設建設工事で普及している工法を採用する。設計基準については、我

が国の水道施設設計指針および DINEPA で採用されている設計条件に準拠する。また、

材料の規格は、欧州規格、米国等の国際基準に従う。 

高架水槽の形式は、ハイチの施工業者の能力と実績を考慮して鉄筋コンクリート構造

を採用し、その設計にあたっては十分な耐震性を有する構造とした。また、地盤調査の

結果から地震時の地盤の液状化が想定されたため、杭基礎を採用し、堅固な支持地盤ま
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で杭を打設することとした。一方で、送配水管路等は将来の水需要増加に伴う拡張にも

配慮した設計とした。 

全体の工期については、工事にかかる期間として 11 か月間、ソフトコンポーネント

は給水システム完成前から開始して計 6か月とする。よって、建設工事およびソフトコ

ンポーネントの実施に関わる全体工期は 12か月間である。 

 

3-2-2 基本計画（施設計画 ／ 機材計画） 

（１）基本計画 

 １）計画給水区域 

本プロジェクトの計画給水区域は、レオガン市街地とする。サブース地区はレオガン

市街地から離れており、レオガン市街地への給水を優先するため、本プロジェクトでの

計画給水区域に含めない。 

そして、レオガン市街地内のサイラ地区は、CARE が建設した給水システムが既に稼働

しているため本プロジェクトからは外すこととする。 

 レオガン市街地の計画給水区域を図 3-2-1 に示す。 

 

図 3-2-1 計画給水区域図 
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計画給水区域はサイラ地区を除くレオガン市街地とするが、プロジェクトの資金には

限りがある。よって全ての計画給水区域を施工できない場合がある。そのため、施工を

する上での優先順位を設定し、その優先順位に沿ってプロジェクトを実施することとす

る。優先順位の設定にあたっては、裨益効果が高い地区を優先することを基本方針とす

る。 

 

 ２）配管敷設工事にかかる給水区域の優先順位付け 

図 3-2-2 に示すように、計画給水区域は以下の 5つの Zone に区分した。 

 

図 3-2-2 計画給水区域区分図 

 

 給水区域は以下の 3種類で分類した。 

a) 市街地中心部 Zone① 

b) 新興住宅地 Zone② 

c) 市街地中心部に隣接した地区 ③、④、⑤ 

区分された Zone ごとに人口等を検討し、優先順位を決定する。 
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（２）既往調査結果の検討 

JICA が実施したハイチ国復興支援緊急プロジェクト報告書（2011）と仏 SOGREAH 社の

F/S レポート（2012）では、レオガン市街地内を複数の地区に分割し、それぞれ将来

（2020 年）の推定人口および人口密度の検討を行っている（図 3-2-3 および図 3-2-4）。 

 

 

図 3-2-3 将来（2020 年）の土地利用計画図 
（JICA(2011) :復興支援緊急プロジェクトより） 

 

 

図 3-2-4 レオガンの居住様式分類 （仏 SOGREAH 社（2012）： F/S レポートより） 
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これらの既往調査結果と本調査で区分したゾーンを照らし合わせて、前述の基本方針

と以下の選定条件のもとに優先順位を検討した。 

①人口が多いエリアを優先する。 

②パイロット事業で敷設した管に接続することを優先する。 

復興支援緊急プロジェクトで商業地区、中密集地区、SOGREAH レポートで高密度住宅

地および中密度住宅地としている Zone01 と Zone03 を優先的に施工することとする。ま

た Zone02 のシャチュレー地区は、現在は低密度住宅地区であるものの、今後の人口増

加が見込まれる新興住宅地であり、レオガン CTE から要望が挙がっていることから優先

順位を高く設定した。その次に SOGREAH レポートにて高密度住宅地および中密度住宅地

に分類されるルヨンヌ川沿いの Zone04 と、中密度住宅地に分類される Zone05 を設定し

た。 

検討の結果を、以下の表 3-2-1 優先順位検討結果表に示す。表中には各ゾーンの

2020 年の推定人口を示している。 

 

表 3-2-1 優先順位検討結果表 
給水区域 JICA 復興支援緊急プロ

ジェクト(2011) 
仏 SOGREAH 社 F/S レ
ポート（2012） 

推定人口 
（2020） 

検討結果 優先順位 

Zone 01 商業地区、中密集地区、
公共施設地区 

高密度住宅地区、中
密度住宅地区 

15,880 

市街地中心部として人
口が最も多く密集して
いる地区である。パイ
ロット事業も実施中で
あり裨益効果は高い。 

１ 

Zone 02 低密集地区 低密度住宅地区 
4,300 

新興住宅地区として建
設が進んでおり人口増
加が期待できる。 

２ 

Zone 03 中密集地区、商業地区 高密度住宅地区、中
密度住宅地区 

7,210 
人口が多く、裨益効果
が高い。 

３ 

Zone 04 低密集地区 高密度住宅地区、中
密度住宅地区 4,220 

人口数は 4番目であ
り、裨益効果はやや低
い。 

４ 

Zone 05 低密集地区、商業地区 中密度住宅地区 1,920 
人口が少なく、裨益効
果は低い。 

５ 

 
上記の表で示した順位にて、優先的に施工を実施する方針とする。 

 

 ３）計画目標年 

2010 年の震災後に、ハイチ国は国家の復興と開発のためのアクションプラン1を策定

している。このアクションプランでは 2030 年を計画目標年として設定している。さら

にこのアクションプランの給水分野においては、以下のような給水普及率を目標として

掲げている。 

メトロポリタン地域 60％ 
                             
1 Gouvernement d'Haïti(2010): Plan D'action pour le relèvement et le Développement D'Haïti 
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地方都市地域    73％ 

そして、DINEPA は長期の給水計画のために、2035 年を計画目標年としている。一方

で、日本政府は JICA による緊急開発調査をレオガンコミューンで実施した。この調査

では、2020 年を計画目標年とする震災復興計画を作成し、ハイチ国計画対外協力省へ提

出している。 

調査団は DINEPA と協議を行い、本プロジェクトはハイチ国が目指す長期的な計画の

中で、レオガン市街地を対象とする短期計画という位置づけとすることした。よって、

本プロジェクトは震災復興計画に則り 2020 年を計画目標年とする。 

 

 ４）計画給水人口 

ハイチでは 2003 年に人口センサスが発表されており、当時のレオガン市街地の人口

は 22,779 人であった。その後 IHSI は 2009 年のレオガン市街地の推定人口を発表して

いる。推定されたレオガン市街地の人口は 78,477 人であった。このハイチ統計情報研

究所（IHSI）の報告に対して、SOGREAH 社は F/S レポート2にて、2003 年から 2009 年に

かけての人口増加率が 20～23％と非常に高い、と述べている。さらに 2003 年（人口調

査の実施年）と 2010 年の衛星画像を比較し検討を行ったところ、人口密度が高くなっ

ているところもあるが住宅地域では増加の度合いが弱くなっていると分析している。こ

うした分析結果を踏まえて、SOGREAH 社は独自に人口増加率を設定している。SOGREAH
社は、2003 年の人口に対して年 5％の人口増加率を見積もり、想定される人口密度分布

と衛星写真3を比較することで 2011 年の人口予測が行われており、33,655 人と推定して

いる。この推定人口を基本として、レオガン市を複数のゾーンに分けて、それぞれ人口

密度の数値をゾーンの面積に掛けて将来の人口数値を算出している。 

本調査でも年 5％の人口増加率を利用し、震災発生年である 2010 年の推定人口

(32,052 人)と、国際移住機関（IOM）から 2012 年 2 月に発表されたレオガンコミューン

内の避難所の分布図と避難住民の数（7,010 人≒約 7,000 人）にもとづいて人口を予測

した。レオガン市街地の範囲と、避難所の分布図を重ね合わせて、レオガン市街地の外

に位置する避難所をカウントし、各避難所に居住する住民数を試算した。その結果、

5,894 人（≒6,000 人）が郊外の避難所に居住していると推定されるので、約 6,000 人

を 2010 年の推定人口 32,052 人から引いた（≒26,000 人）。 

現在、レオガン市街地では CARE が市街地西から海岸部のサイラ地区に至る、全長約

2km のパイプラインとキオスク施設を建設し、給水事業を展開している。CARE への聞き

取り調査の結果、約 4,000 人がこの給水システムを利用している。前述の計画給水区域

内人口 26,000 人から、CARE の給水システム利用者数を引いて、26,000 人 - 4,000 人＝

                             
2 SOGREAH(2012): RAPPORT DE DEFINITION POUR PROGRAMME DE TRAVAUX(Version Definitive) 
ALIMENTATION EN EAU POTABLEMNET ASSAINSISSEMENT DES VILLES DE GRESSIER, LEOGANE, PETIT 
GOAVE ET GRAND GOAVE 
3 Google Earth：画像取得日 2010年 1月 25日 
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22,000 人を 2010 年時点のレオガン市街地のプロジェクト対象の給水区域内人口数とす

る。 

 

給水区域内人口の将来予測は、SOGREAH 社が用いた人口増加率（2010～2030 年）を利

用して人口数値を算出する。震災直後（2010 年）の給水人口が 2011 年までには年率

5.0%、以降 2015 年までは 4.5%、2020 年までは 4.0%、2025 年までは 3.5%、2030 年まで

は 3.0%で増加するものと仮定する。2035 年までは 2.5%の人口増加率4を設定する。 

 

＜計画給水区域の Zone 分け＞ 

図 3-2-5 に示すように、計画給水区域は以下の 5つの Zone に区分した。 

 

図 3-2-5 プロジェクト対象地域のゾーン分け 

 
給水区域は以下の 3種類で分類した。 

  ・市街地中心部 Zone① 

  ・新興住宅地 Zone② 

  ・市街地中心部に隣接した地区 ③、④、⑤ 

 

プロジェクトのゾーンを住宅タイプごとに、その占める面積比率を算出した。 

 

                             
4 SOGREAH社が 5年ごとに人口増加率を 0.5%ずつ下げていることを参考にした。 
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図 3-2-6 住宅密度の分布 (出典 SOGREAH Rapport) 

 

その結果を以下の表に示す。 

 

表 3-2-2 2020 年のゾーン比率と人口 

 
住宅密度タイプ比率と人口（2020 年） 

高密度 中密度 低密度 合計 

Zone 1     比率 65% 35% 0% 100% 

人口 10321 5559 0 15880 

Zone 2     比率 0% 26% 74% 100% 

人口 0 1123 3177 4300 

Zone 3     比率 16% 84% 0% 100% 

人口 1165 6045 0 7210 

Zone 4     比率 52% 48% 0% 100% 

人口 2184 2036 0 4220 

Zone 5     比率 36% 41% 22% 100% 

人口 699 795 425 1920 

合計人口（人） 14368 15560 3602 33530 

 
 

表 3-2-3 2035 年のゾーン比率と人口 

 
住宅密度タイプ比率と人口（2035 年） 

高密度 中密度 低密度 合計 

Zone 1     比率 45% 50% 5% 100% 

人口 11111 12345 1235 24690 

Zone 2     比率 0% 25% 75% 100% 
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人口 0 1675 5025 6700 

Zone 3     比率 15% 80% 5% 100% 

人口 1689 9008 563 11260 

Zone 4     比率 35% 50% 15% 100% 

人口 2300 3285 986 6570 

Zone 5     比率 20% 45% 35% 100% 

人口 598 1346 1047 2990 

合計人口（人） 15697 27659 8855 52210 

 

 

表 3-2-4 プロジェクト地域内の人口（2015－2035） 
計画年次 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

計画給水区域内人口 27,560 28,660 29,810 31,000 32,240 33,530 34,700 35,910 37,170 38,470 39,820 

人口増加率(%) 4.5 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 

            

計画年次 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035  

計画給水区域内人口 41,010 42,240 43,510 44,820 46,160 47,310 48,490 49,700 50,940 52,210  

人口増加率(%) 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5  

 

表 3-2-4 に給水区域内人口の将来予測値を示す。あくまで試算であり、2035 年をプロ

ジェクトの目標年とするものではない。  

 

a) レオガン市緊急リハビリ事業パイロットエリアの給水普及率 

レオガン CTE からの聞き取りによると設置された 173 のサドル分岐栓には、給水管を

さらに分岐して、約 300戸の接続を想定しているとのことである。2012 年 5 月現在の加

入者数は約 90戸であるので、給水普及率は 30％程度5である。 

 

b) サンマルク市（SESAM 社）の水道事業での給水普及率 

サンマルク市において SESAM 社は DINEPA からの委託を受けて水道事業運営を行って
いる。我々調査団は、2012 年の 2月 16 日および 4月 2日の２回にわたってサンマルク

市の SESAMA 社を訪れ、聞き取り調査を行った。 

サンマルク市での給水区域内人口は約 101,000 人であり、各戸給水接続世帯の人口は

約 32,000 人である6。この数値を基に給水普及率を算出すると、約 31.7%となる。 

上記の a)および b)の参考データを用いて、本計画における供給開始直後の計画給水

普及率を 30％とする。そして DINEPA とコンサルタントは計画給水人口について協議を

行い、その結果、2020 年の給水普及率は 43％とすることが決定された。同様に、2035
年の給水普及率は 95％と決定された。 

                             
5 各戸給水接続希望者数は 239戸であるため最終的には 80％程度まで上昇するものと思われる。 
6 各戸給水契約 3,300戸×6.6人/戸=22,000人と料金未払いにより給水停止となっている 10,000人の合計 
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計画給水人口は、計画給水区域内人口×計画給水普及率として算出する。なお、“給

水普及率”とは、給水区域内人口のうち、各戸給水による給水人口との比を表す。 

DINEPA と調査団はプロジェクトの施設規模を決めるため、以下の表に示す計画給水人

口について合意した。 

 

表 3-2-5 計画給水人口の推計 

 

計画年次 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

計画給水区域内人口 27,560 28,660 29,810 31,000 32,240 33,530 34,700 35,910 37,170 38,470 39,820 

計画給水普及率(%) 30 33 35 38 41 43 47 50 54 57 61 

計画給水人口 8,270 9,460 10,430 11,780 13,220 14,420 16,140 17,960 19,890 21,930 24,090 

            

計画年次 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035  

計画給水区域内人口 41,010 42,240 43,510 44,820 46,160 47,310 48,490 49,700 50,940 52,210  

計画給水普及率(%) 64 68 71 75 78 82 85 89 92 95  

計画給水人口 26,250 28,510 30,890 33,390 36,000 38,560 41,220 43,980 46,860 49,600  

 

表 3-2-6 ゾーンごとの計画給水人口（2020） 

 
住宅密度タイプごとの給水人口（給水普及率 43%） 

高密度 中密度 低密度 合計(Zone) 

Zone 1 4,439 2,391 0 6,830 

Zone 2 0 483 1,367 1,850 

Zone 3 501 2599 0 3,100 

Zone 4 937 873 0 1,810 

Zone 5 302 344 184 830 

合計(タイプ) 6,179 6,691 1,551 14,420 

 

表 3-2-7 ゾーンごとの計画給水人口（2035） 

 
住宅密度タイプごとの給水人口（給水普及率 95%） 

高密度 中密度 低密度 合計(Zone) 

Zone 1 10,557 11,730 1,173 23,460 

Zone 2 0 1,593 4,778 6,370 

Zone 3 1,604 8,552 535 10,690 

Zone 4 2,184 3,120 936 6,240 

Zone 5 568 1,278 994 2,840 

合計(タイプ) 14,913 26,273 8,415 49,600 

 

本プロジェクトの目標年次 2020 年での計画給水区域内における給水普及率を 43%とす

ると、計画給水人口は 14,420 人となる。 

 

 ５）計画給水量 

a) 原単位 

生活用水の原単位として、DINEPA は次表に示す基準を提示した。 
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表 3-2-8 原単位の基準 

区分 原単位 

低密度住宅地域 あるいは 高所得層 100  /人/日 

中密度住宅地域 あるいは 中所得層 70  /人/日 

高密度住宅地域 あるいは 低所得層 50  /人/日 

 
 

b) 計画一日平均使用水量 

これらの原単位から、我々はプロジェクトと SOGREAH のゾーンの比率を比較すること

で、2020 年の給水人口（14,420 人）での一日当たりの生活用水の使用量を算出した

（図 3-2-7 を参照）。 

 

 

図 3-2-7 ゾーンの比較（プロジェクトと SOGREAH 社） 

 

調査団は、DINEPA が提示する原単位の分類に相当する住宅タイプ（低密度～高密度）
が、プロジェクトの対象地域でそれぞれどれだけの面積を占めているかを計算した。 

算出された面積比率と人口から、各ゾーンの水使用量を計算した。その結果を表 3-2-

9 に示す。 

表 3-2-9 生活用水使用量（2020 年） 

 
住宅密度タイプごとの水使用量（m3/日） 

高密度 中密度 低密度 合計(Zone) 

Zone 1 222 167 0 389 

Zone 2 0 34 137 171 
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Zone 3 25 182 0 207 

Zone 4 47 61 0 108 

Zone 5 15 24 18 58 

合計(タイプ) 309 468 155 932 

 
これらの結果に基づき、2020 年の 1日当たりの生活用水使用量は 932m3 /日と推定さ

れる。 

ただし、将来的には生活レベルの向上とともに、水需要が増加すると考えられる。そ

のため、平均的な原単位は増加するものと考えられる（表 3-2-10）。 

表 3-2-10  生活用水使用水量（2015-2035）  
計画年次 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

計画給水人口 8,270 9,460 10,430 11,780 13,220 14,420 16,140 17,960 19,890 21,930 24,090 

一人一日平均使用水量( /人/日) 64.7 64.7 64.7 64.7 64.7 64.7 65.9 65.9 65.9 65.9 65.9 

一日平均使用水量（生活用水）(m3/日) 535 612 674 762 855 932 1,064 1,184 1,311 1,445 1,588 

            

計画年次 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035  

計画給水人口 26,250 28,510 30,890 33,390 36,000 38,560 41,220 43,980 46,860 49,600  

一人一日平均使用水量( /人/日) 67.3 67.3 67.3 67.3 67.3 69.1 69.1 69.1 69.1 69.1  

一日平均使用水量（生活用水）(m3/日) 1,767 1,919 2,079 2,247 2,423 2,664 2,848 3,039 3,238 3,427  

 

＜生活用水以外の水需要＞ 

生活用水以外の 2020 年の水需要のために生活用水の 15％の水量を見込むこととした。

予想される原単位は DINEPA 提供資料に基づいている7。 

生活用水以外（Non domestique）の水需要として学校 12校、ホテル 2、工場等につい

て述べる。 

① 学校 

表 3-2-11 水栓を設置したレオガン市内の学校 
No. 学校名 住所 生徒数8 
1 École nationale de Files Rue Saint Yves 325 
2 École Nationale Mixte de Léogâne Grand Rue 438 
3&4 École Louis Borno Face Place Anacaona 800 
5 Collège Coeur de Marie Sainte Rose de Lima Montée Rue Saint Croix 645 
6 Joyeux Soleil Kindergarden Grand Rue 330 
7 Lycée Anacaona Route Nationale #2 2500 
8 Institute Sainte Marie Rue d’Enfer et Rue la Croix 150 
9 École Enfants de Myriame Rue d’Enfer 100 
10 Centre d’Etudes Montaigne Rue la Croix 263 
11 Petit Mignon Rue d’Enfer 700 
12 École Surein Eveillard Rue d’Enfer 750 

合計 7001 

上記のレオガン市内の学校の生徒数は 7,001 人である。学校の生徒一人当たりの水使

用量は、5 /人/日で計算する。 

学校で使用する水使用量は、7,001 人 x  5  / 人 /日＝ 35,005   ≒35m3/日 

                             
7
 Ville de Jacmel: Réhabilitation et extension du système d’alimentation en eau potable Avant Projet Detaille, révisé en 

avril 2010 
8 2010 年 10 月現在 
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② 工場 

レオガン市内には大規模な工場は存在しない。 

③ ホテル 

ホテルは２軒あり、それぞれ 10 室の客室を有している。 

ホテルで使用する水使用量は、20室 x  350  /室/日＝7,000  /日= 7 m3/日 

④ 病院 

7 つの病院でベッド数が 126 との報告がある9。 

     126 床 x 360  /床/日 = 45,360  /日 = 46 m3/日 

⑤ 公的機関 

公的機関である市役所の水使用量を算出した。職員数を 50名と想定した。 

50 人  x 30  /人/日 = 1,500  /日 ≒ 2 m3/日 

  

上記の各施設の水使用状況を以下に示す。 

表 3-2-12 生活用水以外の水需要 
No. 施設 水使用量（m3/日） 

1 学校 35 

2 工場 --- 

3 ホテル 7 

4 病院 46 

5 市役所 2 

Total 90 

 

現状のレオガン市での生活用水以外の水需要を試算した。その結果は表 3-2-13 のと

おり、90m3/日である。生活用水以外の 2020 年の水需要のために生活用水の 15％相当

（140m3/日）の水量を見込むこととした。 

 

計画一日平均使用水量（生活用水）は、計画給水人口に一人一日平均使用水量を乗じ

て求める。次に、その他用水（業務営業用水）については、工場等の水需要が大きい施

設はないことから、一日平均使用水量（生活用水）の 15%を見込むものとする。 

これらの使用水量を合計し、表 3-2-13 に計画一日平均使用水量を示す。 

 

表 3-2-13 計画一日平均使用水量 
計画年次 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

一日平均使用水量（生活用水）(m3/日) 535 612 674 762 855 932 1,064 1,184 1,311 1,445 1,588 

一日平均使用水量（その他用水）(m3/日) :15% 80 92 101 114 128 140 160 178 197 217 238 

一日平均使用水量 合計 (m3/日) 615 704 775 876 983 1,072 1,224 1,362 1,508 1,662 1,826 

            

                             
9 Notre Dame Haiti Program(2011), Community Planning Workshop Report 
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計画年次 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035  

一日平均使用水量（生活用水）(m3/日) 1,767 1,919 2,079 2,247 2,423 2,664 2,848 3,039 3,238 3,427  

一日平均使用水量（その他用水）(m3/日) :15% 265 288 312 337 363 400 427 456 486 514  

一日平均使用水量 合計 (m3/日) 2,032 2,207 2,391 2,584 2,786 3,064 3,275 3,495 3,724 3,941  

 

c) 計画一日平均給水量 

DINEPA の設計基準に従い、漏水率は一日平均給水量の 20％と設定し、有収水と有効

水の合計は本プロジェクトでは一日平均給水量の 80％となる。計画一日平均給水量を表

3-2-14 に示す。 

表 3-2-14  計画一日平均給水量 
計画年次 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

一日平均使用水量 合計 (m3/日) 615 704 775 876 983 1,072 1,224 1,362 1,508 1,662 1,826 

無収水量 20% 154 176 194 219 246 268 306 340 377 415 457 

計画一日平均給水量 (m3/日) 769 880 969 1,095 1,229 1,340 1,530 1,702 1,885 2,077 2,283 

            

計画年次 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035  

一日平均使用水量 合計 (m3/日) 2,032 2,207 2,391 2,584 2,786 3,064 3,275 3,495 3,724 3,941  

無収水量 20% 508 552 598 646 697 766 819 874 931 985  

計画一日平均給水量 (m3/日) 2,540 2,759 2,989 3,230 3,483 3,830 4,094 4,369 4,655 4,926  

 

d) 計画一日最大給水量 

プロジェクトの給水システムの規模を決定するための計画一日最大給水量は、一日平
均給水量に一日最大係数を乗じることで求められる。DINEPA との協議の結果、本プロジ

ェクトにおける一日最大係数は 1.3 と決定された。表 3-2-15 に計画一日最大給水量を、

そして図 3-2-8 に 2020 年の一日最大給水量の内訳を示す。図 3-2-9 では、ゾーンごと

の一日平均給水量を示す。 

表 3-2-15 計画一日最大給水量 
  計画年次 

 
2015 2020 2025 2030 2035 

A 計画給水区域内人口（人） 27,560 33,530 39,820 46,160 52,210 

B 計画給水普及率（%） 30 43 61 78 95 

C 計画給水人口（人） C = A x B 8,270 14,420 24,090 36,000 49,600 

D 1 人 1 日平均使用水量（ /人/日） 64.7 64.7 65.9 67.3 69.1 

E 一日平均使用水量（生活用水） (m3/日） E = D x C x 0.001 535 932 1,588 2,423 3,427 

F 一日平均使用水量（その他用水） 15% (m3/日） F = E x 0.15 80 140 238 363 514 

G 一日平均使用水量 合計 (m3/日） G = E + F 615 1,072 1,826 2,786 3,941 

H 漏水量 20%  (m3/日） H = I x 0.20 154 268 457 697 985 

I 計画 1 日平均給水量：水需要 (m3/日） 
I = G + H 

 (= G / 0.80) 
769 1,340 2,283 3,483 4,926 

J 
計画 1 日最大給水量 (m3/日） 

 （計画一日平均給水量 x 日ピーク係数） 
J = I x 1.3 1,000 1,742 2,968 4,528 6,404 
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図 3-2-8 2020 年の一日最大給水量の内訳 

 

図 3-2-9 ゾーンごとの一日平均給水量 

 

本プロジェクトで建設する給水施設は 2020 年を目標年とした水需要に応えるもので

ある。DINEPA が掲げる長期目標に対しては、追加の水源および給水施設が必要となる。

レオガン市街地の将来の給水人口と水需要を図 3-2-9 に示した。本プロジェクトの施設

は DINEPA が追加の給水施設を建設することで長期目標にも寄与する施設となる。 
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図 3-2-10 人口と一日最大給水量の推移（2015-2035） 

 

e) 時間最大給水量 

施設計画のうち配水管の管径を設計する基準となる時間最大給水量を算出した。時間

最大給水量は、計画一日平均給水量に対して時間係数を乗じて算出する（DIENPA 基準）。

2020 年と将来（2035 年）の一日最大給水量から時間係数10を求めると時間最大給水量は

以下のとおりとなる。 

時間最大給水量（2020 年目標） = 一日平均給水量（1,340m3/日）×2.049 

 = 2,746m3/日≒144m3/時 

時間最大給水量（2035 年推定） =一日最大給水量（4,926m3/日）×1.865 

 =9,186m3/日≒383m3/時 

 

 

６）計画取水量と取水井の能力 

本プロジェクトで計画する一日最大給水量（=1,742m3/日）は、本準備調査でレオガン

市街地近傍にて掘削した深井戸 1本から取水する。この井戸の揚水試験の結果、最適揚

水量は 1,900m3/日であり、必要な水量を確保している。 

 

                             
10
日本水道協会 水道施設設計指針(2000) 428頁 図-7.1.2(2)中の式より 
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７）給水方法 

DINEPA が取得する用地内にて高架水槽を建設し、前述の取水井から地下水を高架水槽

内へ揚水し、重力にてレオガン市街地に給水する。 

配水管は、本プロジェクトでレオガン市街地内に建設し、JICA が建設した既存の配水

管（パイロットシステム）に接続する。 

住民は、各戸給水栓によって給水を受けるものとし、配水管から各戸までの給水装置

（サドル分水栓、給水管、水道メーター、蛇口等）を設置する。配水管までを日本側が

建設し、配水管から各戸給水栓まではハイチ側の負担で設置する。 

 

８）浄水方法 

本プロジェクトの水源の水質は、水質試験の結果によると WHO の飲料水質基準を満た

しており良好である。浄水処理は塩素消毒のみとする。使用する塩素剤は、ハイチで調

達可能な次亜塩素酸ナトリウムを使用する計画である。取水井から高架水槽へ送水する
管内に塩素剤溶液を圧力注入する計画とする。 

 

９）施設配置計画 

これまでの検討を基にして、レオガン市街地に建設する施設の全体計画図を図 3-2-11

に示す。図中の点線で示した管路が既存のパイロットシステムである。本プロジェクト

ンで建設する配水管はパイロットシステムの管路に接続する計画である。 
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図 3-2-11 全体計画図 

 

（２）概略設計 

 １）設計条件 

以下に、DINEPA と合意した施設規模設定のための設計条件を示す。 

 

表 3-2-16 施設規模設定のための設計条件 
項目 仕様 備考 

1. 配水管網   
(1) 原単位（生活用水） 100  /人/日 (低密度ゾーンまたは 高所得) 

70  /人/日 (中密度ゾーンまたは 中間所得) 
50  /人/日  (高密度ゾーン または 低所得) 

 
 
DINEPA 基準  

(2) その他用水の水需要 生活用水需要の 15%に相当する容量を計算に
取り込む 

DINEPA 基準 

(3) 配水管網の材料 高密度ポリエチレン管 (HDPE) 準備調査にて合意 
(4) 有効率 80% DINEPA 基準 

(5) 配水の管路の規模決定のための
時間係数 

1.865    <1.2 ～ 2.5> DINEPA 基準 

(6) 水生産施設の規模決定のための
ピーク係数 

1.3       <1.2 ～ 1.8> DINEPA 基準 
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項目 仕様 備考 
(7) 配水管網の計算のためのソフト
ウェア 

管網マスター 日本製 

(8) 最小水圧 1.4 bar DINEPA 基準 

(9) 最大水圧 6 bar DINEPA 基準 

(10) 最大流速 1.5m/s DINEPA 基準 

(11) 最小流速  DINEPA 基準 
(0.5m/s) 

(12) 標準断面図 
(掘削のための深さおよび幅、トレ
ンチの土留めタイプ) 

 DINEPA 基準 

2. 高架水槽   

(1) 構造タイプ コンクリート構造、円筒形 準備調査にて合意 

(2) 高架水槽の容量 340m3 
  一日給水量の 3時間分 および消火栓用水
量 120m3   

準備調査にて合意 

(3) 消火栓用水量 消火栓用の容量 120m3 準備調査にて合意 

(4) 高架水槽の高さ 20m 準備調査にて合意 

(5) 基礎 杭基礎 DINEPA 基準 

(6) 揚水ポンプ 渦巻き式水中ポンプ DINEPA 基準 

(7) 塩素消毒システム 塩素消毒システムの次亜塩素酸カルシウム 
システムは、自動投薬ポンプで作動する。 

準備調査にて合意 

(8) 電力 3相 発電機 準備調査にて合意 

(9) 水質のための基準 WHO ガイドライン準拠 DINEPA 基準 

3. 材料の調達 
 

  

(1) 各戸接続の管の材料 高密度ポリエチレン管 (HDPE) DINEPA 基準 

(2) 水道メータ  DINEPA 基準 

(3) 各戸接続用の部材 
（給水管） 

HDPE 管 φ20x5400m  
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項目 仕様 備考 
(4) サドル付分水栓   DINEPA 基準 

 

 ２）施設規模 

本プロジェクトで建設する給水施設の規模は以下のとおりである。 

【取水施設】 

水中ポンプ 6 インチポンプ 揚水量 Q=25 /s 揚程:H=40-45m 1 基 

天端保護工 コンクリート造 1式 

 

【高架水槽】 

高架水槽： H=20m、V=340m3 （一日最大給水量 1742m3の 3時間分＋消火栓水量

120m3）、RC 造、杭基礎 25m x 72 本 

付帯設備： 流入管、排水管、越流管、仕切弁、電磁流量計、階段、避雷針 

 

【ポンプ室】 

建屋  ： １棟 コンクリートブロック工 

発電機 ： １基 100kVA 3 相 

塩素消毒施設 ： １基 次亜塩素酸カルシウム注入ポンプ 

 

【配水管】 

 配水管 ：φ63～450mm x 36 ㎞ 

 付帯設備 ： 仕切弁、空気弁、排水施設  

 

3-2-3 概略設計図 

本プロジェクトの概略設計図を以下に示す。 

 

3-24



 

 
 

3-25



 

 
 

3-26



 
 

 

3-27



 
 

 

3-28



 

 
 

3-29



 

 
 

3-30



 
  

3-31



3-2-4 施工計画／調達計画 

（１）施工方針／調達方針 

 １）事業実施の基本事項 

本プロジェクトは、紛争予防平和構築無償資金協力のスキームで実施される方針であ

る。紛争予防・平和構築無償資金協力は事業を調達代理方式によって実施されるもので

あり、実施機関である DINEPA が施主として交換公文（Exchange of Notes）及び贈与契

約（Grant Agreement）に基づき、日本の調達代理機関が調達代理契約を締結して実施

される。調達代理機関は施主の代理人として事業実施業者（設計・施工監理コンサルタ

ント及び施工業者）の調達を行う。なお、本プロジェクトの事業実施段階での調達代理

機関として、日本国際協力システム（JICS）を想定している。 

また、本プロジェクトでは、事業実施中に生じる課題などについて協議・調整を行う

ために協議会を設置する。協議会は実施機関である DINEPA、日本大使館代表者、JICA

ドミニカ事務所代表者、調達代理機関で構成され、円滑な事業実施にあたる。以下に図

3-2-19 プロジェクト実施体制図を示す。 

 

 
図 3-2-19 プロジェクト実施体制図 

 

（２） 施工上／調達上の留意事項 

 １）施工に対する留意事項 

本プロジェクトでは、高さ 25m に達する鉄筋コンクリート製の高架水槽を建設する。

同高架水槽は、コンクリート量が多く、鉄筋組みの作業等を高所で行うため、足場工な
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どの仮設工事を適切に行う必要がある。そしてコンクリートの温度管理に留意して、打

設時間を十分考慮した施工計画とする必要がある。それから、レオガン市街地では少量

電力が安定供給されていないため、工事期間中の電力確保に留意する。 

また、レオガン市街地での配水管敷設工事では地盤を掘削する際に、場所によっては

地下水湧出が想定される。施工に支障が出ないよう水替え用ポンプなど対策を考慮する。 

 

 ２）工期の設定に対する留意事項 

給水システムの建設工事を２つのロットに分割する。ロット１は高架水槽および付帯

施設の建設工事とし、ロット２は配水管敷設工事とする。 

ハイチでは他ドナーの工事において工期の遅れが生じている。工期設定においては現

地事情を考慮して計画を策定する。 

各工事の施工数量と、中南米での施工歩掛率を考慮した日当りの作業量を算定し、作

業日数を算出する。作業日数に対して、工事にあたる施工班数で除して、実作業日数を

算出し、作業休止係数（1.35）を掛けて本プロジェクトでの施工日数を算出した。 

各ロットとも、準備工および検査を含め、工事期間は 11 か月間を設定する。 

 

（３）施工区分／調達・据付区分 

本プロジェクトを実施するにあたって日本側とハイチ側の分担範囲は以下のとおりで

ある。 

 １）日本側の分担範囲 

①3-2-2 基本計画に示した給水施設の建設および供与機材の調達。 

②資機材の海上輸送 

③ハイチ国内の陸上輸送 

 

 ２）ハイチ側の分担範囲 

① 支払授権書の通知手数料及び支払手数料の銀行手数料の費用負担 

② 建設工事時の許認可 

③ 水道施設用地の取得および整地 

④ 水道施設用地の門、フェンス等の設置 

⑤ 資材置場用地の確保 

⑥ 関税、付加価値税を含む税金の免除 
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⑦ 水道接続促進のための住民啓発活動 

⑧ CTE 運営の支援、CTE 職員の増員、運営・維持管理費の支出 

  

（４）施工監理計画／調達監理計画 

 １）調達代理機関 

本プロジェクトは、紛争予防・平和構築無償資金協力の活用を前提として調達代理方

式で実施される方針である。 

調達代理機関は相手国政府の代理人として事業の実施を代行する実施代理機関として

位置付けられる。本プロジェクトの日本側負担分の資金は相手国政府に一括拠出され、

調達代理機関が資金管理を行うとともに、調達代理契約に従って、先方政府に代わり、

事業全体の統括、事業の管理を行う。施工は調達代理機関による一般競争入札（アンタ

イド）により選定される民間施工業者が実施し、施工監理は本邦コンサルタントが行い、

同調達代理機関が契約者となる。 

調達代理機関の現地での事業管理体制は、統括のスポット管理および常駐統括補佐の

常駐管理（全工程）を配置する計画とする。 

調達代理機関の体制は次のとおり計画する。 

調達代理機関統括（入札管理、資金管理）2号 1名 4.33MM（事務所開設、資金移

動 1.0M、入札時 2.0MM、事務所閉鎖、清算、事業報告 1.0MM、完成検査 0.33MM を含む）

及び、調達代理機関統括補佐（関係者間の連絡・調整業務、許認可申請業務、本体資金

管理業務)3 号 1 名 18.5MM（準備・撤収を含む）、国内担当者 A（入札図書作成）3

号 1 名 1.0MM、国内担当者 B（契約関連・資金管理）4 号 1 名 2.02MM を計画する。

調達代理機関の現地傭人として、事務員を 1名 18.5MM、保安要員、運転手を各 1名、

各々18.83MM、そして通訳（英－仏）を 1名 5.83MM を計画する。  

 

 ２）本邦施工監理コンサルタント（入札業務・施工監理） 

本事業の施工監理においては本邦コンサルタントを活用する。常駐技術監理者（施工

監理担当）1名を配置するとともに、施工監理者 2名（施設担当及び配管担当）を工事

工程に合わせて派遣して施工監理を行う。 

本邦コンサルタントによる施工監理体制は以下のとおり日本人技術者と現地傭人技術

者にて構成する。 

日本人技術者の要員計画は、技術監理者（入札業務担当）3号 1 名 3.50MM、技術

監理者（施工監理担当）3号 1 名 12.83MM（施工監理、完成検査含む）、施工監理

A(施設）3号 1 名 5.0MM、施工監理 B（配管）3号 1名 3.0MM、国内担当者（入札

図書作成）4号 1名 1.0MM を計画する。 
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現地傭人計画は、施工監理技術者 A（施設）1名 10.0MM、施工監理技術者 B（配管）

1名 10.0MM、通訳（英－仏）1名 5.0MM、保安要員 3名 計 22.83MM、運転手 3名 

計 27.83MM、事務員 1名 12.0MM を計画する。  

 

 ３）本邦施工監理コンサルタント（ソフトコンポーネント） 

施工監理業務を担当する本邦コンサルタントが水道事業運営及び給水施設維持管理を

専門とする邦人ソフトコンポーネント監理者を現地へ派遣し、現地傭人技術者とともに

技術指導にあたる。 

ソフトコンポーネント活動は、本プロジェクトの給水システム完成 5か月前から活動

を開始し、事業開始後 1か月まで活動を継続する（資料 5ソフトコンポーネント計画書
を参照）。 

ソフトコンポーネント実施においては本邦コンサルタントを活用する。ソフトコンポ

ーネント監理者 A（運営）4号 1 名 4.0MM、ソフトコンポーネント監理者 B（施設）4

号 1 名 2.0MM、 計 6.0MM を計画する。 

現地傭人計画は、ソフトコンポーネント技術者 A（運営）1名 6.0MM、ソフトコンポ

ーネント技術者 B（施設）1名 2.0MM、保安要員 1名 4.0MM、運転手 1名 4.0MM 計

16.0M を計画する。 

 

（５）品質管理計画 

本邦コンサルタントによる常駐技術監理者（施工監理担当）1 名を配置するとともに、

施工監理者 2名（施設担当及び配管担当）を工事工程に合わせてスポットで派遣して品

質管理を行う。原則として品質規格は国際規格を適用することを前提とする。現場工事

の品質管理の主要項目は以下の通りである。 

・コンクリート工事: 材料試験(砂･砂利･セメント)、試験配合、強度試験、スラン
プ試験 

 ・鉄筋:   引張り･曲げ強度(品質証明書確認) 

 ・配水管路:   水圧試験 

上記の他、建設の進捗に合わせて各段階で出来形を測定･確認する。 

 

（６）資機材等調達計画 

施工業者が建設用資機材調達を行う計画とする。DINEPA の水道施設工事において、現

地業者による施工がなされており、大容量（800m3）の高架水槽といった大型コンクリー

ト構造物建設の実績を有する現地業者もあり、能力的には現地業者にて対応が可能であ
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る。また、本プロジェクトで計画する高架水槽の杭基礎工事でも現地で調達する施工機

械にて施工する。 

建設資材については、砕石や砂などは国内調達が可能である。管材や鉄筋等は輸入製

品となるが、恒常的に市場に出回っている製品が多い。ただし製品によっては（大口径

HDPE 管等）輸入にかかる日数は数週間を要するため、適切な計画を立案する。 

以下に、工事用資機材の調達先を示す。 

 

表 3-2-17 建設用資材・機械調達先 
資機材名 調達先 備 考 

 現地 日本 第三国  

[資材] 

砂 ○    

砕石 ○    

ポルトランドセメント ○    

鉄筋 ○    

木材、型枠材 ○    

水中ポンプ   ○ 米国、デンマーク 

発電機 ○    

高密度ポリエチレン管   ○ 米国、フランス、イタリア 

バルブ類、メーター類   ○ 米国、フランス、イタリア 

Ｈ形鋼、その他鋼材   ○ 米国 

[建設機械] 

ブルドーザ ○    

ダンプトラック ○    

バックホウ ○    

クローラクレーン ○    

トラッククレーン ○    

コンクリートミキサ ○    

コンクリートプラント ○    

杭打機 ○    

割合（％） 78.0％ 0.0％ 22.0％  

現地調達のほとんどの材料は輸入であるが、ハイチ国内で多く流通しているものは現

地調達とした。 
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（７）初期操作指導・運用指導等計画 

本プロジェクトの工事に関連して施工業者が調達するポンプ類及び消毒設備等の機器

単体の操作方法は、竣工時に施工業者側がレオガン CTE の技術者へ指導を行うものとす

る。一方で、給水施設全体の運転・維持管理、運用に係る指導は、ソフトコンポーネン

ト活動において派遣される日本人専門家にて実施されるものとする。 

 

（８）ソフトコンポーネント計画  

本プロジェクトの実施によって発揮できる効果をより確実なものにするため、給水シ

ステム施設の運用及び維持・管理を内容とする以下のソフトコンポーネントを実施する。 

 １）背景 

本プロジェクトの実施機関である国家給水衛生局は各都市の給水運営技術センターが

それぞれの水道事業で収支を賄う独立採算制を目指している。本プロジェクトの対象地

域では、2011 年に市街地中心部にて JICA によるパイロットシステムが新設されており、
定額制水道料金システムにて運営がなされている。これを本プロジェクトでは、給水シ

ステムの建設とともに、水道メーターを供与して従量制水道料金システムに転換するこ

とが計画されている。そのため、ハイチ側の運営維持管理体制の強化を図る必要がある

ことから、ソフトコンポーネントを実施することとする。 

 

 ２）目標 

「レオガン市の住民への給水が改善される」という本プロジェクトの目標を達成する

ため、レオガン市の住民へ安全な水を供給し、水道料金による安定した水道事業体制を

構築することを目的として、本ソフトコンポーネントの目標を以下に示す。 

① 従量制水道料金システムの導入 

② 施設運転維持管理能力の向上 

 

 ３）活動 

本プロジェクトで建設される給水システムはレオガン給水運営技術センターが主体的

に運営維持管理を行う方針であることから、レオガン給水運営技術センターの職員を主

な対象者としてソフトコンポーネントを実施する。実施方法として邦人ソフトコンポー

ネント監理者を現地へ派遣し活動を行う。前述の目標を達成するため、以下の 2つの活

動項目を設定する。 

活動① 従量制水道料金システムの導入 

（事業計画立案、検針員育成、住民説明、管理システム構築等） 
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活動② 施設運転維持管理能力の向上 

  （維持管理計画立案、施設運転・維持管理技術指導等） 

 

 ４）実施工程 

 

表 3-2-18 ソフトコンポーネント実施工程表 

 

 

 ５）成果品 

 それぞれの活動による成果品を以下に示す。 

活動①（従量制水道料金システムの導入）の成果品 

a) 水道事業計画 

b) 料金徴収マニュアル 

c) 水道メーター管理マニュアル 

d) 住民説明会実施記録 

e) 請求台帳 

f) 入金台帳 

 

活動②（施設運転維持管理能力の向上）の成果品 

a) 施設維持管理計画 

b) 操業記録 

c) 管理記録 
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（９）実施工程 

紛争予防・平和構築無償としての本プロジェクトの実施工程は、以下のようになる。 

① 政府間交換公文（E/N） 

② 贈与契約（G/A） 

③ 調達代理業務契約（A/A） 

④ 施工監理コンサルタント契約 

⑤ 入札図書作成 

⑥ 入札・施工業者契約 

⑦ 給水施設建設工事 

⑧ ソフトコンポーネント 

⑨ 完成引渡し 

 

上記の工程に基づき計画した事業実施手工程表を表 3-2-19 に示す。 

 

表 3-2-19 事業実施工程表 
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3-3  相手国側分担事業の概要 

本プロジェクトを実施するにあたってのハイチ側負担事項は以下のとおりである。 

① 取水施設・高架水槽施設敷地のフェンス設置 

② 資材置き場用地の確保、建設工事時の許認可、施工までの試掘井の適切な保全 

③ 住民啓発活動を含む各戸給水接続の促進 

水道への接続料として各世帯に費用負担がかかるため、CTE は本事業について随時
集会を開くなどして住民への説明を通じて各戸給水接続を促進する。 

④ 運営組織として必要なスキルの習得（CTE） 

施設完成後、水道の管理・運営を主導する CTE の所属スタッフ（13名）は、事業

運営・施設の維持管理のための必要な知識・スキルを習得する必要がある。施設が

完成する 5か月前より、半年間 CTE のスタッフはコンサルタントの指導のもと知

識・スキルを学ぶ。 

⑤ 用地の取得 

⑥ 環境チェックリストの審査結果の確認 

⑦ CTE の運営費・維持管理費の負担 

ハイチ側は、住民が負担する水道料金によって、CTE が運営費・維持管理費を賄え

るようになるまで、必要な経費について負担する。 

 

3-4  プロジェクトの運営・維持管理計画 

（１）運営・維持管理体制 

本プロジェクトの給水システムの運営維持管理にあたっては、レオガン CTE 職員が主

体的に活動を行っていくことになる。給水システムの施設規模、給水人口が増えること
に対応するため、現状の職員数 11名から増員し、本プロジェクトの給水システムが始

動する際には、職員数 13名が必要であると想定している。想定している職員の職種と

人数は以下のとおりである。 

①所長（1名）、②総務・経理（1名）、③検針員（2名）、④ポンプオペレーター

（1名）、⑤バルブオペレーター（3名）、⑥配管工（1名）、⑦作業員：配管工補助

（1名）、⑧作業員：施設点検（3名） の 13 名である。 

 

レオガン CTE の職員を大別すると事業運営に携わる職員（前述の②、③）と施設維持

管理に携わる職員（同④～⑧）、そして全体をまとめるレオガン CTE 所長（①）となる。 
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（２）運営・維持管理の方法 

本プロジェクトでは、深井戸からの地下水を水源として、高架水槽と塩素消毒施設そ

して約 36㎞の配水管網の建設を計画している。 

深井戸は 1900m3/日の生産能力を有し、水中ポンプで地上 20m、水槽容量 340m3の高架

水槽まで揚水し、重力にて配水する。配水管は管径 63～450mm で総延長は約 36㎞とな

る。塩素消毒設備はポンプ室内に設置し、薬液は送水管路に圧力注入する。 

本プロジェクトの対象地域では、2011 年に JICA によってパイロット事業の給水シス

テムが新設されており、定額制の水道料金システムにて運営がなされている。本プロジ

ェクトでは、水道メーターを供与して従量制に転換することが計画されている。 

DINEPA は各 CTE がそれぞれの水道事業で収支を賄う独立採算制を目指している。その
ため本プロジェクトにおいても、運営維持管理体制の構築は DINEPA から強く要望され

ている。レオガン市街地の既存給水システムを運営維持管理しているレオガン CTE の抱

える運営維持管理上の課題を以下に示す。 

課題① 従量制水道料金による安定した事業運営 

課題② 施設運転維持管理能力の向上 

これらの課題を次のとおり整理する。 

 

１）従量制水道料金による安定した事業運営 

DINEPA は本プロジェクトで建設する給水システムにおいては従量制を導入する計画で

ある。プロジェクト対象地域であるレオガン市街地の既存給水システムでは、各戸給水

施設に水道メーターは導入されておらず、定額制水道料金にて運営がなされている。水

道事業の健全化のためには、従量制への移行が必要不可欠であるが、既存給水システム

で契約している住民との合意形成、既存給水システム利用者及び新規加入契約者の水道

メーター導入に伴う住民負担の理解、水道メーター管理に不可欠な検針員の育成、財
務・料金の管理システムの構築等の課題がある。これらは安定した水道事業運営を行う

上で重要な課題である。 

 

２）施設運転維持管理能力の向上 

パイロット事業での給水システムは、公共井戸を水源としてエンジンポンプで配水し

ている。給水システムの稼働時間はこれまでのところ、週 3日、一日 3時間給水の稼働
体制である。本プロジェクトでは週 7日、24 時間給水を目標としている。これまでの限

定された給水運営から恒常的な給水運営とするためには、日々および時間ごとの水使用

状況の把握を行って、状況に対応した施設の運転管理が必要となる。パイロット事業で

は、予定された給水時間に合わせてエンジンポンプを稼働・停止をして配水をしており、

水使用状況に合わせた運転はなされていない。これを水使用状況に合わせた運用を行え
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るようにする。そして、24 時間給水を実現するためには交代制による運用が必要となる

ため、担当職員の連携を含めた施設運転管理能力を向上する必要がある。また給水エリ

アが広がり、水利用者が増加することから、漏水発生時の迅速な対応は、これまでより

も一層必要となる。給水量の変動を監視し漏水発生を早期に把握するとともに、管路の

バルブ操作による応急対応と配水管の状況の把握、そして速やかに管を補修する技術の

習得を目指す。こうした給水時間の大幅な拡大に加えて給水人口の増加に対応するため、

施設の運転維持管理体制、配水管網の維持管理体制の強化は必要不可欠である。また水

道普及率向上と促進のためには各戸給水接続工事を迅速に行うことが必要である。これ
らは安定した給水を円滑に行うために必要な技術的課題である。 

 

3-5  プロジェクトの概略事業費 

本プロジェクトを実施する場合に必要な事業費総額は、6.76 億円となる。日本側およ

びハイチ側の負担経費を、下記の 3-5-1(1)及び(2)に述べる。なお、積算に適用した条

件は、下記の 3-5-1(3)に示すとおりである。本プロジェクト概略事業費は交換公文上の
供与限度額を示すものではない。 

 

3-5-1  協力対象事業の概略事業費 

（１） 日本側負担経費 

ハイチ国レオガン市復興のための給水システム復旧整備計画（上水道施設整備案件） 

概略総事業費 ６７０.２百万円 

高架水槽 1基  配水管敷設延長 約 36 ㎞ 

費 目 概略事業費（百万円） 

施設 
高架水槽 244.8 

480.6 
配水管 235.7 

調達代理機関 85.7 

設計監理（入札業務・施工監理） 84.2 

ソフトコンポーネント活動 17.9 

弁護士費 1.3 

公的検査機関費 0.5 

※四捨五入の関係で合計は一致しない 

 

（２） ハイチ国負担経費 
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　　　　　　　　　「施工・調達業者契約認証まで非公開」　　　　　　　　　　　
　　　　　　

　

　　　　　　　　　



負担事項 内 容 
金額 

（百万グールド） 

用地取得 高架水槽及び付帯施設建設用地取得費用 2.36 

用地整地 上記建設用地の整地と柵設置 0.32 

銀行手数料 概略事業費の 0.05% 0.15 

合 計 2.83 

 

（３） 積算条件 

 １）積算時点   

平成 25 年 9 月 

 

２）為替交換レート 

   1 USD =  99.35 円 

   1 HTG  =  2.271 円 

 

３）施工期間   

事業実施工程表に示したとおり。 

４）その他  

調達代理方式による紛争予防・平和構築無償資金協力を前提とする。 

 

3-5-2  運営・維持管理費 

DINEPA は、給水システムの運営維持管理については、各県の OREPA と水道事業を運営

する CTE が行うという方針を掲げている。 

本プロジェクトにおいてもレオガン CTE が水道契約者から徴収する水道料金にて施設

の維持管理を行う計画である。 

レオガン CTE は、我が国が 2011 年に「ハイチ復興支援緊急プロジェクト」にてレオ

ガン市街地内に建設した給水システム（以下、パイロットシステム）の維持管理をすで

に行っている。そのため、配管の補修等の基本的な維持管理にかかる技術レベルは有し

ている。本プロジェクトの施設完成後には職員数を拡充し維持管理体制を強化する方針

である。 
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以下の表 3-5-1 に、本プロジェクト施設の年間の維持管理費用を示す。 

 

表 3-5-1 本プロジェクト施設の維持管理費用 
 数量 内訳 概算費用 

（百万グールド/年） 

人件費 13 名（2015
年） 

所長 1名、総務 1名、検針員 2名、 

ポンプオペレーター1名、 

バルブオペレーター3名、 

配管工 1名、作業員 4名 

1.41 

燃料費 88,470L/年 100kVA 発電機 1台、24時間稼働 3.76 

薬品費 500kg/年 消毒用塩素剤 0.08 

修繕費 配管補修等 支出の 5%相当 0.28 

  年額 5.53 

 

上記の維持管理費用のための運営費は、本プロジェクトの給水システムによる水道事

業収入からまかなうことが基本方針である。各原単位から算出した施設完成年の水使用

量（195,275m3/年）と仮に設定した水道料金（40グールド/m3）と想定徴収率 65%から施

設完成年には年間 5.07 百万グールドの水道料金収入が見込まれ、水道料金収入は給水

普及率の向上に伴って増加していく。前述の財政状況のとおり、DINEPA の予算は 140 百

万グールド（2012-2013 年度）となっている。DINEPA は、CTE が水道料金収入によって

運営費を確保できない場合は国庫から補てんする方針としており、本プロジェクトにお

いては、西県 OREPA 及び DINEPA 総局の予算から支援することとなる。本プロジェクト

の施設が稼働する初年度の水道料金収入を超える維持管理費用 0.46 百万グールドは、

西県 OREPA の年間予算の約 1.9%、また同局の事務所費及び消耗品費の約 3.0%に相当す

ることから、負担可能な金額である。 
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第４章 プロジェクトの評価 

4-1  事業実施のための前提条件 

本プロジェクトの給水施設を建設するための用地のうち、取水施設と高架水槽につい

ては、DINEPA が取得を進めている用地に建設されることから、確実に手続きが完了する

ことが必要である。そして配水管については、公道の地下および、公道周辺部の歩道に
相当する公用地に敷設するため、新たな用地取得の必要はない。 

本プロジェクトの実施における環境社会配慮の面では、DINEPA の環境審査を受けてお

り、環境への影響は小さいと判断されている。なお、同審査書類では緩和策の実施が求

められている。実施責任者は OREPA となっており、DINEPA がその実施を監理することが

記されている。 

 

4-2  プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

① 給水施設の建設用地取得に係る手続き。 

② 日本側が建設する配水管より先の民地側の接続工事。 

③ 普及率向上を図る各戸給水接続への啓発活動。 

④ 本プロジェクト実施に係るレオガン CTE の運営維持管理費用。 

⑤ 従量制水道料金制度導入と 24 時間給水に対応した運営・維持管理体制の構築。 

 

4-3  外部条件 

本プロジェクトの効果が発現・持続するための外部条件を整理し、以下に記述する。 

① プロジェクトサイトの治安状況が本プロジェクトの実施に影響しない。 

② プロジェクトサイトの住民が本プロジェクトの実施に反対しない。 

③ 本プロジェクトのソフトコンポーネント活動で研修を受けたレオガン CTE 職員

が継続して水道事業運営に従事する。 

④ レオガン CTE の水道事業運営方針に大幅な変更がない。 

 

4-4  プロジェクトの評価 

4-4-1  妥当性 

本プロジェクトは以下の点から、我が国の無償資金協力として実施することが妥当で

あると判断される。 
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プロジェクトの裨益対象は、2010 年の震災被害を被ったレオガン市街地の住民である。

レオガン市街地では 2010 年 5 月に開始した開発計画調査型技術協力「ハイチ復興支援

緊急プロジェクト」で「レオガン市復興のための市街地給水緊急リハビリ事業」を実施

し、配水管路整備や 12箇所の学校への共同水栓設置等を行ったが、住民のニーズを満

たすには至ってない。同緊急リハビリ事業を受け、本プロジェクトの実施により、

14,420 人（計画目標 2020 年）の住民が安定かつ安全な水へアクセスすることが可能と

なる。 

我が国はレオガン市街地において震災前から国立結核療養所への支援を行っていたが、

震災後も被害が大きかったレオガン市街地で国際緊急援助隊医療チーム等が活動し、上

記のハイチ政府の方針も踏まえて、レオガンコミューンの拠点となる同地域に対し集中

的な協力を行っている。 

震災後の 2010 年 10 月には水因性疾患であるコレラの流行が始まり、保健省の発表に

よると、2011 年 6月までに全土で 5,000 人以上の死者が発生している。住民に安全な飲

料水を供給することは住民の衛生の改善に不可欠であり、BHN に応える上で大いに意義

がある。 

2010 年の震災後にハイチ国が策定した国家復興開発行動計画（2010）では、被災地域

の基礎的インフラの整備を重要課題として掲げており、2030 年の水道普及率の目標を首

都圏では 60％、地方都市部では 73％と定めている。本プロジェクトがレオガン市街地

で実施されることにより、地方都市部での水道普及率向上に貢献することができる。 

ハイチ国に対する我が国の援助方針である「大震災からの復興と基礎社会サービスの

確立」及び、重点分野「保健・衛生環境の改善」、開発課題「基礎社会サービスへのア

クセス向上」に該当し、我が国の援助方針に合致している。 

 

4-4-2  有効性 

（１）定量的効果 

本プロジェクトでは、340m3の高架水槽の建設と延長 36㎞の配水管を含む給水施設を

建設する。これらの給水施設を活用することによって、下表のような定量的な効果が期

待される。 

表 4-4-1 定量的な効果指標 
指標名 基準値（2013 年） 目標値 

（2020 年【事業完成５年後】） 

給水人口 715 14,420 

給水率（％） 2.8 43 

給水量（m3/日） 86 1,742 

※「レオガン市復興のための市街地給水緊急リハビリ事業」により 2013 年 8月までに水道に接続して

いる人口。 
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（２）定性的効果  

本プロジェクトの実施により、安全な水が安定して供給されること、各戸給水が普及
することにより、以下の定性的効果が期待される。 

① 安全で安定的な水の供給により、住民の衛生状況が改善される。 

② 女性及び子どもに負担となっている水運搬労働が軽減される。 

 

以上の内容により、本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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１．調査団員・氏名 
 
（１）第一次現地調査（第１期） 
 

表-1 調査団員名簿（第一次現地調査：第１期） 

No. 氏名 担当 所属 

1 松本 重行 総括 JICA地球環境部 防災第二課 課長 

2 大村 良樹 上水道計画 JICA国際協力専門員 

3 緑川 肇 調達代理／調達事情 
財団法人 日本国際協力システム 
業務第一部 施設第三課 

4 清水 幸子 無償資金協力制度 JICA債権管理部 債権管理第三課 

5 本田 隆史 計画管理／ドナー協調 JICA地球環境部 防災第二課 

6 鈴村 忠男 業務主任/ 給水計画 中央開発株式会社 

7 西川 隆夫 
地下水開発計画/土質/
測量 

中央開発株式会社 

8 山内 豊 
施工計画/積算 
/入札図書作成参考資料
作成 

中央開発株式会社 

9 小澤 輝紀 運営・維持管理計画 中央開発株式会社（補強） 

10 
ﾚｵﾈｰﾙ ﾒﾝﾃﾞｨｴﾀ ﾃﾞ
ｰﾋﾞｯﾄﾞ 

環境社会配慮 
中央開発株式会社（補強） 
 

11 向中野 勇一 
業務調整/自然条件調査
補助 

中央開発株式会社 
 

12 松原 雅男  通訳(仏語） 株式会社ティックス 

 
 
 
（２）第一次現地調査（第２期） 
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表-2 調査団員名簿（第一次現地調査：第２期） 

No. 氏名 担当 所属 

1 関田 宏一 
副業務主任/施設計画・
設計/自然条件調査 

中央開発株式会社 

2 厚地 学 施設設計補助 
中央開発株式会社（補強） 
 

3 小澤 輝紀 運営・維持管理計画 中央開発株式会社（補強） 

4 向中野 勇一 
業務調整/自然条件調査
補助 

中央開発株式会社 
 

5 松原 雅男  通訳(仏語） 株式会社ティックス 

 
 
（３）第二次現地調査（その１） 
 

表-3 調査団員名簿（第二次現地調査：その１） 

No. 氏名 担当 所属 

1 関田 宏一 
業務主任/給水計画/施
設計画・設計/自然条件
調査 

中央開発株式会社 

2 山内 豊 
施工計画/積算 
/入札図書作成参考資料
作成 

中央開発株式会社 

3 松原 雅男  通訳(仏語） 株式会社ティックス 
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（４）第二次現地調査（その２）概略設計概要書説明 
 

表-4 調査団員名簿（第二次現地調査：その２） 

No. 氏名 担当 所属 

1 江尻 幸彦 総括 JICA地球環境部 専任参事 

2 熊谷 雄一 協力企画 JICA地球環境部 水資源第二課 

3 関田 宏一 
業務主任/給水計画/施
設計画・設計/自然条件
調査 

中央開発株式会社 

4 山内 豊 
施工計画/積算 
/入札図書作成参考資料
作成 

中央開発株式会社 

5 松原 雅男  通訳(仏語） 株式会社ティックス 

 
 
（５）第三次現地調査 

 
表-5 調査団員名簿（第三次現地調査） 

No. 氏名 担当 所属 

1 関田 宏一 
業務主任/給水計画/施
設計画・設計/自然条件
調査 

中央開発株式会社 

2 山内 豊 
施工計画/積算 
/入札図書作成参考資料
作成 

中央開発株式会社 

3 中平 信也  通訳(仏語） 株式会社ティックス 
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2. 調査行程 

現地調査： 2012 年 1月 15 日～2014 年 2 月 28 日（196 日） 

No. 月日 （曜日） 行程 内容 

1 2012/1/15 （日） 成田→ダラス(AA176)→マイアミ
(AA1148)→サントドミンゴ
(AA1901) 

松本課長、大村専門員、清水氏、
本田氏、緑川氏 

羽田→サンフランシスコ
（JL002）→マイアミ（JL7546）
→サントドミンゴ(AA1901) 鈴村 

 

2 1/16 （月） サントドミンゴ→ポルトープラン
ス（Tortug Air 1612） 

松本課長、大村専門員、清水氏、
本田氏、緑川氏、鈴村 

JICA ドミニカ事務所打合せ 

JICA FO 打合せ 

羽田→サンフランシスコ(JL002)
→マイアミ(JL7546)→ポルトープ
ランス（AA377） 

西川、山内、小澤、松原 

JICA FO 打合せ 

3 1/17 （火） 

 
日本大使館表敬、計画対外協力省
表敬、DINEPA との協議、及び
UNICEF からのヒアリング 

マイアミ→ポルトープランス
(AA575) レオネール 

 

4 1/18 （水） 
（車移動：PaP ←→Leogane） 

レオガン CTE 事務所打合せ及びレ
オガン市現地踏査 

5 1/19 （木） 
 

DINEPA との協議、公共事業運輸通
信省表敬、UNICEF、AECID からの
ヒアリング 

6 1/20 （金） 
 

DINEPA との協議、、日赤、NGO
（CARE、GRET）からのヒアリング 

7 1/21 （土）  資料整理、ミニッツ作成 

8 1/22 （日）  資料整理、ミニッツ作成 

9 1/23 （月） 
 

DINEPA とのミニッツ協議、IDB か
らのヒアリング 

10 1/24 （火） 
 

DINEPA とのミニッツ協議、ミニッ
ツ署名、JICA FO 報告 

11 1/25 （水） ポルトープランス→サントドミン
ゴ（Tortug Air 1161）→マイア
ミ（AA778） 

松本課長、大村専門員、清水氏、
本田氏、緑川氏 

JICA ドミニカ事務所報告 

12 1/26 （木） 
（車移動：PaP ←→Leogane） 

レオガン現地調査、レオガン CTE
事務所打合せ 

13 1/27 （金） （車移動：PaP ←→Leogane） レオガン現地調査 

14 1/28 （土） （車移動：PaP ←→Leogane） レオガン現地調査 
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No. 月日 （曜日） 行程 内容 

15 1/29 （日）  資料整理 

16-22 1/30-2/5  

 

DINEPA との協議、地質調査施工監
理、現地再委託業者選定（測量、
井戸試掘）、高架タンク概略設計
と工事費調査、建設価格調査 

23 2/6 （月） ポルトープランス→マイアミ
（AA1908） レオネール 

 

24-30 2/7-2/13 （火） 
 

DINEPA との協議、地質調査施工監
理 

31 2/14 （火） マイアミ→ポルトープランス
（AA377） レオネール 

 

32-49 2/15-3/3  
 

DINEPA との協議、測量監理、環境
影響調査、工事費調査、建設価格
調査、現地調査結果概要作成 

ポルトープランス→サントドミン
ゴ（Tortug Air 1161）→マイア
ミ（AA778） 鈴村 

 

50 3/4 （月） マイアミ→サンフランシスコ
（JL7547）→羽田（JL001、3/5
着）鈴村 

 

ポルトープランス→マイアミ
（AA1262） 

西川、山内、小澤、松原 

 

51 

(52) 

3/5 

（3/6） 

（火） 
マイアミ→サンフランシスコ
（JL7547）→羽田（JL001、3/6
着）：西川、山内、小澤、松原 

 

ポルトープランス→マイアミ
（AA1908） レオネール 

 

53 3/24 （土） 羽田→サンフランシスコ(JL002)
→マイアミ(JL7546)→ポルトープ
ランス（AA377） 向中野 

 

54-59 3/25-3/30   井戸試掘調査施工監理 

60 3/31 （土） 成田→ニューヨーク（JL006）→
ポルトープランス（AA837、4/1
着） 松原 

 

61 

（62） 

4/1 

（4/2） 

 

（日） 
成田→ニューヨーク（JL006）→
サントドミンゴ（AA1749、4/2
着） 関田 

JICA ドミニカ事務所打合せ 

63 4/3 （火） サントドミンゴ→ポルトープラン
ス（Tortug Air 1612）同上団員 

 

64-74 4/4-4/14  

 

DINEPA との協議、用地範囲の確
定、給水計画の検討、施設計画の
検討、パイロットプロジェクト状
況確認、他ドナーの活動情報入手 

75 4/15 （日） 羽田→サンフランシスコ(JL002)
→マイアミ(JL7546)→ポルトープ
ランス（AA377） 小澤 

 

76-91 4/16-5/1   DINEPA との協議、用地範囲の確
定、給水計画の検討、施設計画の
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No. 月日 （曜日） 行程 内容 

検討、パイロットプロジェクト状
況確認、運営維持管理の検討、他
ドナーの活動情報入手 

92 

 

5/2 （金） ポルトープランス→マイアミ
（AA804）→サンフランシスコ
（JL7547）→羽田（JL001、5/4
着） 向中野 

 

93-107 5/4-5/17  
 

DINEPA、OREPA、CTE打合せ、現地
調査結果概要（その２）作成 

108 5/18 （金） ポルトープランス→サントドミン
ゴ（Tortug Air 1161） 関田 

JICA ドミニカ事務所打合せ 

ポルトープランス→マイアミ
（AA804）→サンフランシスコ
（JL7547）→羽田（JL001、5/19
着） 小澤 

 

ポルトープランス→ニューヨーク
（AA896）→成田（JL005、5/19
着） 松原 

 

109 

(110, 
111) 

5/19 （土） サントドミンゴ→ニューヨーク
（AA1752）→成田（JL005、5/21
着） 関田 

 

112 

(113) 

2013/5/20 （月） 成田→ニューヨーク（DL172）→
ポルトープランス（DL699、5/21
着） 関田、松原 

 

114-120 5/22-5/28  
 

DINEPA との協議、OREPA-西県との
協議、JICA FO 打合せ 

121 5/29 （水） 成田→ニューヨーク（DL172）→
ポルトープランス（DL699、5/30
着） 山内 

 

122-156 5/30-7/3  
 

DINEPA との協議、OREPA-西県との
協議、JICA FO 打合せ、見積情報
収集 

157 

（158,1
59） 

7/4  ポルトープランス→ニューヨーク
（DL692）→成田（DL173、7/6
着） 関田、山内、松原 

 

160 8/26  羽田→ロサンゼルス（DL636）→
マイアミ（DL1168）→ポルトープ
ランス（AF3989） 江尻参事、熊
谷氏、関田、松原 

 

161-166 8/27-9/1  
 

JICA FO 打合せ、DINEPA との協
議、ミニッツ作成、レオガン現地
調査 

167 9/2 （月）  DINEPA とのミニッツ協議 

羽田→シアトル（DL580）→ニュ
ーヨーク（DL1542）→ポルトープ
ランス（DL699） 山内 

 

168 9/3 （火） 
 

DINEPA とのミニッツ協議、ミニッ
ツ署名、JICA FO 報告 

169 9/4 （水） ポルトープランス→ニューヨーク
（DL692）→成田（DL173、9/6
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No. 月日 （曜日） 行程 内容 

着） 江尻参事、熊谷氏 

170-182 9/5-9/17  
 

DINEPA 技術局との設計条件協議、
技術的議事録作成と署名、現地見
積および情報収集、JICA FO 報告 

183 

（184,1
85） 

9/18 （水） ポルトープランス→ニューヨーク
（DL692）→成田（DL173、9/20
着）関田、山内、松原 

 

186 

（187） 

2014/1/18 （土） 成田→ニューヨーク（DL172）→
ポルトープランス（DL455、1/19
着）関田、山内、中平 

 

188-192 1/20-1/24  

 

DINEPA への説明（入札図書参考資
料（案）の説明、調達代理方式の
説明、ソフトコンポーネント計画
の説明）、JICA FO 打合せ・報告 

193 

 

1/25 （土） ポルトープランス→ニューヨーク
（DL692）→成田（DL473、1/27
着）山内、中平 

 

194 

（195,1
96） 

1/26 （日） ポルトープランス→ニューヨーク
（DL692）→成田（DL473、1/28
着） 関田  
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３．関係者（面会者）リスト 
 

表-1 関係者（面会者）リスト 
組織 名前 役職 

計画対外協力省 
Ministère de la Planification 
et de la Coopération Externe 
(MPCE) 

Mr. Claude  
GRAND PIERRE 

官房長 
Directeur de Cabinet du Ministre 

Mr. Gerber SMITH 
対外協力局長 
Directeur DCE 

Mr. Robes PIERRE 
チーフエンジニア 
Chef Ingénieur 

国家給水衛生局 
La Direction Nationale de 
l’Eau Potable de 
l’Assainissement (DINEPA) 
 

Mr. Gérald 
JEAN-BAPTISTE 

総局長 
Directeur Général ※第一次現地調査時 

Mr. Lionel Joseph 
DUVALSAINT 

総局長 
Directeur Général ※第二次現地調査時 

Ms. Ruth ANGERVILLE 
地方事業局長 
Directrice des Opérations Régionales 

Mr. Emmanus DORVAL 
技術局長 
Directeur Technique 

Mr. Raphael HOSTY 
西部地方支局（OREPA West）局長 
Directeur OREPA/OUEST 

Mr. Sergio 
MAZZUCCHELLI 

総局長アドバイザー 
Conseiller de la Direction Générale 

Mr. Yves FONROSE 
総務財務局長 
Directeur de Administrative Finance 

Ms. Vitard JEROME 
地方事業局長アシスタント 
Assistant DOR 

Mr.Papa Cheikh Diop 
技術管理専門家 
Expert Gestion Technique 

Mr. Gosta Muscadin 
プロジェクトエンジニア 
Ingénieur de Projet 

Mr.Necker CADET 
維持管理担当エンジニア 
Responsable Technique 
d'Exploitation,OREPA West 

Mr.Lesly DUMONT 書類調達関係 

Mr.Paul Christan 
NAMPHY 

地方事業支援調整役 

Mr. Alix.AURELIEN 
調達部 部長 
Directeur, Département Passation de 
Marchés 

Mr.Alioune NDOYE 
調達部門 技術アシスタント 
Assistant Technique,Dèpartment 
Passation de Marchés 

公共事業運輸通信省 
Ministère des Travaux 
Publics, Transports et 
Communications (MTPTC) 

Mr. Evelt EVEILLARD 
次官 
Directeur Général 

Mr.Charles Hygin 
RAYMOND 

技術評価局 次長 
Assistant Directeur, Bureau 
Technique d'Evaluation de Bâtiments

A-8



組織 名前 役職 

Mr.Léopold LAMOUR 
公共事業局 課長 
Chef du service de Génie Urbain 

環境省 
Ministère de 
L’Environnement 

Ms.Nicole Yolette 
ALTIDOR 

持続可能な開発促進局 局長 
Directrice Dpreedd  

Mr.Piere Andri YODESN 水資源局長 

DINEPAレオガン事務所 
Centre Technique 
d’Exploitation (CTE) 
Léogâne 

Mr. Ronald ANGERVIL 
レオガン事務所長 
Resp. CTE Léogâne 

レオガン市役所 
Mairie 

Mr. Santos ALEXIS 
市長 
Maire 

Mr. Wilson ST-JISTE 
助役 
Maire-Adjoint 

 
（２）関係者リスト 
その他協議を行った主要な機関、NGO等を表-2に示す。 
 

表-2 関係者リスト 
組織 名前 役職 

UNICEF 

Mr. Mark Henderson WASH Chief 

Mr. Geoges Tabbal Urban WASH Specialist 

Mr. Julio Roquelo WASH IT Specialist 

スペイン国際協力庁 
AECID 

Ms. Carmen Rodriquez Representative 

CARE (NGO) Mr. Jorge Bica Acting WASH Coordinator 

GRET (NGO) Ms. Caroline Benard Assistante Technique project Réseau 

CARE(NGO) Mr.Jorge Bica Acting Wash Coordinator 

米州開発銀行 
IDB 

Ms. Sarah Romain Coordinator of Operation 

Mr. Therry Delannay Water and Sanitation Specialist 

International Federation of 
Red Cross and Red Crescent 
Societies 

Ms.Camelia 
MARINESCU WatSan Leogane Project Manager 

JEN（NGO） 岸和田ひとみ Program Officer 

在ハイチ日本国大使館 
南 健太郎 大使 ※第一次現地調査時 

倉冨 健治 大使 ※第二次現地調査時 
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組織 名前 役職 

田村 勝義 大使 ※第三次現地調査時 

井上 理恵 三等書記官 

JICAドミニカ共和国事務所 

小澤 正司 所長 ※第一次現地調査時 

小田 亜紀子 所長 ※第二次現地調査時 

山口 直孝 次長 

JICA ハイチ フィールドオ
フィス 

増本 浩光 企画調査員 

ハイチ国計画対外協力省/JICA 高橋 祐司 復興・開発計画実施支援専門家専門家 
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4. 討議議事録（M/D）

2012年1月　協議議事録（仏文）
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ハイチ共和国 

レオガン市復興のための給水システム復旧整備計画準備調査 

に係る協議議事録 

 

 

 

ハイチ共和国（以下「ハイチ国」）政府の要請に基づき、日本国政府は、レオガン市復興のための

給水システム復旧整備計画（以下「プロジェクト」）に関する協力準備調査を実施することを決定し、

その調査を独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」）に委託した。 

JICAは、地球環境部防災第二課長 松本重行を団長とする協力準備調査団（以下「調査団」）をハ

イチ国に派遣した。調査団は、2012年1月16日から5月中旬まで同国に滞在する予定である。 

調査団は、ハイチ国政府関係者と協議を行なうとともに、要請されている対象地域の現地踏査を行

った。 

協議及び現地踏査の結果、両者は付属書に記載されている主要事項を確認した。本調査団は調査を

継続し、協力準備調査報告書を取りまとめる予定である。 
 

ポルトープランス、2012年1月24日 
 
 
 
 

 
 
 
                  
松本 重行 
総括 
協力準備調査団 
独立行政法人国際協力機構 
日本 

 
 
                  
Gerald Jean-Baptiste 
Director General 
国家給水衛生局 
ハイチ共和国 

 

2012年 2月 21日団内打合せ用 
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2012年1月　協議議事録（和文）



付属書 

 

1. プロジェクトの目的 

本プロジェクトは、レオガン市及び郊外地区において水源、水道管網を含む水道施設の復旧整備を

行うことを目的とする。 
 

2．プロジェクトのスキーム 

両者は、本プロジェクトが日本の紛争予防・平和構築無償資金協力によって実施される予定である

ことを確認した。 
 

3. プロジェクト対象地域 

本プロジェクトの対象地域は、西県 レオガン郡 レオガン市及び郊外地区である。プロジェクト

対象地域の位置図は、Annex-1 のとおりである。 
 

4. 責任および実施機関 

責任機関、実施機関は国家給水衛生局（DINEPA）である。DINEPA の組織図は、Annex-2 のとおりで

ある。 
 
5. ハイチ国政府からの要請内容 

両者の協議の結果、Annex-3に示す項目がハイチ国政府により要請された。 
  

6. 日本の無償資金協力制度 

6-1 ハイチ国政府は、調査団から説明を受け、Annex-4、5、6 に記載されている、日本の紛争予防・

平和構築無償資金協力の制度について理解した。 

6-2 ハイチ国政府は、プロジェクトの速やかな実施のために、日本の無償資金協力の実施条件として、

Annex-7 に記載された必要な措置を取る。 
 
7. プロジェクト実施体制 

7-1 両者は Annex-8 に示されたプロジェクトの実施体制を確認した。 

7-2 プロジェクトを円滑かつ適切に実施するため、両者は Annex-9 に示された機能と暫定的な構成メ

ンバーによる協議会を設置することを確認した。 
 
8. 調査予定 

8-1 調査団のコンサルタント団員は、引き続き 2012 年 5月中旬まで調査を行う。 

8-2 JICA は準備調査報告書案を仏文で作成し、その内容をハイチ国側に説明するための概要説明調

査団を、2012 年 7 月下旬頃に派遣する。 

8-3  準備調査報告書案の内容が、ハイチ国側に原則的に受け入れられた場合、JICA は入札図書作成

参考資料を作成する。また、準備調査報告書を作成し、これを 2013 年 1 月頃ハイチ国側に送付
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する。 
 

9. その他の事項 

9-1 DINEPA は調査団に対して、グレシエ市、レオガン市、プティ・ゴアーブ市、グラン・ゴアーブ

市の給水と衛生に関する調査を、SOGREAH 社に委託して実施中であることを説明し、この調査を

活用することでプロジェクトの実現を早めることを要望した。双方は、協力準備調査を効率的に

実施するため、この調査の成果を活用することに合意した。調査団は、プロジェクトの実現を早

めることができるかどうかは、日本政府の判断によることを説明した。 

 

9-2  調査団は DINEPA に対して、プロジェクトには水道管網の整備だけでなく、水源や配水池も含め

る方針であることを説明した。また、次の 3 つの選択肢を比較し、全体施設計画の検討を行う方

針を説明した。 

    オプション１： レオガン市において地下水を開発し、高架水槽を用いて配水する全体施設

計画。 

    オプション２： 既存のラポルテ井戸の活用及びその周辺における新規井戸の建設を行い、

重力により配水する全体施設計画。 

    オプション３： 2008 年以前に使用されていたマダム・ヴェルジェ湧水を利用し、重力によ

り配水する全体施設計画。 

 

  DINEPA はこの方針を了承した。また、オプション３については以下の課題があることを指摘した。 

課題１： モマンス川を横断する送水管は、河岸浸食や洪水の影響を受ける可能性があるこ

と。 

課題２： 高低差などの水理的検討が必要であること。 

課題３： 水源から市街地までの管の延長が長くなるため、事業費が高くなること。 

課題４： 水源から市街地までの管の延長が長くなるため、不測の問題が生じるリスクがあ

ること。 

 

調査団は、SOGREAH 社に委託して実施されている調査で提案されているオプション１に比べて、

オプション２及び３には以下のような利点もあることを指摘した。 

利点１： 既存の配水池の土地を活用して施設を整備することができ、新たな土地の購入が

必要ない可能性があること。 

利点２： 重力配水が可能であり、維持管理費が安価で済む可能性があること。 

利点３： 軟弱な地盤においては施工が難しく建設費が高くなる高架水槽を建設しなくて済

む可能性があること。 

 

全体施設計画は、①上述のような課題や利点、②試掘、土質調査、揚水試験等の結果、③施設建
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設用地確保の可能性などを総合的に検討した上で決定する。 

 

9-3 DINEPA は調査団に対して、SOGREAH 社に委託して実施している調査の後に、補足的な調査として

試掘、土質調査、測量を行う必要があることを説明し、これらの補足調査を JICA の協力準備調

査に含めることを要望した。調査団は、協力準備調査の調査項目に、試掘、土質調査、測量が含

まれていることを説明した。両者は、詳細な仕様については、技術的な側面から協議を行うこと

で合意した。 

 

9-4 DINEPA は調査団に対して、プロジェクトのコンポーネントに技術支援を含めることを要望した。

調査団は、技術支援の必要性は認識しており、「ソフトコンポーネント」と呼ばれる能力強化の

ための技術支援を含める方針であることを説明した。 

 

9-5  DINEPA は調査団に対して、プロジェクトの実施に関する両国政府間の合意（E/N 締結）がなされ

た後に締結される調達代理機関との契約（Agent Agreement）は、DINEPA が契約当事者となるこ

とを説明した。 

 

9-6 調査団は DINEPA に対して、プロジェクトの施設建設に必要な用地の確保は、ハイチ側が行う必

要があることを説明した。また、調査団は DINEPA に対して、必要な用地の確保（私有地の場合

は購入、公有地の場合は使用許可）に関する地権者との合意を、2012 年 8 月までに書面で得るこ

とを依頼した。DINEPA はこれらの点について了承した。 

 

9-7 調査団は DINEPA に対して、プロジェクトの給水区域やコンポーネントを計画する際に、物価変

動等に伴う入札時の予算の不足あるいは余剰に対応した調整を容易にするため、各給水区域やコ

ンポーネントの優先度についても検討することを説明した。DINEPA はこれを了承した。 
 

 

Annex-1 プロジェクト対象地域位置図 

Annex-2 国家給水衛生局組織図 

Annex-3 要請内容 

Annex-4 日本の紛争予防・平和構築無償資金協力の概要 

Annex-5 日本の紛争予防・平和構築無償資金協力に係る手続きフローチャート 

Annex-6 調達代理方式の資金フロー図 

Annex-7 両国政府の主な責任内容 

Annex-8 調達代理方式の実施体制図 

Annex-9 協議会 
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Annex-1 プロジェクト対象地域位置図 
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Annex-2 国家給水衛生局組織図 
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Annex-3 要請内容 

 

レオガン市及び郊外地区に対する以下のコンポーネント 

(1) 水源施設の建設 

(2) 送配水施設の建設 

(3) キオスクの建設／各戸給水資材の調達 

(4) ソフトコンポーネント 
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Annex-4 日本の紛争予防・平和構築無償資金協力の概要 

 

日本国政府はODA業務に係る質の改善を図るため組織改革を行い、その一環として2008年10月1日に

新JICA法が施行された。本法及び日本国政府の決定に基づき、JICAが無償資金協力の実施機関となった。 

 

無償資金協力とは被援助国に返済義務を課さないで資金を供与する援助で、被援助国が自国の経済・

社会の発展のために役立つ施設、資機材及び役務（技術あるいは輸送等）を調達するのに必要な資金を、

我が国の関係法令に従って以下のような原則により贈与するものである。日本国政府が資材・機材、設

備等を直接に調達して現物供与する形態はとっていない。 

 

紛争予防・平和構築支援無償資金協力は、紛争の発生や再発を防止するとともに、紛争中及び直後に

人々が直面する様々な困難を緩和し、長期的な持続的開発を達成することを目的とする。 

 

1. 紛争予防・平和構築無償資金協力実施の手順 

 

我が国の無償資金協力は次のような手順により行われる。 

 

・協力準備調査   JICAにより実施、設計及び積算、報告書説明 

・審査及び承認   日本国政府及びJICAによる審査、閣議による承認 

・実施の決定    日本国政府と被援助国間の口上書（E/N）交換 

・贈与契約（G/A） JICAと被援助国間の契約締結 

・実施       贈与契約に基づくプロジェクトの実施 

 

合意されるべきプロジェクト実施に際しての重要な点は、以下のとおりである。 

ａ）JICAはE/Nで合意された金額の支払いを行うことによって贈与を実施し、プロジェクトのために贈

与が適切かつ効果的に用いられるよう説明責任を確保することに重大な関心を払う。 

ｂ）生産物及び役務は、「日本国無償資金協力調達ガイドライン（タイプI-C）」に準拠して調達、提

供されなければならない。 

ｃ）被援助国政府は、調達代理機関と契約を締結しなければならない。 

ｄ）被援助国政府は、調達代理機関を、調達代理機関に対する全ての資金の移動に関して、被援助国政

府の名において代行するものとして指定しなければならない。 

 

 

2. 調査の位置づけ 

 

（1）調査の内容 

 JICAが実施する協力準備調査の目的は、JICA及び日本国政府が無償資金協力の審査を行う際

に必要な基礎的資料（判断材料）を提供することであり、その内容は以下のとおりである。 

－ プロジェクトの背景、目的、効果並びに実施に必要な被援助国側関関係機関の能力の確

認 
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－ 無償資金協力実施の妥当性について技術面、財政面、社会・経済面での検証 

－ プロジェクトの基本構想について双方で確認 

－ プロジェクトの概略設計策定 

－ 概略事業費の積算 

なお、要望された内容が全てそのまま協力の対象となるのではなく、我が国の無償資金協力の

ガイドラインを勘案し、基本構想が確認される。 

また、無償資金協力として実施するに当たって、JICAは被援助国側の自助努力を求める立場か

ら被援助国にも必要な措置を求めており、この措置が実施を担当する機関以外の所管事項である場合

であってもその実施の担保を求めるものであり、最終的には被援助国政府の関係する機関全てとの確

認をミニッツにより行う。 

 

（2）コンサルタントの選定 

JICAは関心を有する会社から提出されるプロポーザルによりコンサルタントを選定する。選

定された会社はJICAが定める仕様に基づいて調査を実施し、報告書を作成する。調査を実施し

たコンサルタント会社は、技術的一貫性を維持するため、E/N及びG/Aの後のプロジェクト実施

にも従事するよう、JICAによって被援助国政府に推薦される。 

 

（3）調査結果 

調査報告書はJICAによって検討され、無償資金協力の妥当性が確認された後、JICAは無償資

金協力実施に係る審査を日本国政府に提言する。 

 

3. 無償資金協力のスキーム 

 

（1）交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A） 

 無償資金協力が閣議によって承認の後、交換公文（E/N）が日本国政府と被援助国政府との間

で署名され、引き続きJICAと被援助政府との間で贈与契約（G/A）が締結される。G/Aは支払条

件、被援助国の責務、調達条件といった、当該プロジェクトの実施に必要とされる条項を定める

ものである。 

 

（2）コンサルタントの選定 

技術的一貫性を保つため、協力準備調査を実施したコンサルタントは、E/N及びG/Aの後の当

該プロジェクトに引き続き従事するため、JICAによって被援助国へ推薦される。 

 

（3）“Procurement Guidelines of Japan’s Grant Aid (Type I - C)” 

Focal Points of the “Procurement Guidelines of Japan’s Grant Aid (Type I - C)”, 

which are prepared by JICA and are authorized by the GOJ and set forth the general 

rules to be followed by the Government of recipient country in implementation of 

GACPPB, are outlined as follows: 

 

a) The Agent  
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The Agent is the organization which provides procurement services of products 

and services on behalf of the Government of the recipient country according to the 

Agent Agreement with the Government of the recipient country. The Agent is 

recommended to the Recipient by GOJ and agreed between the two Governments in 

the A/M. 

 

b) Agent Agreement  

The Government of the recipient country shall conclude an Agent Agreement, 

within two months after the date of entry into force of the G/A. The scope of the 

Agent’s services shall be clearly specified in the Agent Agreement.  

 

c) Approval of the Agent Agreement  

The Agent Agreement, which is prepared as two identical documents, shall be 

submitted to JICA by the Government of the recipient country through the Agent. 

JICA confirms whether or not the Agent Agreement is concluded in conformity with 

the E/N and the G/A and the Procurement Guidelines of Japan’s Grant Aid (Type I - 

C), and approves the Agent Agreement. 

The Agent Agreement concluded between the Government of the recipient country 

and the Agent shall become effective after the approval by JICA in a written form. 

 

d) Payment Methods  

The Agent Agreement shall stipulate that "regarding all transfers of the fund to the 

Agent, the Government of the recipient country shall designate the Agent to act on 

behalf of the Government of the recipient country and issue a Blanket Disbursement 

Authorization ("the BDA") to conduct the transfer of the fund (Advances) to the 

Procurement Account from the Recipient Account."  

The Agent Agreement shall clearly state that the payment to the Agent shall be 

made in Japanese yen from the Advances and that the final payment to the Agent shall 

be made when the total Remaining Amount becomes less than 3 % of the Grant and its 

accrued interest. 

  

e) Products and Services Eligible for Procurement  

Products and services to be procured shall be selected from those defined in the 

G/A. 

 

f) Firms  

In principle, firms for construction works could be of recipient country’s 

nationality or of Japanese nationality. 

Besides, firms of any nationality could be contracted as suppliers as long as the 

firm satisfies the conditions specified in the tender documents. 
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g) Experts for Technical Assistance 

   Expert(s) could be deployed to carry out technical assistance. The expert(s) may be 

recommended by JICA when the conceptual consistency with the Survey is required. 

In principle, expert(s) is/are preferable to be Japanese nationals if appropriate. 

 

h) Method of Procurement 

In implementing procurement, sufficient attention shall be paid so that there is no 

unfairness among tenderers who are eligible for the procurement of products and 

services.  

For this purpose, competitive tendering shall be employed in principle. 

 

i) Tender Documents 

The tender documents should contain all information necessary to enable tenderers 

to prepare valid offers for the products and services to be procured by the Grant Aid. 

The rights and obligations of the Government of the recipient country, the Agent 

and the Suppliers of the products and services should be stipulated in the tender 

documents to be prepared by the Agent. Besides this, the tender documents shall be 

prepared in consultation with the Recipient. 

 

j) Pre-qualification Examination of Tenderers  

The Agent may conduct a pre-qualification examination of tenderers in advance of 

the tender so that the invitation to the tender can be extended only to eligible firms. 

The pre-qualification examination should be performed only with respect to whether or 

not the prospective tenderers have the capability of accomplishing the contracts 

concerned without fail.  In this case, the following points should be taken into 

consideration: 

(1)  Experience and past performance in contracts of a similar kind 

(2)  Property foundation or financial credibility 

(3)  Existence of offices, etc. to be specified in the tender documents. 

 

k) Tender Evaluation  

The tender evaluation should be implemented on the basis of the conditions 

specified in the tender documents. 

Those tenders which substantially conform to the technical specifications, and are 

responsive to other stipulations of the tender documents, shall be judged in principle 

on the basis of the submitted price, and the tenderer who offers the lowest price shall 

be designated as the successful tenderer. 

The Agent shall prepare a detailed tender evaluation report clarifying the reasons 

for the successful tender and the disqualification and submit it to the Recipient to 
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obtain confirmation before concluding the contract with the successful tenderer. 

The Agent shall, before a final decision on the award is made, furnish JICA with a 

detailed evaluation report of tenders, giving the reasons for the acceptance or rejection 

of tenders. 

 

l) Additional Procurement  

If there is an additional procurement fund after competitive and / or selective 

tendering and / or direct negotiation for a contract, and the Government of the recipient 

country would like an additional procurement, the Agent is allowed to conduct an 

additional procurement, following the points mentioned below: 

(1) Procurement of the same products and services 

When the products and services to be additionally procured are identical with the 

initial tender and a competitive tendering is judged to be disadvantageous, the 

additional procurement can be implemented by a direct contract with the successful 

tenderer of the initial tender.  

(2) Other procurements 

When products and services other than those mentioned above in (1) are to be 

procured, the procurement should be implemented through a competitive tendering. 

In this case, the products and services for additional procurement shall be selected 

from among those in accordance with the E/N and the G/A. 

 

m) Conclusion of the Contracts 

In order to procure products and services in accordance with the E/N and the G/A, 

the Agent shall conclude contracts with firms selected by tendering or other methods.  

 

n) Terms of Payment  

The contract shall clearly state the terms of payment. The Agent shall make 

payment from the "Advances", against the submission of the necessary documents 

from the Firm on the basis of the conditions specified in the contract, after the 

obligations of the Firm have been fulfilled.  When the services are the object of 

procurement, the Agent may pay certain portion of the contract amount in advance to 

the firms on the conditions that such firms submit the advance payment guarantee 

worth the amount of the advance payment to the Agent.  

 

（4）被援助国に求められる措置 

無償資金協力が実施されるに際して被援助国政府は別紙のような措置等が求められる。 

 

（5）「適正使用」 

被援助国政府には、無償資金協力により建設される施設及び購入される機材が、適正かつ効

果的に維持され、使用されること、並びにそのために必要な要員等の確保を行うこと、また、

A-42



無償資金協力によって負担される経費を除き必要な維持・管理費全ての経費を負担することが

求められる。 

 

（6）「輸出及び再輸出」 

無償資金協力により購入される生産物は被援助国より輸出あるいは再輸出されてはならない。 

 

（7）社会環境配慮 

被援助国政府は当該プロジェクトに対して社会環境配慮を確保しなければならない。また、

被援助国の環境規制及び「JICA社会環境配慮ガイドライン」に従わなければならない。 
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Annex-5 日本の紛争予防・平和構築無償資金協力に係る手続きフローチャート 

段階 フロー・作業 

 
要請 
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クト策定 
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実施 
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被援助国政府 

日本国政府・JICA 
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贈与契約（G/A） 

銀行取極め 
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の準備 被援助国政府の承認 
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入札・評価 
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コンポーネント契約 

ミニッツ署名 両国政府 

被援助国政府・JICA 

＆ 

被援助国政府 

被援助国政府 
・調達機関 

調達機関・コンサルタント 

調達機関・ 
コンサルタント 

調達機関・コンサルタント 

調達機関・コンサルタント・被援助国政府 
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詳細計画策定調査 

・レポート 
・入札参考資料 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
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備
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Annex-6 調達代理方式の資金フロー図 

紛争予防・平和構築の無償資金協力実施のための資金フロー 

被援助国政府 日本国政府 1 
0 

JICA 

2 
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銀行口座（非援助国
政府名義） 

調達のための銀行口座
（調達機関名義） 

5 

6 
8 

日本の銀行 

調達機関 

詳細設計・施工監理コンサルタント 

請負業者 

サプライヤー 

9 
10 

12 
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銀行口座（非援助国
政府名義） 

13 

資金の流れ 

作業の流れ 

0 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

閣議承認 

交換公文（E/N）署名 

贈与契約（G/A）署名 

銀行取極め（B/A） 

資金移転の要請 

日本国政府による資金支出 

JICAによる資金支出 

調達監理契約（A/A）署名 

資金移転 

調達機関への報酬の支払 

契約締結 

工事／資材調達 

支払申請 

支払 
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Annex-7 両国政府の主な責任内容 

No. 項目 
無償資金協

力の担当 
被援助国側

の担当 

1 プロジェクト実施に必要な土地の確保およびサイトの明確化 
 ● 

2 被援助国の積み下ろし港での迅速な積荷降ろしと製品にかかる関税免除の

保証、さらに製品の国内輸送の支援   

  1) 日本から被援助国への製品の海（空）の輸送 ●  

  2) 積み下ろし港での製品の免税と税関手続きの免除 ● 

  3) 積み下ろし港からプロジェクトサイトまでの国内輸送 ● 

3 製品購入やサービスに関して関税や国内税、被援助国で課されるその他の

財政課税免除の保証  ● 

4 日本国籍の人が必要とする製品の供給や、被援助国への入国・滞在に必要

なサービスの提供  ● 

5 プロジェクト実施のための、施設の維持と適切・効率的な利用の保証 
 ● 

6 プロジェクト実施に必要な、無償資金協力にカバーされないすべての経費負

担  ● 

7 銀行取極めを基にした日本の銀行への振込手数料の負担 
 ● 

8 プロジェクト実施における環境的・社会的配慮の評価 
 ● 

(B/A : Banking Arrangement：銀行取極め) 
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Annex-8 調達代理方式の実施体制 

請負業者 

準備調査を行うコンサルタント 

（基礎調査段階） 

JICA本部 
 

日本大使館 被援助国政府 

サプライヤー 

外務省 

調達機関 在外JICA事務所 

⑤交換公文 

①選定案件の

通知 

⑧調達監理契約 

⑥贈与契約 

④基礎設計調査 

⑦推薦 

②コンサルタントの選定 

⑨工事・調達・監督契約 

⑪監督 

⑪監督 

⑩工事契約 

 

詳細設計調査、工事監督、調達監督を行う

コンサルタント 

JICAによる推薦 

紛争予防・平和構築無償資金協力プロジェクト関連組織 

⑩調達契約 

JICAによ

る承認 

日本国政府 
委員会 

③準備調査 

JICA 
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Annex-9 協議会 

 

Consultative Committee 

1. Function 
 
The Consultative Committee (hereinafter referred to as “the Committee”) will be established in 

order to fulfill the following functions:  
1) To confirm an implementation schedule of the Project for the speedy and effective 

utilization of the Grant and its accrued interest; 
2) To discuss determination and/or modification of the Components, taking into account of the 

products enumerated in the list attached to the Procurement Guidelines and/or the result of 
the preparatory survey for the Project by JICA; 

3) To discuss modifications of the Project; 
4) To exchange views on allocations of the Grant and its accrued interest as well as on 

potential end-users; 
5) To identify problems which may delay the utilization of the Grant and its accrued interest, 

and to explore solutions to such problems; 
6) To exchange views on publicity related to the utilization of the Grant and its accrued 

interest; and 
7) To discuss any other matters that may arise from or in connection with the G/A. 

 
The first meeting of the Committee shall be held immediately after the approval of the Agent 

Agreement by the JICA, which shall be concluded between (responsible organization of the Haiti 
government) and the Procurement Management Agent (hereinafter referred to as “the Agent”). 

The selection of the Agent will be agreed between the two governments in the Agreed Minutes 
attached in the Exchange of Notes. 

Further meetings will be held by the request of the either the Haitian side or the Japanese side. 
The Agent also advice both sides on the necessity to call a meeting of the Committee. 
 
2. Composition (Provisional) 

 
1) Representative of Ministry of Public Works, Transport and Communication 
2) Representative of DINEPA 
3) Representative of the Ministry of Planning and External Cooperation 
4) Representative of the Ministry of Economy and Finance 
5) Representative of the Procurement Management Agency 
6) Representative of the Embassy of Japan in Haiti 
7) Representative of the JICA Dominican Republic Office / JICA Haiti Field Office 
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協議議事録  

ハイチ国 
「レオガン市復興のための給水システム復旧整備計画」 

協力準備調査 

 

 

ハイチ国（以下「ハ」国という）政府の要請に基づき、日本国政府は、「レオガン市復興

のための給水システム復旧整備計画」（以下「計画」という）に関する協力準備調査を実施

し、その調査を独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」という）に委託した。 

JICA は、地球環境部専任参事 江尻 幸彦を団長とする準備調査団（以下「調査団」）を

「ハ」国に派遣した。調査団は、2013 年 8月 26 日から 9月 20 日まで同国に滞在する。 

調査団は、「ハ」国政府、およびその関係機関との協議、対象地域の現地調査を実施し、

その結果、両者はこれまでの協議・調査結果を踏まえ、付属書に記載されている主要事項

につき合意した。 

本調査団は引き続き現地調査を実施し、協力準備調査報告書をとりまとめる予定である。 

 

ポルトープランス 2013 年 9月 3 日 

 

 

 

                  

Lionel Joseph DUVALSAINT 

総局長 

国家給水衛生局 

ハイチ 

 

                  

江尻 幸彦 

団長 

協力準備調査団 

国際協力機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013 年 9月 協議議事録（和文） 
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付属書 

 

1. 計画の目的 

 本プロジェクトは、レオガン市において水源、水道管網を含む水道施設の復旧整備を行

うことを目的とする。 

 

2．日本の無償資金協力制度 

ハイチ側は、日本の無償資金協力制度について理解し、本プロジェクトが紛争予防・平

和構築無償資金協力によって実施される予定であることを確認した。 

 

3． 責任機関および実施機関 

責任機関、実施機関は国家給水衛生局（DINEPA）である。 

 

4． プロジェクトの対象施設・機材 

調査団は、本プロジェクトの協力対象となる施設・機材内容（別紙 1）について説明し、

ハイチ国側は、2013年8月27日の会議議事録に示された仮説に基づく修正を提案した。 

 

5． 施設 

ハイチ国側は、調査団によるドラフト説明において、調査団が採用する 2035年を計画

目標年次とする配水管網の設計案について同意した。調査団は DINEPAが提案する原単

位によって調査報告書を修正することを了承した。 

 

6． プロジェクトの概算事業費 

 調査団は、本プロジェクトの概算事業費（別紙２）について説明した。両者は受注者決

定までの間、適正な入札を行うため概算事業費を関係者以外のいかなる第三者にも開示

しないことを確認した。調査団は、概算事業費は変更の可能性があることを説明し、ハイ

チ国側は、事業費は日本政府の閣議決定を経て最終的に確定されることを了解した。 

 

7． ハイチ国側負担工事 

 調査団は、本プロジェクトの実施にあたって必要となるハイチ国側負担事項の内容（別

紙３）及び事業実施工程案（別紙４）について説明した。ハイチ国側はその負担事項の実

施に必要な予算を確保し、スケジュールに則って確実に実施することを確約した。 

 

 

8． 運営・維持管理の遵守 
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 ハイチ国側は、建設が終了するまでに、建設された給水施設の運営・維持管理に必要

となる追加の人員を確保することを確約した。また、運営・維持管理体制の確立や運営・

維持管理に必要な予算の確保、配分を遅滞なく実施することを確約した。 

 

9． 秘密保持 

両者は、本プロジェクトに関連するあらゆる資料をプロジェクトの入札終了まで関係者

以外の第三者に開示しないことを確認した。 

 

10． 今後の予定 

JICAは、DINEPAの技術局と協力の上、本協議結果に基づいて修正版の準備調査報告書

を作成し、ハイチ国政府に 2014年 3月末までに提出する。その後、ハイチ国の現行技

術的・行政的ガイドラインに従って入札図書資料を作成する。 

 

11. ソフトコンポーネント 

 DINEPA の要望により、調査団は DINEPA レオガン事務所（CTE）の能力強化のため、「ソフ

トコンポーネント」とよばれる技術支援を含める方針であることを説明した。 

 

12．契約 

 DINEPAは調査団に対して、プロジェクトの実施に関する両国政府間の合意がなされ

た後に契約した調達代理機関を支援するため必要な措置をとることを確約した。 

 

 

13. プロジェクトのコンポーネントの優先度 

 調査団は DINEPA に対して、プロジェクトの給水区域や各コンポーネントを計画する際に、

物価変動等に伴う入札時の予算の不足あるいは余剰に対応した調整を容易にするため、各

プロジェクトの給水区域や建設する施設および供与する機材のコンポーネントの優先度に

ついて了承した。 

 

14．ハイチ側負担事項 

 ハイチ国側は、以下の項目について負担することに同意した。 

(1)取水施設・高架水槽施設敷地のフェンス設置 

(2)資材置き場用地の確保、建設工事時の許認可、施工までの試掘井の適切な保全 

(3)住民啓発活動を含む各戸給水接続の促進 

水道への接続料として各世帯に費用負担がかかるため、CTE は本事業について随時集会を開

くなどして住民への説明を通じて各戸給水接続を促進する。 

A-63



(4)運営組織として必要なスキルの習得（CTE） 

施設完成後、水道の管理・運営を主導する CTE の所属スタッフ（13 名）は、事業運営・施

設の維持管理のための必要な知識・スキルを習得する必要がある。施設が完成する 5 か月

前より、半年間 CTE のスタッフはコンサルタントの指導のもと知識・スキルを学ぶ。 

(5)用地の取得 

用地を取得できたことを証明する公文書の写しを、11月までに日本側へ提出する。 

(6)環境チェックリストの審査結果の確認 

ハイチ側は、環境省に環境チェックリストを提出し、本プロジェクトについて環境省の認

可を 11 月までに得る。 

(7) CTE の運営費・維持管理費の負担 

ハイチ側は、住民が負担する水道料金によって、CTE が運営費・維持管理費を賄えるように

なるまで、必要な経費について負担する。 

 

別紙１：対象施設・機材リスト 

別紙２：概算事業費 

別紙３：ハイチ国側負担事項 

別紙４：事業実施工程表 
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ANNEX-1 

プロジェクトのコンポーネント（対象施設・機材リスト） 

 

（１）対象地域 

 本プロジェクトの給水区域は既存給水システムが稼働しているサイラ地区を除くレオガン市街地とす
る（図-1参照）。そして給水区域を 5つに区分し、人口数をもとに優先度①～⑤を設定する（図-2参照）。 

 
図-1プロジェクト給水区域周辺図 

 

 

図‐2給水区域区分図（優先度分け） 
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（２）プロジェクトのコンポーネント 

 

項目 仕様 数量 

施設 深井戸 水量：1900m3/日 1 箇所 

水中モーターポンプ 22L/s、揚程 45m 1 基 

ポンプ室 ポンプ地上設備・発電機収納 1棟 

発電機 100kVA 1 式 

塩素消毒設備 圧力注入式 1式 

高架水槽 V=340m3、H=20m 1 基 

配水管 HDPE 管（φ300mm～φ75mm） 約 30 ㎞ 

機材 水道メーター φ20mm 給水管用 900 個 

サドル分岐栓 配水管～給水管接続用 900 個 

給水管 φ20mm： 6m/戸 x 900 戸 5400m 

ソフトコンポーネント 施設運転技術 レオガン CTE への OJT 

水道事業運営 
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Confidential 
ANNEX-2 

プロジェクトの概略事業費（日本側負担、ハイチ側負担、積算条件） 

（１）日本側負担 

概略総事業費 約 571.3 百万円 

項目 概略事業費（百万円） 
施設 高架水槽 117.41 

深井戸仕上げ 2.53 
配水管 212.17 
ポンプ室 12.25 

小計（施設） 344.36 
資機材 水道メーター 5.46 

サドル分水栓 9.03 
給水管 2.01 

小計（資機材） 16.50 
調達代理機関 96.78 
施工監理 94.41 
ソフトコンポーネント活動 17.84 
弁護士費用 1.44 

概略事業費（計）  約 571.3百万円 

 

（２）ハイチ側負担費用 

項目 金額（HTG） 備考 
用地取得 2,251,800 ハイチ側が民有地 2403m2を購入：54,000米ドル相

当 
用地整地 9,700 整地面積 2,403m2 
各戸給水栓工事 6,860,000 4900戸、1400HTG（給水管：φ20mm x 6m、サド

ル分水栓） 
水道メーター調達 10,008,000 2,502HTG/個 x 4000個 
維持運営管理費 4,991,000 2020年時の支出金額 
銀行手数料 122,000 概略事業費の 0.05% 

合計 24,242,500 581,355米ドル 

※各戸給水栓工事および水道メーターは水道契約者負担を想定。維持運営管理費は水道料金収入から支出。 

 

（３）積算条件 

  ①積算時点：平成 25年 5月 

②為替交換レート：US$1=101.03円 US$1=HTG41.7 HTG1=2.34円 

③施工期間：業務実施工程表に示すとおりである。 

④その他：積算は日本国政府のコミュニティ開発支援無償資金協力の制度を踏まえて行う。 
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ANNEX-3 

先方負担事項、負担工事内容 

① 支払授権書の通知手数料及び支払手数料の銀行手数料の費用負担 

② 建設工事時の許認可 

③ 水道施設用地の取得および整地 

④ 水道施設用地の門、フェンス等の設置 

⑤ 資材置場用地の確保 

⑥ 関税、付加価値税を含む税金の免除 

⑦ 水道接続促進のための住民啓発活動 

⑧ CTE運営の支援、CTE職員の増員、運営・維持管理費の支出 
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国名： ハイチ国 案件名 レオガン市復興のための給水システム復旧整備計画準備調査

△

△

△

△

1 1 1

△

1 1 1

△

1 1 1

1 1

1 1

1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1

1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

事業実施工程表

暦年 2014年 2015年 2016年

ANNEX-4

項目 3 4 5 6 7 78 9 10 11 12

契
約

交換公文締結（Ｅ/Ｎ）

無償資金拠出協定締結（Ｇ/Ａ）

調達代理契約

コンサルタント契約

仮設工

配水管布設工

2 38 9 10 11 12 12 3 4 5 61

ソフトコンポーネント

高架水槽築造工

井戸仕上げ工

付属施設築造工

舗装復旧工

後片付

検査・手直し工事

事
業
実
施
工
程

入札図書作成・承認

新聞公示

入札図書配布

入札

入札評価

交渉・契約・銀行保証提出期間

準備工 現地業務

日本国内業務

施設完成前(5か月) 運転開始後(1か月)
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5.ソフトコンポーネント計画書 
 

１．ソフトコンポーネントを計画する背景 

本プロジェクトでは、深井戸からの地下水を水源として、高架水槽と塩素消毒施設そし

て約 36㎞の配水管網の建設を計画している。 

深井戸は 1900m3/日の生産能力を有し、水中ポンプで地上 20m、水槽容量 340m3の高架

水槽まで揚水し、重力にて配水する。配水管は管径 63～450mmで総延長は約 36㎞となる。

塩素消毒設備はポンプ室内に設置し、薬液は送水管路に圧力注入する。 

本プロジェクトの対象地域では、2011年に JICAによってパイロット事業の給水システ

ムが新設されており、定額制の水道料金システムにて運営がなされている。本プロジェク

トでは、水道メーターを供与して従量制に転換することが計画されている。 

DINEPAは各 CTEがそれぞれの水道事業で収支を賄う独立採算制を目指している。その

ため本プロジェクトにおいても、運営維持管理体制の構築は DINEPAから強く要望されて

いる。レオガン市街地の既存給水システムを運営維持管理しているレオガン CTEの抱える

運営維持管理上の課題を以下に示す。 

１）従量制水道料金による安定した事業運営 

２）施設運転維持管理能力の向上 

 

これらの課題を次のとおり整理する。 

１）従量制水道料金による安定した事業運営 

DINEPA は本プロジェクトで建設する給水システムにおいては従量制を導入する計画で

ある。プロジェクト対象地域であるレオガン市街地の既存給水システムでは、各戸給水施

設に水道メーターは導入されておらず、定額制水道料金にて運営がなされている。水道事

業の健全化のためには、従量制への移行が必要不可欠であるが、既存給水システムで契約

している住民との合意形成、既存給水システム利用者及び新規加入契約者の水道メーター

導入に伴う住民負担の理解、水道メーター管理に不可欠な検針員の育成、財務・料金の管

理システムの構築等の課題がある。これらは安定した水道事業運営を行う上で重要な課題

である。 

 

２）施設運転維持管理能力の向上 

パイロット事業での給水システムは、公共井戸を水源としてエンジンポンプで配水して

いる。給水システムの稼働時間はこれまでのところ、週 3 日、一日 3 時間給水の稼働体制

である。本プロジェクトでは週 7日、24時間給水を目標としている。これまでの限定され

た給水運営から恒常的な給水運営とするためには、日々および時間ごとの水使用状況の把

握を行って、状況に対応した施設の運転管理が必要となる。パイロット事業では、予定さ

れた給水時間に合わせてエンジンポンプを稼働・停止をして配水をしており、水使用状況
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に合わせた運転はなされていない。これを水使用状況に合わせた運用を行えるようにする。

そして、24 時間給水を実現するためには交代制による運用が必要となるため、担当職員の

連携を含めた施設運転管理能力を向上する必要がある。また給水エリアが広がり、水利用

者が増加することから、漏水発生時の迅速な対応は、これまでよりも一層必要となる。給

水量の変動を監視し漏水発生を早期に把握するとともに、管路のバルブ操作による応急対

応と配水管の状況の把握、そして速やかに管を補修する技術を習得を目指す。こうした給

水時間の大幅な拡大に加えて給水人口の増加に対応するため、施設の運転維持管理体制、

配水管網の維持管理体制の強化は必要不可欠である。また水道普及率向上と促進のために

は各戸給水接続工事を迅速に行うことが必要である。これらは安定した給水を円滑に行う

ために必要な技術的課題である。 

 

２．ソフトコンポーネントの目標 

「レオガン市の住民への給水が改善される」という本プロジェクトの目標を達成するた

め、レオガン市の住民へ安全な水を供給し、水道料金による安定した水道事業体制を構築

することを目的として、本ソフトコンポーネントを実施する。 

本ソフトコンポーネントの目標を以下に示す。 

（１）従量制水道料金システムの導入 

（２）施設運転維持管理能力の向上 

 

３．ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントにより実現が期待される成果は以下のとおりである。 

（１）成果１：従量制水道料金システムの導入 

レオガン CTEに従量制水道料金システムを導入する。 

・レオガン CTEの水道事業計画が策定される。 

・住民が従量制水道料金システム導入を理解する。 

・水道メーター検針員が育成される。 

・水道料金管理システムが稼働される。 

 

（２）成果２：施設運転維持管理能力の向上 

レオガン CTEの施設運転維持管理能力が向上する。 

・レオガン CTEの施設維持管理計画が策定される。 

・取水施設の運転管理技術が向上する。 

・配水管の維持管理技術が向上する。 

・各戸接続技術が向上する。 

・水質管理技術が向上する。 
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４．成果達成度の確認方法 

 前述のソフトコンポーネント活動の成果達成度を示す指標と達成度確認の方法は表‐1

に示すとおりである。邦人ソフトコンポーネント監理者はソフトコンポーネント完了時に

各担当分野の成果達成度を確認・評価し、その結果を取りまとめてソフトコンポーネント

完了報告書としてハイチ側へ提出する。 

 

 

 

表‐１ 成果達成度の確認方法 
成果 指標 確認方法 

成果（１）従量制水道料金システムの
導入 
 

・レオガン CTE の水道事業計画が策
定される。 
 

・水道事業計画の整備 
 

 ・住民が従量制水道料金システム導入
を理解する。 
 

・住民説明会（仮）の実施記録（参加
者名簿、アンケート結果） 

・水道契約加入者数（既存契約者の変
更手続き含む） 

 ・水道メーター検針員が育成される。 
 

・水道メーター管理マニュアルの整備 
・検針記録 

 ・レオガン CTE 職員が水道料金管理
システムを理解する。 

・料金徴収マニュアルの整備 
・請求台帳の整備 
・入金台帳の整備 

成果（２）施設運転維持管理能力の向
上 

・施設維持管理計画が策定される。 ・施設維持管理計画の整備 
 

 ・取水施設の運転管理技術が向上す
る。 

・操業記録の評価（運転状況記録） 
 

 ・水質管理技術が向上する。 ・管理記録の評価（浄水処理記録、水
質記録） 

 ・配水管の維持管理技術が向上する。 ・管理記録の評価（配水管点検、補修
記録） 

 ・各戸接続技術が向上する。 ・管理記録の評価（設置状況記録） 

 

５．ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

前述のソフトコンポーネントの目標並び成果を達成するために必要な活動計画の策定を

行った。諸活動の設定は、上記の成果に対応するもので、活動（１）従量制水道料金シス

テムの導入、活動（２）施設運転維持管理能力の向上に分ける。これらの活動については、

活動の専門分野に合わせて、邦人ソフトコンポーネント監理者 2 名（運営担当 1 名、施設

担当 1 名）と配置し、これを補佐する役割として現地で傭員するソフトコンポーネント技

術者（運営担当補佐 1名、施設担当補佐 1名）を配置する計画である。 

本プロジェクトの給水システムの運営維持管理にあたっては、レオガン CTE職員が主体

的に活動を行っていくことになる。給水システムの施設規模、給水人口が増えることに対

応するため、現状の職員数 11名から増員し、本プロジェクトの給水システムが始動する際

には、職員数 13名が必要であると想定している。想定している職員の職種と人数は以下の

とおりである。 

① 所長（1名）、②総務・経理（1名）、③検針員（2名）、④ポンプオペレーター（1名）、
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⑤バルブオペレーター（3名）、⑥配管工（1名）、⑦作業員：配管工補助（1名）、⑧作業員：

施設点検（3名） の 13名である。 

ソフトコンポーネントの主な対象者であるレオガンCTEの職員を大別すると事業運営に

携わる職員（前述の②、③）と施設維持管理に携わる職員（同④～⑧）、そして全体をまと

めるレオガン CTE 所長（①）となる。活動（１）については、②、③の職員を対象とし、

活動（２）については、④～⑧の職員を対象とする方針である。 

活動（１）従量制水道料金システムの導入においては、本プロジェクトの給水システム

の完成 5 か月前に第１回ソフトコンポーネント活動を開始する。ソフトコンポーネント監

理者（運営）は派遣前には事業計画、研修計画およびマニュアルの原案を準備し、現地へ

渡航後、ハイチ側実施機関及びレオガン CTE 職員との協議を行い、レオガン CTE の状況

に見合った事業計画の作成支援、研修計画立案そして研修を実施する。そして給水システ

ム完成の 1 か月前から第２回ソフトコンポーネント活動を開始し、OJTによる実習を行う

計画である。ソフトコンポーネント活動においては、レオガン CTEが主体的に行動するこ

とが重要である。そのため、邦人ソフトコンポーネント監理者が不在中であっても自主的

に活動が行われることをモニタリングする必要がある。第 1 回と第 2 回の活動の間におい

ては、ソフトコンポーネント技術者が住民への広報活動とパイロット事業の給水システム

での活動状況を確認し邦人ソフトコンポーネント監理者へ報告することとする。邦人ソフ

トコンポーネント監理者は報告を受けて必要な指示を行う。 

活動（２）施設運転維持管理能力の向上においては、前述の活動（１）の第 2 回ソフト

コンポーネント活動と同時期に開始する計画とする。施設の維持管理計画を作成し、そし

て先行するパイロット事業の給水システムでの実習を行い、本プロジェクトの給水システ

ム完成後には実際の施設を対象として運転・管理技術の向上を図る。 

 

活動（１）従量制水道料金システムの導入（対象者：①、②、③） 

活動（１）では、邦人ソフトコンポーネント監理者がレオガン CTEに対して、以下の 1-1

～1-5の活動を通して、従量制水道料金システム導入を前提とした水道事業計画の作成指導

を行う。そして住民に対する従量制水道料金システム導入にかかる周知活動を指導する。 

 

1－1 事業計画に係る活動 

1－2 研修計画の作成 

1－3 研修活動（講義と実習） 

1－4 事業運営に係る活動（OJT） 

1－5 効果確認 

 

水道事業の運営に必要な検針員の育成、水道料金収支の管理方法等についてマニュアル

を作成し、講義を行う。講義内容を基にして、先行しているパイロット事業での各戸給水
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契約世帯に水道メーターを設置し、従量制水道料金システムの実習を行う。 

本プロジェクトで建設する給水システムが完成した後には、実際の水道運営を開始し、

その運営状況を確認・評価を行う。 

 

活動（２）施設運転維持管理能力の向上（対象者：①、④～⑧） 

活動（２）では、邦人ソフトコンポーネント監理者がレオガン CTEに対して、下記の 2-1

～2-5の活動を通して、取水施設、配水管網の運転維持管理について指導を行う。 

2－1 施設維持管理計画に係る活動 

2－2 研修計画の作成 

2－3 研修活動（講義と実習） 

2－4 施設運転維持管理に係る活動（OJT） 

2－5 効果確認 

 

施設の維持管理計画を作成し、今後必要となる維持管理体制を把握する。研修計画を作

成するとともに、施設運用マニュアルを作成する。 

研修においてはマニュアルをもとに講義を行うとともに、先行して稼働中であるパイロ

ット事業の施設を教材として実習を行う。 

本プロジェクトで建設する給水システムが完成した後には、実際の水道運営を開始し、

その運営状況を確認・評価を行う。 

 

以上の活動（１）および活動（２）の内容と活動期間（日数）を、表‐２ソフトコンポー

ネント活動計画と表‐３ソフトコンポーネントの活動（投入計画）一覧表に示す。 

 

表‐２ソフトコンポーネント活動計画 

活動項目 活動内容 
期間 

（日数） 

活
動
（
１
）
従
量
制
水
道
料
金
シ
ス
テ
ム
の
導
入 

1－1 事業計画に係る活動 1-1-1 水道事業計画の立案 10 

 1-1-2 定額制から従量制移行への課題抽出と解決策 12 

 
1-1-3 住民説明会（仮）の開催・常設相談窓口（仮）（料金
制度移行、水道メーター設置についての広報）の設置等の周
知活動の実施 

12 

1-2 研修計画の作成 1-2-1 研修計画を立案する。 5 

 1-2-2 研修に使用するテキストとマニュアルを作成する。 6 

1－3 研修活動（講義と実習） 
1-3-1 作成されたテキストとマニュアルを使用し、座学およ
び現場での研修を実施する。 10 

 1-3-2 現場研修の継続（レオガン CTE と現地運営技術者） 60 

1－4 事業運営に係る活動（OJT） 1-4-1 マニュアルの改訂 5 

 
1-4-2 作成されたテキストとマニュアルを使用し、パイロッ
トシステムで実習を行う。 26 

 1-4-3 レオガン給水システムの水道事業運営実施 19 
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1－5 効果確認 1-5-1 成果の達成状況確認と活動の評価 5 

活
動
（
２
）
施
設
運
転
維
持
管
理
能
力
の
向
上 

2-1 施設維持管理計画に係る活動 2-1-1 施設維持管理計画の作成 10 

2-2 研修計画の作成 2-2-1 研修計画の立案" 5 

 2-2-2 施設運用マニュアルの作成 6 

2－3 研修活動（講義と実習） 2-3-1 送・配水管の維持管理の指導 5 

 
2-3-2 取水施設と高架水槽の運転管理方法の指導 
・ポンプ運転管理の指導 
・塩素注入/管理方法の指導 
・水質監視方法の指導 

5 

2－4 施設運転維持管理に係る活動（OJT） 2-4-1 給水システム試運転 19 

2－5 効果確認 2-5-1 成果の達成状況確認と活動の評価 5 

 

 

６．ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

本ソフトコンポーネント活動を実施するために配置する要員の条件を以下に示す。 

（１）ソフトコンポーネント監理者（運営） 

水道事業運営や運営維持管理組織の強化に詳しく、従量制水道料金システム導入を基礎

とした水道事業運営指導を行える専門家を配置する。 

従量制水道料金システムの確立支援にかかり、DINEPA が実施する水道料金の設定、料

金制度改定の行程等にかかる計画立案、活動行程、プログラムの監理を行う。そして、活

動実施主体となるレオガン CTEに対する技術指導を行う。 

 

（２）ソフトコンポーネント監理者（施設） 

取水井戸および高架水槽そして塩素消毒施設の運転維持管理に係る座学および OJTによ

る研修を実施する。これら研修に係る計画立案、活動工程、プログラムの監理を行う。研

修教材を作成し、給水システムの施設（取水、浄水、送配水）に関する技術指導を行う。

加えて、施設の維持管理計画の作成を指導し、計画に沿った施設維持管理をレオガン CTE

が行うことができるように指導する。 

 

（３）ソフトコンポーネント技術者（運営） 

運営にかかるソフトコンポーネント技術者を現地傭上により確保する。邦人ソフトコン

ポーネント監理者の指示の下、レオガン CTEと共に従量制水道料金システムの確立支援に

かかる活動を行う。水道事業運営にかかわる知識と経験を有する技術者をローカルコンサ

ルタントから調達する計画とする。ソフトコンポーネント技術者は第 1 回と第 2 回のソフ

トコンポーネント活動の間で、邦人ソフトコンポーネント監理者不在期間中のレオガン

CTEの活動の進捗とその成果を確認し、邦人ソフトコンポーネント監理者へ報告する。 

 

（４）ソフトコンポーネント技術者（施設） 
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 施設維持管理にかかるソフトコンポーネント技術者を現地傭上により確保して、邦人ソ

フトコンポーネント監理者の業務を補佐する。水道施設の維持管理の経験と技術を有する

技術者をローカルコンサルタントから調達する計画とする。 

 

７．ソフトコンポーネントの実施工程 

本ソフトコンポーネント活動は、プロジェクトで建設する給水システムが完成する 5 か

月前から活動を開始し、システム完成後 1 か月まで活動を継続する。活動はシステム完成

前においては、テキスト・マニュアルを用いた座学による講習と、先行するパイロット事

業の給水システムを用いて実習を行う。システム完成後には、実際の施設を用いたトレー

ニングと運営を行う計画である。ソフトコンポーネントの実施工程（案）を表‐４に示す。 

 

８．ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネント活動の成果品と提出時期は以下のとおりである。 

 

 

表‐５ ソフトコンポーネント活動の成果品 
活動項目 成果品 提出時期 

従量制水道料金システムの導入に係る活動
（第 1回） 

①水道事業計画 

②料金徴収マニュアル（案） 

③水道メーター管理マニュアル（案） 

④住民説明会実施記録 

第 1回派遣後 

従量制水道料金システムの導入に係る活動
（第 2回） 

①料金徴収マニュアル（改訂版） 

②水道メーター管理マニュアル（改訂版） 

③請求台帳 

④入金台帳 

ソフトコンポーネント完了後 

施設運転維持管理能力の向上 ①施設維持管理計画 

②操業記録 

③管理記録 

ソフトコンポーネント完了後 

 

 

９．ソフトコンポーネントの概略事業費 

 ソフトコンポーネントの概略事業費は以下のとおりである。 

日本側負担事業費： 17.89百万円 

うち、直接人件費：  3.78百万円 

  直接経費：  9.27百万円 

   間接費：  4.84百万円 
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１０．相手国側の責務 

以上のソフトコンポーネント計画を実施するにあたっては、以下に記すような準備およ

び支援をハイチ側が実行することが必要である。 

・レオガン CTEの運営に必要な職員の確保 

・ソフトコンポーネント実施に必要な作業スペース 

・パイロット事業給水システムの各戸給水施設への水道メーター設置 

・レオガン給水システムでの水道事業開始から運営収支が安定するまでの資金面

（CTE要員の給与、発電機の燃料代、薬品代およびその他経費）での支援 

また、本ソフトコンポーネントは施設完成前とともに、施設完成後に実際の給水システ

ムを操作および運営を実施する計画である。施設の施工の遅れは本ソフトコンポーネント

実施に影響を与えるため、円滑な施工が行えるようにハイチ側の支援が必要である。 

 

 

（別表）表―３ ソフトコンポーネントの活動（投入計画）一覧表 

（別表）表―４ ソフトコンポーネント実施工程表 
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16/09/2013_01 

ハイチ国レオガン市復興のための給水システム復旧整備計画準備調査における
技術的協議議事録 

 

ハイチ国レオガン市復興のための給水システム復旧整備計画（以降 « プロジェクト »） 

 

DINEPA 技術局とプロジェクトの JICA 調査団のコンサルタントチーム（以降 « CKC チー
ム »）は協議を行い、以下の事項について合意した。 

1. プロジェクト準備調査の手順 

2．プロジェクトの施設規模 

3．DINEPA技術局による約束事項 

4．CKCの約束事項 

5. DINEPAは以下の文書の送信を約束（添付書類 ：協議概要を参照） 

 

 

 

ポルトープランス、2013年 9月 16日 

 

 

 

 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿       ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  
関田 宏一 M. Emmanus DORVAL 
コンサルタント業務主任        局長  
準備調査団 技術局 
国際協力機構（JICA） 国家給水衛生局(DINEPA) 
 ハイチ国 
 

 

2013 年 9月 技術的協議議事録（和文） 
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表  プロジェクトの計画および規模設定のための基準  

項目 仕様 備考 
1. 配水管網   
(1) 原単位（生活用水） 100  /人/日 (低密度ゾーンまたは 高所得) 

70  /人/日 (中密度ゾーンまたは 中間所得) 
50  /人/日  (高密度ゾーン または 低所得) 

 
 
DINEPA 基準  

(2) その他用水の水需要 我々は、家庭用水需要の 15%に相当する容量
を計算に取り込む 

DINEPA 基準 

(3) 配水管網の材料 高密度ポリエチレン管 (HDPE) DINEPA と CKC の間で
合意 

(4) 有効率 80% DINEPA 基準 

(5) 配水の管路の規模決定のための
時間係数 

1.865    <1.2 ～ 2.5> DINEPA 基準 

(6) 水生産施設の規模決定のための
ピーク係数 

1.3       <1.2 ～ 1.8> DINEPA 基準 

(7) 配水管網の計算のためのソフト
ウェア 

管網マスター 日本製 

(8) 最小水圧 1.4 bar DINEPA 基準 

(9) 最大水圧 6 bar DINEPA 基準 

(10) 最大流速 1.5m/s DINEPA 基準 

(11) 最小流速 未決定 DINEPA 基準 
(0.5m/s) 

(12) 標準断面図 
(掘削のための深さおよび幅、トレ
ンチの土留めタイプ) 

DINEPA によって提供 DINEPA 基準 

2. 高架水槽   

(1) 構造タイプ コンクリート構造、円筒形 DINEPA と CKC の間で
合意 

(2) 高架水槽の容量 340m3 
  一日給水量の 3時間分 および消火栓用水
量 120m3   

DINEPA と CKC の間で
合意 

(3) 消火栓用水量 消火栓用の容量 120m3 DINEPA と CKC の間で
合意 

(4) 高架水槽の高さ 20m DINEPA と CKC の間で
合意 

(5) 基礎 杭基礎 DINEPA 基準 

(6) 揚水ポンプ 渦巻き式水中ポンプ DINEPA 基準 
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(7) 塩素消毒システム 塩素消毒システムの次亜塩素酸カルシウム 
システムは、自動投薬ポンプで作動する。 

DINEPA と CKC の間で
合意 

(8) 電力 3相 発電機 DINEPA と CKC の間で
合意 

(9) 水質のための基準 WHO ガイドライン準拠 DINEPA 基準 

3. 材料の調達 
 

  

(1) 各戸接続の管の材料 高密度ポリエチレン管 (HDPE) DINEPA 基準 

(2) 水道メータ 水道メータの標準タイプを DINEPA によって
提供予定 

DINEPA 基準 

(3) 各戸接続の待ち受け部工事 
（分水栓+給水管+止水栓） 

未決定（図-7） DINEPA 基準 

(4) サドル付分水栓 サドルの標準型式の情報を DINEPA によって
提供予定 

DINEPA 基準 

 

 

上記のほかに、DINEPA とコンサルチームで確認した事項（技術的議事録から抜粋） 

(1) プロジェクト実施ゾーン 図-2、図-3 

(2) プロジェクトの給水計画 表-3、図-4、図-5 

(3) 給水エリアの優先順位 図-6 

A-95



 

 

 
図-2 計画給水区域図 

 

 

 
図-3 仏 SOGREAH 報告書（人口密度分け）と JICA プロジェクトのゾーン比較 
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表-3 給水計画表（2015-2035） 

 

 
図-4 水需要の内訳（2020 年） 

 

 

図-5 給水人口と水需要の推移 
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図-6 給水区域の優先順位 

給水区域は以下の 3種類で分類 
１）市街地中心部 Zone① 
２）新興住宅地 Zone② 
３）市街地中心部に隣接した地区 ③、④、⑤ 
区分された Zone ごとに人口等を検討し、優先順位（①～⑤）を決定。 
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環境チェックリスト：１４．上水道（1 / 3）

分
類 環境項目 主なチェック事項 Yes: Y

No: N
具体的な環境社会配慮

（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c)　EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、その
条件は満たされるか。
(d）上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認可は
取得済みか。

(a) N 
(b) N
(c) N
(d) N

(a)事業の実施に伴う環境への影響が小さいため、EIAレポートを作成する必要
はない。
(b) 承認の必要なし。
(c) 承認の必要なし。
(d) 本プロジェクトのための官庁から許認可は必要ない。

(2)現地ステークホ
ルダーへの説明

(a)プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ステークホ
ルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a) N
(b) N

(a)選択されたオプション1bは環境に与える影響少ないため、ステークホルダー
に対する説明は必要ないと判断した。
(b)環境に与える影響が少ないため、住民からの意見聴取はおこなっていない。

(3)代替案の検討
(a)プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項目も含
めて）検討されているか。

(a) Y (a) 4つのオプションを検討し、環境の影響が少ない計画が選ばれる。

(1)大気質

(a)消毒用塩素の貯蔵設備、注入設備からの塩素による大気汚染はあるか。
(b) 作業環境における塩素は当該国の労働安全基準等と整合するか。

(a) N
(b) N 

(a)より安全な次亜塩素酸カルシウムが、単純で簡単な操作で準備され、利用さ
れる。すべての予防策が実施される。
(b)当該国の労働安全基準には塩素の記述はないが、次亜塩素酸カルシウムは世
界保健機構や全米保健機関の国際基準に従っており、自動制御によって管理さ
れる。

(2)水質
(a)施設稼働に伴って発生する排水のSS、BOD、COD、pH等の項目は当該国の排水
基準等と整合するか。

(a) Y (a)当該プロジェクトでは、SS、BOD、COD、pHに変化があるような汚染物質は排
出されない。

(3)廃棄物
(a)施設稼働に伴って発生する汚泥等の廃棄物は当該国の規定に従って適切に処
理・処分されるか。

(a) Y (a)地下水源を利用した施設から発生する廃棄物はない。

(4)騒音・振動

(a) ポンプ施設等からの騒音・振動は当該国の基準等と整合するか。 (a) Y (a)ハイチ国に騒音・振動に関する基準はない。ポンプ場の騒音・振動は小さく
、近隣の迷惑にならない。ポンプ場は人口の低密度地区に設置する予定である
。

(5)地盤沈下
(a) 大量の地下水汲み上げを行う場合、地盤沈下が生じる恐れがあるか。 (a) N (a)地盤調査と室内土質試験の分析結果、試掘に基づくと、地層は砂と礫で支配

され、薄層の粘性土で構成され、地下水のくみ上げが沈下を引き起こさない。

(1)保護区
(a)サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地するか。プ
ロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) N (a)選択された地域には、保護区や国家遺産に影響を与えない。

(2)生態系

(a)サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、マング
ローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b)サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生息地を
含むか。
(c)生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対策はな
されるか。
(d)プロジェクトによる取水（地表水、地下水）が、河川等の水域環境に影響を
及ぼすか。水生生物等への影響を減らす対策はなされるか。

(a) N

(b) N

(c) N

(d) N

(a)このプロジェクトは、レオガン市街地で実施される。この中には生態系に影
響を与える重要な生息地はない。
(b)当プロジェクトの位置は、ハイチ国の法律によって指定された生息地や貴重
種に影響を与える領域に割り当てらえていない。
(c) 生態系に影響がある場合、有益な予防を検討する。

(d)このプロジェクトでは水環境、河川などには影響しない。
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環境チェックリスト：１４．上水道（2 / 3）

分
類 環境項目 主なチェック事項 Yes: Y

No: N
具体的な環境社会配慮

（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(3)水象
(a)プロジェクトによる取水（地下水、地表水）が地表水、地下水の流れに悪影
響を及ぼすか。

(a) N (a)本プロジェクトの取水は生産井が1箇所であり、周辺の地下水の流れに影響
を及ぼす可能性は小さいと考えられる。

(1)住民移転

(a)プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合は、移
転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b)移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説明が行
われるか。
(c)住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生活基盤
の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d)補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e)補償方針は文書で策定されているか。
(f)移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の社会的
弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g)移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h)住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能力と予
算措置が講じられるか。
(i)移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j)苦情処理の仕組みが構築されているか。
(k)（追加）土地収用による影響のモニタリングが計画されているか。

(a) N/A

(b) N/A

(c) N/A

(d) N/A
(e) N/A
(f) N/A

(g) N/A
(h) N/A

(i) N/A
(j) N/A
(k) Y

(a)　該当なし

(b)　該当なし

(c)　該当なし

(d)　該当なし
(e)　該当なし
(f)　該当なし

(g)　該当なし
(h)　該当なし

(i)　該当なし
(j)　該当なし
(k)　住民移転が発生しない土地収用があるため、モニタリングを計画する。

(2)生活・生計

(a)プロジェクトにより住民の生活に対し悪影響が生じるか。必要な場合は影響
を緩和する配慮が行われるか。
(b)プロジェクトによる取水（地表水、地下水）が、既存の水利用、水域利用に
影響を及ぼすか。

(a) N

(b) N

(a)このプロジェクトは、レオガンの人々を有益にし、住民の生活の質を向上す
る。
(b)現在、人々私生活で飲む水を毎日購入している。このプロジェクトは既存の
水利用に影響しない。

(3)文化遺産
(a)プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺産、史
跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措置が考慮さ
れるか。

(a) N (a)施設には、文化遺産等の歴史的、宗教的な場所に位置していない。管路は、
地面の下に設置される。よって、このプロジェクトにより、遺跡、史跡などを
損なう恐れはない。

(4)景　観

(a)特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。影響が
ある場合には必要な対策は取られるか。

(a) N (a)施設は、DINEPAの用地であり、周辺に配慮すべき環境資源、眺望点は存在し
ない。管路は地面の下に設置され見えない。よって、本プロジェクトにより設
置する施設は、景観に影響を与えない。

(5)少数民族、先住
民族

(a)当該国の少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配慮がな
されているか。
(b)少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a) N/A
(b) N/A

(a) 該当なし
(b) 該当なし

(6)労働環境

(a)プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守られる
か。
(b)労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェクト関係
者へのハード面での安全配慮が措置されているか。
(c)安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛生を含
む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・実施される
か。
(d)プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民の安全
を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a) Y

(b) Y

(c) Y

(d)

(a)施設やパイプラインは、労働条件に関連した影響を与えることなく、国際的
な基準に遵守される。
(b)労働災害を防止するため、労働者にヘルメット、安全靴等を装備させるとと
もに、安全柵、フェンス等を設置し、関係者への安全対策をとる。
(c)このプロジェクトの中で関わるそれぞれの人のために、すべての安全対策が
とられる。
(d)このプロジェクトに関わる安全要員のために、すべての安全対策がとられる
。
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環境チェックリスト：１４．上水道（3 / 3）

分
類 環境項目 主なチェック事項 Yes: Y

No: N
具体的な環境社会配慮

（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)工事中の影響

(a)工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対して緩
和策が用意されるか。

(b)工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩
和策が用意されるか。
(c)工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策が用意
されるか。

(d)工事による道路渋滞は発生するか、また影響に対する緩和策が用意されるか
。

(a) Y

(b) Y

(c) Y　

(d) Y

(a)このプロジェクトに関わる影響（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄
物等）を削減するため、すべての安全対策がとられる。例えば、騒音・振動対
策では、作業工程、作業時間帯を設定し、できる限り騒音・振動が発生する時
間を集中しないようにする。
(b)このプロジェクトに関わるすべてのスタッフは、生態系や自然環境に影響を
及ぼすリスクを軽減するための措置をとる。
(c)ポンプ施設は公共用地に設置し、管路はできる限り歩道側に近づけるため、
社会環境への影響は少ない。このプロジェクトによって社会環境が影響を及ぼ
す場合には、対策を実施する。
(d)工事の実施による交通の混乱は発生しない。しかしながら、交通整理は、適
用を考慮する必要がある。例えば、道路を全面通行止めとせず、片側通行にす
る等を検討する予定である。

(2)モニタリング

(a)上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモニタリ
ングが計画・実施されるか。
(b)当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c)事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継続性）
は確立されるか。

(d)事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a) Y

(b) Y
(c) Y

(d) N

(a)事業者は、モニタリング計画を立てて、調査を実施する予定である。

(b)定めている。別紙参照。
(c)DINEPAには、レオガンCTEという水道管理組織がある。しかしながら、今後
、人員、予算等が不足する可能性が高いため、維持管理体制の強化を要求して
いる。
(d)環境に関わる報告等は規定されていない。今後、規則等を整備する必要があ
る。

他の環境チェック
リストの参照

(a)必要な場合は、ダム、河川に係るチェックリストの該当チェック事項も追加
して評価すること。

(a) N (a) 
オプション1bが選択され河川水の利用はないため、他のチェックリストは必要
ない。

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a)必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する（廃棄
物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要素が考えら
れる場合等）。

(a) N/A (a)このプロジェクトでは適用されない。

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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モニタリングフォーム 
 

モニタリングフォーム（案） 

 

 DINEPA は本モニタリングフォームに基づき、モニタリング結果を JICA へ報告すること

が求められる。なお、工事中は施工業者がモニタリングを行い、DINEPA へ結果を報告する。 

 

１．工事中（毎月） 
１．１ 汚染対策 

 モニタリング項目 方法 場所 判断 
モニタリング 
期間 

結果 

１ 大気汚染 粉じんの状況 
施設内およ
び住宅地内
の工事箇所 

発生あり/
なし 

工事実施中  

2 水質汚濁 
濁水の状況を目視
確認 

施設建設予
定地 発生あり/

なし 
工事実施中  

管路設置範
囲 

3 騒音・振動 騒音・振動の状況 
施設内およ
び住宅地内
の工事箇所 

発生あり/
なし 

工事実施中  

 

 

１．２ 社会環境（毎月） 

 モニタリング項目 方法 場所 判断 
モニタリング 
期間 

結果 

1 感染症の状況 

工事関係者への環
境・衛生教育の実
施 － 

発生あり/
なし 

工事実施中  
定期的な工事関係
者の健康管理 

2 交通事故 
工事現場における
交通管理担当の配
置 

－ 
発生あり/
なし 

工事実施中  

 

２．供用時 

 

２．１ 飲料用の水質 

 モニタリング項目 方法 場所 基準(値) 
モニタリング
期間 

結果 

1 濁度 

基準に従う方法 
水源地の 
井戸 

＜25
（NTU） 

供用開始後の
１年間 

 

2 pH <8  

3 残留塩素 0.5-2 mg/l  

4 硫酸塩 400 mg/l  

5 硝酸塩 50 mg/l  
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 モニタリング項目 方法 場所 基準(値) 
モニタリング
期間 

結果 

6 亜硝酸塩 3mig/l  

7 ヒ素 0.01 mg/l  

8 フッ素 1.5 mg/l  

9 マンガン 0.4 mg/l  

10 鉛 0.01 mg/l  

11 大腸菌群 0 mg/l  

12 大腸菌 0 mg/l  

13 濁度 
＜25
（NTU）  
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自然条件調査結果 
 

１．地盤調査 

高架水槽・配水池等の施設計画・設計に必要な地盤情報を得ることを目的に、市街
地新設井戸サイトにおいて、地盤調査（地質調査ボーリング、標準貫入試験、室内土
質試験）を実施した。 
 

(1) 地盤状況 
 ボーリング調査で土質サンプルを採取するとともに、標準貫入試験（ASTM D1586）
で N値を測定した。調査の結果明らかになった当該地の地盤状況は図-3.1.1の土質柱
状図に示すように、薄い表土（60cm）の直下に扇状地性の堆積物である沖積層（砂礫
層、砂質土層）が約 13m の厚さで堆積し、沖積層の下位には洪積層（粘性土層、砂層、
砂礫層）が分布している。 

 

図-1.1 土質柱状図 
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ボーリング掘削中における地下水位は、沖積層中では GL-3.4m付近で、洪積層では
GL-7.2m付近で確認された。 

標準貫入試験の結果から、良質な支持層と考えられる N値 30を超える層は、深度
25m以深であることがわかった。 

(2) 室内土質試験結果 

標準貫入試験により採取した乱した試料を用いて施設の基礎地耐力、地震による液
状化の有無を知る目的で室内土質試験を行った。試験内容は、SPT-10、SPT-11+12

についてはふるい分け試験（ASTM D422）、SPT-8、SPT-17についてはアッターベ
ルグ限界試験（ASTM D-4318）と含水比試験（ASTM D-2216）である。 

ふるい試験の結果、SPT-10は粒度のよい礫（GW）、SPT-11+12はシルト質礫
（GM）に分類される（表-1.1と表-1.2参照）。 

 

表-1.1 ふるい分け試験結果 

ふるい目 通過百分率（%） 

(mm) SPT-10 SPT-11+12 

63 - - 

40 100 100 

25 82 88 

20 68 81 

16 60 76 

8 46 60 

6.3 43 53 

2.5 30 38 

1.25 21 32 

0.63 14 26 

0.40 11 23 

0.16 6 18 
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表-1.2 含水比とアッターベルグ限界の試験結果 

試料 含水比 液性限界 塑性限界 塑性指数 

Wn(%) LL(%) PL(%) Ip 

SPT-8 34 33 NP - 

SPT-17 44 58 43 15 

 

(3) 液状化の有無の判定結果 

液状化判定は「建築基礎構造設計指針（2001）日本建築学会」に基づいて算出した。 

液状化判定の検討対象となる地盤と土質は、一般に地表面から 20m以浅の飽和した
沖積層で細粒分含有率が 35％以下の土質である。本ボーリング地点は扇状地に位置し
ており、自然地盤であり、ボーリング調査結果より 13.0m以深は洪積層となっている
ため、液状化対象層から除外した。以上の条件から、地下水位以下かつ沖積層の部分
（地表からの深度 7.2～13.0ｍ）で液状化判定を行った。 

液状化判定は、FL値法と呼ばれ、ある地盤の任意の深度における液状化発生に対す
る安全率 FL（＝R/L、R :液状化抵抗比、L：繰り返しせん断応力）で計算して判定す
る。FL<1となる深度において液状化の可能性が高い。FL値は標準貫入試験結果と前
述の室内土質試験結果を用いて計算した。計算に用いた値は、図-1.2中の SPT－09、-

10、-11、-12、-13で測定した N値を使用した。図中に示したように、SPT-12を除く
4点で FL＜1.0となり、液状化すると判定された。 

また、全層液状化危険度 PL値による判定も行った。PL値による液状化危険度判定
区分は以下のとおりである。 

＜判定基準＞ 

PL＞15 : 液状化危険度がきわめて高い 

15≧PL>5 : 液状化危険度が高い 

PL≦5 : 液状化危険度が低い 

液状化判定結果を図-1.2に示す。 

2010年のハイチ地震で観測された水平加速度相当である 500galの設定で PL法によ
る判定を行った結果、500gal では PL=8.97 となる。 

PL 法の判定基準に照らし合わせると、500gal の水平加速度をもつ振動に対しては、
液状化危険度が高いことが判明した。この地点での高架水槽を建設する場合には、液
状化による地盤の水平抵抗の低減を行い、基礎工の安全性を検討し対策を踏まえた工
法を選定する必要がある。 
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水平加速度 αmax＝500gal 

図-1.2 液状化簡易判定結果 

 

 日本は過去に数多くの地震災害に見舞われてきた国である。その経験の積み重ねによっ
て、日本は建築物に関する高い耐震技術を築き上げてきている。日本建築学会は耐震技術
にかかる「Design Recommendation for Storage Tanks and Their Supports with Emphasis 

on Seismic Design (2010Edition)：耐震設計における貯水タンクやそれらの重点サポート
の設計推奨事項（2010年）」や「Recommendations for Loads on Buildings 

(2004Edition) ：建築物荷重指針・同解説 英訳版（2004年）」を出版している。 

 一方、ハイチでは 2010年の震災後、耐震に関する基準類が整備されつつある。現在、
公共事業省（MTPTC）により「ハイチにおける建築物のための暫定計算規則（2011年 2

月）」及び「地震評価及び公共事業省トレーニングマニュアル（2011年 4月）」が公表さ
れている。よって、本プロジェクトでは、これらの基準を参照し、耐震設計を行う方針で
ある。 
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２．既存井揚水試験および井戸試掘調査 

本計画での水源の候補地点として、その妥当性や開発可能水量を確認するためマプ
ー既存井での揚水試験を実施するとともに、レオガンおよびサブースにおいて井戸試
掘調査及び揚水試験を実施した。各調査地点を図-2.1地下水調査位置図に示す。その
調査結果の概要を表-2.1に示す。また、2本の試掘井戸の構造図を次頁以降に示す。 

 

図-2.1 地下水調査位置図 

 
表-2.1 既存井戸揚水試験と井戸試掘調査概要 

揚水試験結果 (1) マプー既存井 (2) サブース試掘井 (3) レオガン試掘井 

地下水の賦存状況 不圧水 不圧水 被圧水 

井戸口径（インチ） 8 6 6 

井戸深度（m） 60 54 48 

フィルター長(m) - 18 18 

自然水位(m) 3.8 20.3 8.2 

段階揚水試験 試験日 

 

3月 15日 3月 17日 

 

 第 1段階揚水量 327 327 

 水位降下量（m） 4.1 4.2 

 比湧出量（m2/日） 79.0 78.4 

 試験日 3月 29日 4月 2日 
 第 2段階揚水量(m3/ 2341 2341 
 水位降下量（m） 7.3 4.8 
 比湧出量（m2/日） 321 488 

連続揚水試験 試験期間 3月 21日-24日 3月 29日-4月 1日 4月 2日-4月 5日 
 揚水量（L/秒） 28.4 26.8 26.8 
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揚水試験結果 (1) マプー既存井 (2) サブース試掘井 (3) レオガン試掘井 
 静水位（G.L.-m） 3.7 20.6 8.1 
 動水位（G.L.-m） 4.4 27.9 13.2 
 水位降下量（m） 0.6 7.3 5.0 
 比湧出量（m2/s） 3895 317 460 
 透水係数（m/s） 1.43x10-3 1.80x10-4 2.64x10-4 
 透水量係数（m2/s）  3.25x10-3 4.76x10-3 

回復試験 透水量係数（m2/s） 0.005 0.002 0.001 

貯留係数 0.08 0.15 0.09 

許容揚水量（L/s） 22 22 22 

水中ポンプ設置深度（m） 8-11 32-35 20-23 
注：太字以外の数値は参考値。貯留係数は採用した透水量係数から Jacob直線法で算出。 

 
(1) マプー既存井 

 マプー既存井戸は、2009年 UNICEFの支援により掘削され、水中ポンプと発電機が
据え付けられ、常時運転可能な状態である。その既存井戸の揚水能力を確認するため、
揚水試験を実施した。なお、この井戸では稼働中のポンプが据え付けられた状態であ
り、新たに試験用のポンプを据え付けることが困難だった。そのため段階揚水試験は
行わずに連続揚水試験のみ行う事とした。28.4 ／秒で 72 時間の連続揚水をした結果、
自然水位 3.8mから 0.6m降下し安定した。ここから導き出した透水係数は 1.43×10-3

（m/s）である。 

 
 
(2) サブース試掘井 

サブース試掘井戸は、既存配水池の近傍の DINEPA所有地内で実施した。サブース
の試掘井戸は深度 54mまで掘削した。井戸の自然水位は G.L.-20.3mを示し、揚水量
26.8 /秒（=2,353m3/日）の 72時間の連続揚水試験において自然水位から 7.3m下がる
G.L.-27.6mで水位が安定した。ここから導き出した透水係数は 1.80×10-4（m/s）で
ある。なお段階揚水試験も実施したが、この口径の孔に入るという条件で現地調達し
たポンプの能力限界により 2段階しか実施できなかったために参考値としている。 

 
 
 
 
 
 
  

                                                           
1 透水量係数算出に用いた帯水層厚はスクリーン長で置き換え。 
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図 2.1 サブース試掘井戸構造図 

(3) レオガン試掘井 

レオガン試掘井戸は、DINEPAが高架水槽候補地点として提示した私有地にて実施
した。レオガン試掘井戸は深度 48mまで掘削した。井戸の自然水位は G.L.-8.2mであ
った。26.8 /秒（=2,326m3/日）で 72時間の連続揚水を行ったところ、自然水位から
5.0m下の G.L.-13.2mで水位が安定した。こから導き出した透水係数は 2.64×10-4

（m/s）である。なお段階試験も実施したが、サブース地点と同様に現地調達したポン
プの能力限界のため 2 段階しか実施できていないために、ここでは参考値としている。 
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図 2.2 レオガン試掘井戸構造図 

 

３． 配水池内及び周辺配水管の漏水確認試験の結果 

 既存のマプー配水池及びサブース配水池において、配水池が利用可能か確認するた
め、配水池内に水を貯めて漏水確認試験を実施した。その結果、マプー配水池（本
体）・周辺配水管、及びサブース配水池（本体）からの漏水は確認されなかった。し
かしながら、サブース配水池下流の配水管は老朽化または地震の影響により破損して
おり、かなり漏水している状況であった。 
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４．水質調査 

本調査では、レオガン市街地およびサブース地区にある既存井戸（21か所）、マダ
ムベルジュ湧水地点、公共井戸等の既存施設でサンプルを採取し現場水質試験を行う
とともに、高架水槽、配水池予定地点における地盤調査時に採取したサンプルおよび
試掘井（レオガン、サブース）のサンプルについて日本の分析機関で水質分析を実施
した。ハイチではWHO ガイドライン値に準拠しているため、本調査においては
WHOガイドライン値を採用する。 

(1) 既存施設の水質 

21の既存施設井戸、マダム・ヴェルジェ湧水及び公共井戸（pomp station）の各
水源においてパックテストおよび水質テスター（EC、pH）等で現場水質検査を実施
した（表-4.1）。検査項目は、水温（℃）、大腸菌（E.Coli）、一般細菌（G-

Bacteria）、電気伝導率（EC μS/cm）、pH、塩化物イオン（Cl）である。次表に
は比較のため、WHOガイドライン値と日本の水質基準値を付記した。 

 

 

 

 

 

図 3.1 サブース配水池下流の漏水箇所 

サブース配水池 

漏水箇所① 排水溝 

漏水箇所② 民家の庭先 

国道 2号線 

既存配水管  
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表-4.1 現場水質検査結果表 

 

 

1) 大腸菌と一般細菌 

大腸菌と一般細菌の検査の結果は共にマダム・ヴェルジェ湧水源付近、市街地新
設井戸サイト、既存公共井戸では「なし～少ない」、レオガン市街地の井戸では
「中位～多い」と判明した。調査の結果、レオガン市街地では大腸菌および一般細
菌が混入した飲用に不適な飲用に適さない浅井戸が複数認められた。 

2) 電気伝導度 

レオガン市街地の浅井戸は EC = 600～860μS/cmと他の地点と比べ高い値を示
している。 

3) 塩化物イオン  

既存公共井戸の塩化物イオンは 50mg/L以上の値を示したが、その他の地点は 1

～15mg/Lの範囲で低濃度であった。 

 (2) 地盤調査地点および試掘井の水質 

レオガン市街地近郊の高架水槽建設候補地点での地盤調査ボーリング孔および試掘
井、そしてサブース地区の既存配水池近傍で実施した井戸試掘調査での試掘井から地

Tested Date Nos Temperature 大腸菌 一般細菌
電気伝導度

(μS/cm)
PH

Cl-
(mg/L)

Remark

WHO(1993)

ガイドライン値
100mL中に検出

されないこと
250 6.5-8.5 250

WHO(2004)

ガイドライン値
100mL中に検出

されないこと
N/C 250 N/C: Not health concern at level found in drinking water

日本
飲料水質基準

検出されないこと

1mLの検水で形成

される集落数が

100以下であること
5.8-8.6 200

2012/2/3 1 26.5 L S 468 7.42 10 井戸、学校

2012/2/3 2 26.2 L M 468 7.82 15 井戸、病院（GentleSanteHospital）

2012/2/3 3 27.1 NA S 469 7.65 1 CARE キオスク

2012/2/3 4 27.6 NA S 416 7.62 1 管井戸

2012/2/3 5 28.5 S M 566 7.48 6 ハンドポンプ by JEN & Platform

2012/2/3 6 28.1 NA NA 725 7.61 2 ハンドポンプ、シャトレー地区

2012/2/3 7 27.1 L L 606 7.68 2 浅井戸、レストラン

2012/2/3 8 28.6 L S 487 7.42 6 新設ハンドポンプ、学校、UNICEF

2012/2/3 10 28.3 S M 458 7.55 1 ハンドポンプ、UNICEF

2012/2/3 11 27.4 - - 479 7.60 2 浅井戸、サボース地区

2012/2/3 12 27.7 - - 615 7.40 4 浅井戸、サボース地区

2012/2/3 13 28.1 L L 671 7.45 1 浅井戸、レオガン中心部

2012/2/5 14 27.6 L L 845 7.63 2 井戸深度=GL-8.0m, 水位=GL-6.8m

2012/2/5 15 27.7 M L 607 7.60 14 井戸深度=GL-1.9m, 水位=GL-0.8m

2012/2/5 16 28.9 M M 636 7.54 2 井戸深度=GL-2.4m, 水位=GL-1.4m

2012/2/5 17 28.2 - - 860 7.55 4 井戸深度=GL-2.1m, 水位=GL-1.2m

2012/2/5 18 28.2 M L 758 7.56 2 井戸深度=GL-1.8m, 水位=GL-1.0m

2012/2/5 19 28.8 M M 777 7.81 8 井戸深度=GL-2.4m, 水位=GL-1.8m

2012/2/5 20 27.4 L M 647 7.69 2 井戸深度=GL-1.8m, 水位=GL-0.9m

2012/2/5 21 26.6 L M 762 7.53 12 井戸深度=GL-1.7m, 水位=GL-1.0m

2012/2/5 Tank 27.9 S S 610 7.63 1 地質調査ボーリング, 水位=GL-7.4m

2012/2/15 spring 27.7 NA NA 442 7.64 1 ﾏﾀﾞﾑ・ｳﾞｪﾙｼﾞｪ湧水

2012/2/15 pump 28.4 S S 484 7.63 >50 公共井戸（Pump station）

大腸菌., 一般細菌の相対判定：L=多い、M=中程度、S=少ない、NA=なし

サンプル番号9は欠番
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下水サンプルを採取し水質分析を行った。その分析結果を表-4.2に示す。この表中で
はレオガン市街地地盤調査において色度、濁度および鉄分に高い値が出ている（黄色
部分）。レオガン市街地地盤調査のサンプルは、井戸試掘調査よりも前に塩水化の兆
候を判断するため、ボーリング調査孔の水を採取したものである。そのため掘削によ
り発生した土砂や掘削用の循環水などの洗浄が不十分であった可能性が高い。そのた
めにそれぞれの数値に高い値が出たと推測できる。 

レオガン、サブースともに試掘井の水質はWHOガイドライン値を満足すると判明
した。この結果から、試掘井は水道水の水源として妥当であると判断し、塩素消毒の
みの浄水方式とする。 

 
表-4.2 地盤調査地点および試掘井の水質分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

レオガン
地盤調査

レオガン
試掘井

サブース
試掘井

1 pH - 6.5-8.5 - 7.6 7.4 7.8

2 電気伝導度 μS/cm 250 350 420

3 色度 度 15 60 <2 <2

4 濁度 NTU 5 58 <1 <1

5 カルシウム mg/ 93 75 68

6 マグネシウム mg/ 15 12 9.9

7 全硬度 mg/ 150-500 - 290 240 210

8 カリウム mg/ 0.9 1.0 0.7

9 鉄 mg/ 0.3 - 13 <0.1 <0.1

10 塩化物イオン mg/ 250 - 8.7 5.7 5.9

11 ナトリウム mg/ 200 - 12 14 5.1

12 砒素 mg/ 0.01 <0.005 <0.005 <0.005

13 銅 mg/ 2 2 <0.1 <0.1 <0.1

14 カドミウム mg/ 0.003 <0.001 <0.001 <0.001

15 鉛 mg/ 0.01 <0.005 <0.005 <0.005

16 ニッケル mg/ 0.02 <0.02 <0.02 <0.02

17 フッ素 mg/ 1.5 0.1 <0.1 0.1

18 TOC mg/ 1 <1 <1

19 T-N mg/ 2 2 2

20 T-P mg/ 0.17 <0.05 <0.05

21 硝酸 mg/ 50 50 6.9 6.7 7.2

22 水銀 mg/ 0.001 <0.0005 <0.0005 <0.0005

23 シアン mg/ 0.07 <0.05 <0.05 <0.05

24 クロム mg/ 0.05 0.021 <0.005 <0.005

25 セレン mg/ 0.01 <0.002 <0.002 <0.002

26 亜硝酸 mg/ 3 <0.1 <0.1 <0.1

27 マンガン mg/ 0.5 0.4 0.2 <0.1 <0.1

28 亜鉛 mg/ - <0.1 <0.1 <0.1

水質調査結果

項目名 単位
WHO

ガイドライン値
(1993)

WHO
ガイドライン値

(2004)
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